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第１章 事業概要 

 

１．事業実施の背景と目的 

山村地域の活性化には、森林資源のマテリアル利用の推進による林業・木材産業の発展に加え、

森林空間を活用した体験プログラム （森のプログラム）の展開による多面的な活用の推進が重要で

ある。企業・団体が抱える多様な課題や関心に対して、森のプログラムがもたらす効果は貢献し得

る可能性が高く、企業等は潜在的な需要先として期待される。 

近年、SDGs や CSV の観点から、企業による地域課題解決や地域活性化に向けた取組が活発化

している。カーボンニュートラルやネイチャーポジティブの実現に向けた要請の高まりを背景に、

森林は CO₂吸収源としてのみならず、生物多様性保全や水源涵養等の観点からも重要性が高まっ

ており、企業による森林づくり、森林由来 J-クレジットの創出、木材利用の促進など、官民連携

による森林利用の取組が進展している。 

令和 2 年度から登録が始まった森林サービス産業推進地域は、令和 7 年７月時点で全国 58 地

域に拡大し、企業向けプログラムの開発、エビデンス取得、ガイド人材の育成等、企業受入れの基

盤形成が進んでいる。各地域では、企業研修、福利厚生、環境学習等の多様な目的に対応する取

組が展開されている。 

一方で、企業における森林空間利用への理解や、地域とのマッチングは全国的に十分進んでい

るとは言えない。令和 6 年度調査では、①首都圏以外の都市部における情報発信機会の拡充、②

企業の具体的ニーズに即した価値提案の重要性、③自治体主導の取組における企業ニーズへの柔

軟な対応、④プログラム効果の可視化と適切な KPI 設定手法の必要性、⑤企業と地域をつなぐ専

門的コーディネーターの把握・育成の必要性が示された。これらの示唆は、企業課題と森林空間

利用を結び付けた取組の普及において、的確な企業ニーズの把握、受入体制の質の向上、仲介機

能の強化が鍵となることを示している。 

以上を踏まえ、本事業では、企業等における森のプログラムの利用促進を目的として、企業ニー

ズの調査・分析、優良事例の収集・分析、フォーラム開催等によるマッチング機会の創出を行う。 
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２．事業の全体像 

 

（１）森のプログラムの利用に関するニーズ調査・分析 

都市部の健康経営に取り組む企業等を対象に、森のプログラムの利用に関する企業ニーズの収

集・分析を行った。 

今年度は「森林を活用した人的資本経営・価値創造経営」を主なターゲットとし、組織開発・

人材開発を主眼に森のプログラムを導入している企業へのヒアリングを実施し、活用の具体像と

効果に関する情報を収集した。得られた知見をもとに事例の整理と傾向分析を行い、企業のプロ

グラム活用事例集および普及動画を制作した。さらに、これらの内容を活用して人的資本経営、

価値創造経営、自然資本経営に取り組む企業のニーズに関する意向調査を実施し、関心のある企

業の把握とニーズの傾向分析を行った。 

 

（２）優良事例の収集・分析 

企業の研修等を受け入れている森林サービス産業推進地域を対象に、受入状況や受入にあたっ

ての地域の取組・環境整備等について調査・分析を行い、地域が企業研修等を受け入れる際のポ

イントを整理した普及冊子（A4 判カラー20 ページ）を作成した。調査は、企業の受入実績を有

する 15 地域へのオンラインヒアリング及びそのうち 5 地域に対する現地調査を実施した。ま

た、調査においては山村地域内外のコーディネーターによる企業との連携事例や、若者・女性、

移住者・関係人口を含む多様な主体の連携情報を収集・整理した。 

 

（３）フォーラム等の開催 

森林サービス産業推進地域と企業等とのマッチングを図るため、東京都内において 2 月にフォ

ーラム（会場・オンライン併用）を開催し、ニーズ調査の結果報告のほか、企業の興味関心が高

いテーマに関する専門家や企業のリーダー層による講演、トークセッション、交流会を通じて、

森のプログラムを展開する山村地域と企業等とのマッチング機会を提供した。あわせて、フォー

ラムの事前研修として推進地域向けのオンライン研修を開催した。オンライン研修では、推進地

域紹介シートのブラッシュアップ及びフォーラム当日のプレゼンテーション作成の支援、次年度

以降の事業運営において参考になる情報の共有を目的として、企業ニーズ調査の結果、企業ニー

ズへのアプローチポイント、補助事業についての情報提供を行った。また、より多くの企業等に

森のプログラムの利用を促すため、首都圏以外の都市部として大阪府大阪市において 11 月にセ

ミナーを開催し、企業における森のプログラム活用の意義や事例を発信した。あわせて、セミナ

ー翌日に、兵庫県宍粟市において主に企業の人材育成担当者を対象に森のプログラムの体験会を

実施した。  
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図表 1-1 事業の全体像イメージ図 
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第２章 企業ニーズ調査・分析 

近年、変化が激しく予測困難な「VUCA の時代」、社会課題が多様化・複雑化する「SDGs の

時代」を迎える中で、社会経済の変化に合わせた組織・事業の変革や社員の意識改革・行動変容

に向けて、「人的資本経営」への要請が高まりを見せている。 

こうした中で、特にコロナ禍以降、企業において、非日常の森林等の自然環境の特徴を活かし

た「森のプログラム」を企業研修・オフサイトミーティング等に取り入れ、エンゲージメント向

上からチームビルディング、リーダーシップ開発、組織・事業の変革・構築等を目指す取組が拡

がりを見せている。 

しかし、その目的や内容、傾向やそのニーズ等は十分に整理されてきていないことから、本調

査では、森のプログラムを先進的に導入している企業に対して「【１】企業事例ヒアリング調

査」を行い、具体的にどのような森林空間の特徴を活用し、どのようなプログラムを構築して、

どのような効果を期待しているかを調査して事例集をまとめるとともに、ポイントを整理するこ

とで、企業ニーズに沿ったプログラム提案を行い、企業による森のプログラムの利用促進を図る

こととした。 

さらに、企業等のニーズ把握に際して、回答企業が具体的なイメージを掴んだ上で回答頂ける

ように、企業研修事例や有識者インタビューを交えた「【２】映像制作」をした上で、多様な属

性の企業等を対象に「【３】企業アンケート調査」を実施した。 

 

図表 2-1-1 令和７年度森林コンテンツ育成・普及対策事業 企業ニーズ調査 実施フロー 

 

 

１．企業事例ヒアリング調査 

（１）対象企業の抽出・選定 

調査の実施に際して、①林野庁による「森林サービス産業推進地域」を対象とした実態調査の

結果、②林野庁「企業における森のプログラムの活用事例」、③(公社)国土緑化推進機構「森林

サービス産業（森林を活用した企業研修等）先進事例集」、④その他受託事業者で把握している

企業の事例を対象に予備調査を行い、調査対象となり得る「森の企業研修・オフサイトミーティ

ング」を実施している企業候補を抽出した。 

【１】企業事例ヒヤリング調査

〈予備調査〉 〈本調査〉 〈分析〉

【２】

映像制作

企
業
研
修
事
例

撮
影

有
識
者
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

【３】企業アンケート調査

①人的資本経営 関心企業
（人的資本経営コンソーシアム）

➁自然資本経営 関心企業
（30by30アライアンス 会員企業）

③企業 総務・人事担当者
（HISメールマガジン 登録企業）

④地方企業
（(一社)長野県経営者協会 会員企業）

森の企業研修プロ

グラム 提供企業

予備調査

森林サービス産業

推進地域 受入企業

予備調査
（
階
層
別
等
）

企
業
等

導
入
事
例
調
査

事
例
集

整
理

ポ
イ
ン
ト
整
理

ヒアリング調査 
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そして、どのような人的資本経営に関わる課題解決を意図して森のプログラムが構築されてい

るかという観点に加えて、若手・中途採用者向け、中堅層向け、部署別・チーム向け、経営層・

幹部向けという４つの階層等別の特徴を整理できるように、各タイプのバランスを考慮して図表

2-1-2 の通り、14 の企業・団体等を調査対象として選定した。 

 

図表 2-1-2 「森の企業研修・オフサイトミーティング」導入企業事例 調査対象 

 

（２）調査項目 

企業ヒアリング調査では、森林・自然等を活かしたプログラムの特徴が明らかになるように、

図表 2-1-3 の通り、ⅰ）組織概要、ⅱ）導入プログラムの概要、ⅲ）プログラムの目的・期待す

る効果、ⅳ）具体的なプログラム構成・特徴、ⅴ）プログラムの実施体制、ⅵ）導入の経緯・プ

ログラムの変遷、ⅳ）実績および効果・今後の展望という調査項目を設けた。 

 

（３）調査結果 

個別企業（14 事例）のヒアリング調査結果は、「事例集」としての「紹介シート」の形で整理

した。 

また、各導入企業等が、「森の企業研修・オフサイトミーティング」の目的や期待する効果に

ついて、図表 2-1-4 にとりまとめた。「コミュニケーション活性化・チームビルディング」に関

する項目は、いずれも全ての企業等で主目的・目的と位置付けており、半数以上の企業が主目的

と位置付けていた。また、「視点・思考の転換、創造性の涵養」や「意識転換・行動変容の促

内容主な対象

企業研修・
オフサイトミーティングの特徴

開催地導入企業名タイプ 地
域
交
流

視
察
学
習

焚
き
火

も
の
づ
く
り
活
動

森
づ
く
り

集
団
で
の
冒
険
活
動

集
団
で
の
野
外
活
動

森
林
浴

取
引
先
向
け

社
員
有
志

経
営
層
・幹
部
層

部
署
・チ
ー
ム
等
向
け

中
堅
層
向
け

若
手
・中
途
採
用
者
向
け

〇〇〇〇〇〇〇
健康経営・チームビルディング等に向けた「新入社員
研修」や「協定締結」による地域交流活動を導入

長野県
小海町

① アルファテックス(株)

【主に若手・中途採用者】

森林浴や協働活動等を通した

チームビルディング・
エンゲージメント向上

〇〇〇〇
森林整備活動等を通した企業理念や地域の現場を学
び、チームビルディングに繋ぐ「合宿研修」の導入

滋賀県
高島市

② 伊藤忠商事(株)

〇〇〇〇〇〇〇〇〇
社有林を活用して、若年社員を中心にチームビルディ

ング・ストレスマネジメントに向けた研修を導⼊
長野県
信濃町

③ TDKラムダ(株)

〇〇〇
若手社員と管理職を対象に、セルフケア・キャリア開
発・コミュニケーション促進に向けた研修を導⼊

長野県
信濃町

④ 日本事務器(株)

〇〇〇〇
予定調和ではない自然環境を舞台にした「冒険教育
プログラム」で、挑戦心を育み、組織力を高める

山梨県
富士河口湖町

⑤ 安全自動車(株)

【主に中堅層】

森林での協働活動等を通した

チームビルディング・
リーダーシップ開発

〇〇〇〇〇
関係性構築・コミュニケ―ション促進・アクションプラ

ン遂行促進に向けて「アウトドア研修」の導入
山梨県

富士河口湖町
⑥ NTT東日本(株)

〇〇〇〇〇
社内のコミュニケーション促進・リーダーシップ開発

等に向けた研修として「森林整備活動」を実施
静岡県
富士宮市

⑦ (株)エンチョー

〇〇〇
厳しく予測困難な自然に対峙して問題解決に取組む「冒
険プログラム」を活用した「マネジメント研修」を導入

岐阜県
白川村

⑧ 川崎工業(株)

〇〇〇〇
新規事業創出・エンゲージメント向上に向けて、６次
産業化する林業会社への「観察研修合宿」を導入

神奈川県
小田原市

⑨ 小田原鉱石(株)

【主に部署別・チーム等】

森林の６次産業化事業の視察
や協働活動等を通した

組織力強化・新事業構想

〇〇〇〇
６次産業化事例の視察や森林体験等を通して新たな
発想を生み出す部署横断的な「合宿型研修」の導入

群馬県
長野原町

⑩ 群馬県 産業経済部

〇〇〇〇〇
社員のキャリア開発と新事業創出の可能性を見据え

た地方での「健康経営ワーケーション」を導入
和歌山県
田辺市

⑪ TIS(株)

〇〇〇〇〇
“焚き火”を通して深い対話・内省による新たな発想
を生み出す「合宿型オフサイトミーティング」の導入

群馬県
長野原町

⑫ トヨタ・コニック(株)

〇〇〇〇〇〇
自己・他者理解からビジョン共有・策定等に向けて、森

の中で２泊３日を過ごす「森の研修」を導入
山梨県
山中湖村

⑬ (株)クライス
＆カンパニー

【主に経営層・幹部】

森林での協働活動や
深い内省・対話等を通した

組織力強化・ビジョン創出 〇〇〇〇〇〇〇
企業統合に際してビジョン共有や組織文化の転換、チ

ームビルディング等に向けた「経営合宿」を導入
長野県
軽井沢町

⑭ (株)シナネン
ホールディング
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進、組織・事業の変革・構築の促進」、「企業との関係性深化、帰属意識の向上」、「自律性・リー

ダーシップの開発」が、３割以上の企業等が主目的に位置付ける結果となった。 

 

図表 2-1-3 企業ヒアリング調査 調査項目 

ⅰ）組織概要 ①企業名・URL 

②所在地（本社 所在地、研修等参加事業所 所在地） 

③業種・企業規模（社員数） 

④担当部署（担当窓口・研修企画・実施担当部署） 

ⅱ）導入プログラムの

概要 

① プログラム名 

② 目的・期待する効果 

③ 対象・規模（人数） 

④ 期間（日数・時期） 

⑤ 開始年度／直近３年の実施回数 

⑥ 実施場所・施設名 

ⅲ）プログラムの目

的・期待する効果 

(A).チームビルディング・社内コミュニケーション強化 

(B).経営・プロジェクトに新たな視点をもたらす〈組織開発〉 

(C).能力向上・内省〈人材開発〉 

(D).心と体の健康づくり〈ウェルビーイング〉 

(E).自社事業・企業理念に対する理解向上  

(F).環境教育〈サスティナビリティ人材育成〉 

ⅳ）具体的なプログラ

ム構成・特徴 

① プログラム毎の時間／プログラム名／そのねらい 

② プログラムデザインの考え方、その工夫やその特徴等 

③ 活用している森林・施設等の特徴、その場所を使用する理由等 

④ 研修目的の実現・効果を高めるための実施前後の取組と工夫等 

ⅴ）プログラムの実施

体制 

① 受入組織名 

② 企業側と受入組織側の役割分担（企画段階から当日の実施まで） 

③ プログラム実施時の指導者等（専門的なスキル等の特徴） 

④ 特徴的な連携・協働方法やその工夫・ポイント 

ⅵ）導入の経緯・プロ

グラムの変遷 

①導入前に抱えていた企業の経営課題、組織・社員の課題等 

②導入のきっかけ（受入組織・プログラムを知った経緯、導入に向

けた検討・調整のプロセス、採用の要因・決め手） 

③導入時の提供組織間や社内での調整要素（課題とその解決策） 

④プログラムの改善の変遷と継続要因・決め手等 

⑤その他 

ⅳ）実績および効果・

今後の展望 

① これまでのプログラムの実績（回数・人数） 

② プログラムの効果（担当者の所感、参加者・意思決定者の声） 

③ プログラムの効果を高める要因等 

④ 森林・自然等が有する特徴（SDGs ・VUCA な特徴等に対応して） 

⑤ 今後の展望や希望 

⑥ その他 
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図表 2-1-4「森の企業研修・オフサイトミーティング」導入企業 目的・期待する効果 

 

 

〈事例①〉アルファテック株式会社 

割合

主に

経営層・幹部主に部署別・チーム等主に中堅層主に若手・中途採用者

期待される効果
（主目的:◎、副次的:〇）

カテゴリー
分
野

シ
ナ
ネ
ン
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
㈱

㈱
ク
ラ
イ
ス
＆
カ
ン
パ
ニ
ー

ト
ヨ
タ
・コ
ニ
ッ
ク
㈱

Ｔ
Ｉ
Ｓ
㈱

群
馬
県

産
業
経
済
部

小
田
原
鉱
石
㈱

川
崎
工
業
㈱

㈱
エ
ン
チ
ョ
ー

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本
㈱

安
全
自
動
車
㈱

日
本
事
務
器
㈱

Ｔ
Ｄ
Ｋ
ラ
ム
ダ
㈱

伊
藤
忠
商
事
㈱

ア
ル
フ
ァ
テ
ッ
ク
㈱

100％◎○〇〇〇〇◎◎◎〇〇◎◎◎心理的安全性の向上、フラットな関係性の構築コミュニケーショ
ン活性化・チーム
ビルディング

組
織
づ
く
り

企
業
研
修
・オ
フ
サ
イ
ト
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ

100%◎○〇〇〇〇◎◎◎◎〇◎◎◎主体性の涵養・コミュニケーションの活性化

93%◎◎◎〇〇◎〇◎◎〇◎〇○協力意識・一体感の醸成、自己・他者認識の促進、チームビ
ルディング

93%○○〇〇〇◎○◎〇〇〇◎◎視点・思考の転換、創造性の涵養組織・事業の変
革・構築

93%○○〇〇◎◎○〇〇〇〇◎○多面的・総合的な思考力・判断力の醸成、共創性の涵養

86%◎◎〇〇〇◎○〇◎〇○○意識転換・行動変容の促進、組織・事業の変革・構築の促進

64%○◎〇〇〇〇〇◎○企業理念・事業目的の理解・浸透エンゲージメント
の向上

人
づ
く
り

93%○◎〇〇〇○〇〇〇◎◎◎○企業との関係性深化、帰属意識の向上

64%〇◎〇〇〇◎◎○○モチベーションの向上、自律的キャリア開発

86%○○〇◎〇〇〇〇◎〇○◎自己受容・自己効力感の向上、自立性・挑戦心の涵養能力向上・リーダ
ーシップ開発

71%◎○〇〇〇○〇〇〇○柔軟性・レジリエンス力の涵養

64%○〇〇◎◎◎◎〇○自律性・リーダーシップの開発

36%◎○◎◎◎心と身体の健康づくり

29%〇◎〇○SDGs・環境教育〈サスティナビリティ人材育成〉

◎が４つ以上◎が７つ以上【凡例】
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〈事例②〉伊藤忠商事株式会社 

 

〈事例③〉TDK ラムダ株式会社 
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〈事例④〉日本事務器株式会社 

 

〈事例⑤〉安全自動車株式会社 
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〈事例⑥〉NTT 東日本株式会社 

 

〈事例⑦〉株式会社エンチョー 
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〈事例⑧〉川﨑工業株式会社 

 

〈事例⑨〉小田原鉱石株式会社 
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〈事例⑩〉群馬県産業経済部 

 

〈事例⑪〉ＴＩＳ株式会社 
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〈事例⑫〉トヨタ・コニック株式会社 

 

〈事例⑬〉株式会社クライス＆カンパニー 
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〈事例⑭〉シナネンホールディングス株式会社 

 

（４）森の企業研修・オフサイトミーティングの特徴  

本調査でヒアリングを行った「森の企業研修・オフサイトミーティング」の 14 事例を概観す

ると、図表 2-1-5 の通りプログラムの各段階において、それぞれ自然環境や自然環境に対峙して

行われるプログラムの特徴を活かすことで、多様な効果を発揮する森のプログラムが構成されて

いることが分かった。 

導入段階ではフラットな関係性を構築した上でコミュニケーションを活性化し、展開段階では

自律性・リーダーシップを醸成しつつ、創造性の涵養や意識変革を促し、ふりかえり段階では、

共創性の涵養とチームビルディング、行動変容・組織変革を促す効果が期待されていることが明

らかになった。 

さらに、「森の企業研修・オフサイトミーティング」を通して育成することが期待される力と

その研修の対象者は、図表 2-1-6 のように整理した。 

「森の企業研修・オフサイトミーティング」は、企業の経営課題に対応して、全ての対象で

「コミュニケーション活性化・チームビルディング」の育成が目指されており、主に若手・中途

採用者向けでは「エンゲージメント向上」の育成が、主に中堅層向けには「能力開発・リーダー

シップ開発」の育成が、主に部署別・チーム別や経営層・幹部向けには「組織・事業の構築・変

革」の育成に向けて導入されて傾向にあることが整理された。 
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図表 2-1-5 「森の企業研修・オフサイトミーティング」のプログラムの特徴と期待される効果 

 

 

図表 2-1-6 「森の企業研修・オフサイトミーティング」で育成が期待される力と研修対象 

 

コミュニケーション活性化

・チームビルディング

能力向上・リーダーシップ開発エンゲージメントの向上

組
織
づ
く
り

人
づ
く
り

フラットな

関係性構築

コミュニケーション

活性化

チーム

ビルディング

自律的

キャリア開発

企業理念・

事業目的の

理解・浸透

企業との

関係性の深化

創造性の

涵養

共創性の

涵養 行動変容・

組織変革

の促進

自己・他者

認識の促進

自律性・

リーダーシップ

開発

柔軟性・

レジリエンス力

の涵養

人的資本経営に資する「森の企業研修・オフサイトミーテイング」
～VUCA・SDGs時代における自律型・共創型の組織づくり・人づくりに向けて～

主に若手・中途採用者向け 主に中堅層向け

組織・事業の変革・構築

主に部署別・チーム等／経営層・幹部向け

全ての対象で含む

【Ⅲ】

ふりかえり

【Ⅱ】

展開

【Ⅰ】

導入

自由で本質的な対話を行える

フラットな関係性の構築

主体性の涵養による

コミュニケーションの活性化

ストレッチゾーンに導く

自律的でVUCAな自然環境

総合的で多様性を有する

自然に対峙した体験活動

挑戦心や協力意識の醸成による

自律性・リーダーシップの醸成

視点・思考の転換による

創造性の涵養、意識変革の促進

自然や体験をメタファーにした

深い内省・対話

身体感覚記憶・情動記憶を伴う

自然環境での共通体験

自己・他者認識や判断力等の醸成による

共創性の涵養、チームビルディング

想起性・学習定着率の向上による

行動変容・組織変革の促進

「森の企業研修・オフサイトミーティング」のプログラムの特徴と期待される効果

組織・業務から離れた

非日常の自然環境

ありのままの自分が出やすい

自然環境での五感体験

自然環境・プログラムの特徴 期待される効果

1

2

3

4

5

6
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２．森のプログラム紹介動画制作  

（１）制作の目的・概要 

人的資本経営に資する「森の企業研修・オフサイトミーティング」の企業ニーズ調査の実施に

際して、そのプログラムのイメージや期待される効果等について、具体的なイメージを伝えるこ

とによって、より実態に即した回答を得ることができると考えられる。 

そこで、シナネンホールディングス株式会社の協力を得て、「企業ヒアリング調査〈事例⑭〉」

で紹介した経営合宿を対象に取材をするとともに、以下の通り、森林空間を活用した健康経営及

び人的資本経営に関する有識者の取材を行った。 

 

図表 2-2-1 動画「人的資本経営に役立つ 企業×森のプログラム」取材対象 

（１）新生シナネン経営合宿 2025 

［場所］長野県軽井沢町「ライジング・フィールド軽井沢」 

［対象］シナネンホールディングス株式会社 部長・支店長等 

（２）有識者インタビュー①（健康経営） 

［場所］国際医療福祉大学 成田病院（千葉県成田市） 

［対象］落合 博子氏（国際医療福祉大学 成田病院 教授、INFOM 認定医） 

（３）有識者インタビュー➁（人的資本経営） 

［場所］武蔵野大学 武蔵野キャンパス（東京都西東京市） 

［対象］前野 隆司氏（武蔵野大学 ウェルビーイング学部 学部長・教授） 

 

（２）動画の構成  

取材内容を整理して、以下の通り、動画を制作し、農林水産省 You tube に公開した。 

 

図表 2-2-2 動画「人的資本経営に役立つ 企業×森のプログラム」構成 

0:00～0:42 (1) 森林環境の人への効果 

    国際医療福祉大学 医学部 教授 落合 博子氏 

0:43～4:24 (2) シナネンホールディングス(株) 新生シナネン経営合宿 2025 

(株)ライジング・フィールド 代表取締役 森 和成氏 

(株)ライジング・フィールド 東京本部長 渡邊 亮氏 

    シナネンホールディングス(株) 経営企画部 部長 山之口 雄二氏 

    シナネンホールディングス(株) 社員 

4:25～5:17 (3) 森のプログラムの意義・効果 

武蔵野大学 ウェルビーイング学部 学部長・教授 前野 隆司氏 

5:18～5:46 (4) 森のプログラムの特徴・タイプ 
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（３）動画の概要  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．企業アンケート調査  

（１）対象企業の抽出・選定 

企業事例等のヒアリング調査を踏まえて、人的資本経営に資する「森のプログラム」への企業

等のニーズを把握するため、以下を対象にアンケート調査を実施した。 

 

《企業ニーズ調査 調査概要》 

➀実施主体  林野庁 

②調査対象 (ア)母集団 a). 人的資本経営コンソーシアム（人的資本経営 関心企業等） 

b). HIS メールマガジン（企業人事・総務担当） 

c). 30by30 アライアンス メールマガジン（自然資本経営 関心企業等） 

d). (一社)長野県経営者協会 

(イ) 標本数 a). 661 社 

b). 22,271 件（開封数：3,960 件） 
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c). 1,177 件 

d). 609 件 

③調査時期  令和８年１～２月 

④調査方法  a). 往復郵送（回答は WEB フォームを含む）によるアンケート調査（単独） 

b). メールマガジン単独配信・WEB フォーム回答によるインターネット調査 

c). メールマガジン配信・WEB フォーム回答によるインターネット調査（複合） 

d). 会員向け定期便による郵送・WEB フォーム回答によるインターネット調査 

（複合） 

⑥ 有効回答数 合計 106 社［a). 40 社、b). 54 社、c). 8 社、d). 4 社］ 

 

企業等向けの「森でのプログラム」は、人的資本経営の観点から人事・総務部署が主体となっ

た取組から、自然資本経営に向けた取組を行う環境・CSV 関係部署が主体となった取組など、多

様なタイプが見られる。また、「森林サービス産業推進地域」は全国に立地していることから、

地方のニーズを把握することも重要と考えられる。そこで、関係団体等との連携による機運醸成

も見据えて、上記の母集団を対象に調査を選定した。 

 

（２）調査項目 

企業の人的資本経営に関わる取組の実施状況を把握した上で、以下の通り、第１節で整理した

人的資本経営への対応としての森のプログラム（森の企業研修・オフサイトミーティング）に対

する関心や、健康経営・自然資本経営の観点から関心のある施策についての調査項目を設けた。 

また、調査票は章末に参考資料として添付した。 

 

《企業ニーズ調査 調査項目》 

【Ⅰ】企業概要 

① 本社等所在地（都道府県） 

② 業種 

③ 従業員数 

④ 自然資本の活用状況 

【Ⅱ】人的資本経営の状況 

⑤ 人的資本経営の取組状況 

⑥ 人的資本経営の取組（検討）目的 

⑦ 人的資本経営で取り組む施策の領域 

⑧ 人的資本経営に関連した研修等のテーマ 

【Ⅲ】森のプログラム（森での企業研修・オフサイトミーティング）」への関心 

⑨ 関心のある森のプログラム 

⑩ 森のプログラムの導入対象として関心がある階層等 

⑪ 森のプログラムの導入検討時に重視する要素 
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⑫ 森のプログラムの導入検討時に課題と思われる要素 

【Ⅳ】健康経営・自然資本経営からの関心 

⑬ 健康経営・自然資本経営の観点から関心がある取組 

 

（３）調査結果➀（企業規模別） 

調査結果について、その傾向を把握するため、従業員数による「企業規模別」と「三大都市

圏・地方圏別」に分けて分析を行った。本項では「企業規模別」の結果を記す。 

 

【Ⅰ】企業概要 

① 従業員数 

従業員数は、「1,000 名～4,999 名」や「100～299 名」が多く、次いで「～9 名」「10～29

名」、「5,000 名～」が多いという結果となった（図表 2-3-1）。 

 

図表 2-3-1 回答企業等の従業員数 

 
 

なお、本調査では、大まかな規模区分で傾向を把握することとし、便宜的に「小規模企

業（～100 名）」、「中小企業（100～299 名）」、「中堅企業（300～999 名）」、「大企業（1,000

名～）」の４つに区分して、以降の分析を行った。 

 

② 本社等所在地（都道府県） 

本社等の所在地は東京が最も多く（約４割）、うち半数は大企業が占める結果となった

（図表 2-3-2）。その他は、東京近県や大阪・愛知等の三大都市圏と福岡が相対的に多くの回

答があった。 

 

③ 業種 

製造業の大企業・中堅企業が多くを占めており（約３割）、次いで小規模の IT 企業等を含

むサービス業が多く見られた（図表 2-3-3）。 

      

13%

11%

0%

8%

21%

16%

22%

9%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

①～9名

②10～29名

③30～49名

④50～99名

⑤100～299名

⑥300名～999名

⑦1,000名～4,999名

⑧5,000名～
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図表 2-3-2 本社等所在地（企業規模別）     

 

 

④ 自然資本の活用状況 

６割の企業は何かしらの自然資本を活用した取組を行っており、「③SDGs・CSV 等の観

点から自然環境教育・自然環境保全活動を取り組んでいる」が最も多く（約４割）、次いで

「④地域貢献の観点から自然環境教育・自然環境保全活動を取り組んでいる」が約３割とな

っていた（図表 2-3-4）。 

企業規模別にみると、大企業は約９割が何かしらの取組を実施しており、かつ上記２点

は大企業が突出して多く、中小企業は低い傾向が見られた。 

「⑥農山村地域や自然を活かした教育研修」は、全体では約１割の企業が取り組んでお

り、大企業においては約２割が取り組んでいる傾向にあった。その具体的な内容は、森林セ

ラピー等のヘルスツーリズム、企業研修、農業研修等が見られた。 

 

【Ⅱ】人的資本経営の状況 

① 人的資本経営の取組状況 

人的資本経営の取組状況は、約４割の企業が「人的資本経営」を実践し、約３割の企業

が「人的資本経営」の情報開示を実施していたが、一方で約３割が「人的資本経営」は検討

していない状況にあった（図表 2-3-5）。 

企業規模別では、大企業は約８割が情報開示を実施し、約７割が実践を導入している

が、中小企業では取組が限定的で、今後の取組も検討していない企業が約半数にのぼった。 

0% 10% 20% 30% 40%

北海道

宮城県

秋田県

茨城県

栃木県

群馬県

千葉県

東京都

神奈川県

新潟県

石川県

山梨県

長野県

静岡県

愛知県

京都府

大阪府

兵庫県

岡山県

広島県

山口県

徳島県

高知県

福岡県

長崎県

熊本県

宮崎県

～100名

100～299名

300～999名

1,000名～

図表 2-3-3 業種（企業規模別） 

0% 10% 20% 30%

①農業、林業

④建設業

⑤製造業

⑦情報通信業

⑧運輸業、郵便業

⑨卸売業、小売業

⑩金融業、保険業

⑪不動産業、物品賃貸業

⑫学術研究、専門・技術サービス業

⑬宿泊業、飲食サービス業

⑮教育、学習支援業

⑰複合サービス事業

⑱サービス業（他に分類されない）

⑲公務（他に分類されるものを除く）

その他

～100名

100～299名

300～999名

1,000名～
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図表 2-3-4 自然資本の活用状況（企業規模別） 

 

 

                       

 

② 人的資本経営の取組（検討）目的 

人的資本経営の取組（検討）目的は、「⑦エンゲージメント向上」が最も多く（約８割）、

次いで「⑥労働生産性の向上」（約７割）、「➀企業ブランドの向上」、「⑧有能な人材の確保」

（約６割）と続く結果となった（図表 2-3-6）。 

企業規模別では、全体的に大企業の実施割合が多いが、「➄組織・事業変革」は中堅企業が

多く（約７割）、「②投資家への説明責任」は大企業・中堅企業が中心となっていた。 

 

③ 人的資本経営で取り組む施策の領域 

人的資本経営で取り組む施策の領域は、「⑤組織風土」がもっと多く（約８割）、次いで

「⑨スキルと能力」、「③ダイバーシティ」（約７割）、「⑥安全衛生・ウェルビーイング」（約

６割）と続いた（図表 2-3-7）。 

企業規模別では、大企業・中堅企業の取組割合が多く、「④リーダーシップ」は中小企業

が、「②コスト」は中堅企業が相対的には高い割合となった。 

 

6%

9%

18%

15%

6%

12%

56%

0%

9%

5%

45%

27%

5%

5%

41%

0%

0%

24%

29%

18%

12%

6%

47%

6%

18%

18%

70%

52%

12%

18%

12%

9%

9%

13%

42%

29%

8%

11%

38%

4%

0% 20% 40% 60%

①事業活動として農林水産業を取り組んでいる

②事業活動として農林水産物の加工・流通を取り扱っている

③SDGs・CSV等の観点から自然環境教育・自然環境保全活動を取り

組んでいる

④地域貢献の観点から自然環境教育・自然環境保全活動を取り組

んでいる

⑤農山村地域や自然を活かした健康づくりを取り組んでいる

⑥農山村地域や自然を活かした教育研修を取り組んでいる

⑦自然資本を活用した取組はない

⑧その他

～100名

100～299名

300～999名

1,000名～

合計

～100名 100～299名 300～999名 1,000名～ 合計

①事業活動として農林水産業を取り組んでいる 6% 9% 0% 18% 9%

②事業活動として農林水産物の加工・流通を取り扱っている 9% 5% 24% 18% 13%

③SDGs・CSV等の観点から自然環境教育・自然環境保全活動を取り組んでいる 18% 45% 29% 70% 42%

④地域貢献の観点から自然環境教育・自然環境保全活動を取り組んでいる 15% 27% 18% 52% 29%

⑤農山村地域や自然を活かした健康づくりを取り組んでいる 6% 5% 12% 12% 8%

⑥農山村地域や自然を活かした教育研修を取り組んでいる 12% 5% 6% 18% 11%

⑦自然資本を活用した取組はない 56% 41% 47% 12% 38%

0% 0% 6% 9% 4%⑧その他

項目

【凡例】 80%以上 60～79% 40～59％ 20～30％
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図表 2-3-5 人的資本経営の取組状況（企業規模別） 

 

 

 

図表 2-3-6 人的資本経営の取組（検討）目的（企業規模別） 

 

0%

15%

0%

35%

47%

0%

14%

27%

5%

27%

41%

0%

35%

41%

6%

18%

35%

0%

79%

70%

0%

9%

3%

0%

33%

39%

2%

23%

30%

0%

0% 20% 40% 60% 80%

①人的資本経営の情報を開示している

②人的資本経営の実践を導入している

③「ISO30414」の認証を取得している

④人的資本経営（情報の開示・実践の導入）を検討している

⑤人的資本経営（情報の開示・実践の導入）は検討していない

⑥その他

～100名

100～299名

300～999名

1,000名～

合計

～100名 100～299名 300～999名 1,000名～ 合計

①人的資本経営の情報を開示している 0% 14% 35% 79% 33%

②人的資本経営の実践を導入している 15% 27% 41% 70% 39%

③「ISO30414」の認証を取得している 0% 5% 6% 0% 2%

④人的資本経営（情報の開示・実践の導入）を検討している 35% 27% 18% 9% 23%

⑤人的資本経営（情報の開示・実践の導入）は検討していない 47% 41% 35% 3% 30%

0% 0% 0% 0% 0%⑥その他

項目

33%

0%

11%

11%

44%

56%

72%

44%

0%

0%

69%

15%

38%

8%

38%

62%

77%

69%

8%

0%

73%

73%

36%

27%

73%

73%

82%

55%

9%

0%

72%

56%

41%

31%

56%

72%

88%

69%

28%

0%

62%

38%

32%

22%

53%

66%

81%

61%

15%

0%

0% 20% 40% 60% 80%

①企業ブランドの向上が期待できるから

②投資家への説明責任を果たす必要があるから

③ESG/サステナビリティ関連の格付けの向上が期待できるから

④説明責任を通して経営層の意識を変えることができるから

⑤組織や事業の変革が期待できるから

⑥従業員の労働生産性が高まることが期待できるから

⑦従業員のエンゲージメントが高まると期待できるから

⑧有能な人材の確保が期待できるから

⑨株価へのポジティブな影響が期待できるから

⑩その他

～100名

100～299名

300～999名

1,000名～

合計
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図表 2-3-7 人的資本経営で取り組む施策の領域（企業規模別） 

 

～100名 100～299名 300～999名 1,000名～ 合計

①企業ブランドの向上が期待できるから 33% 69% 73% 72% 62%

②投資家への説明責任を果たす必要があるから 0% 15% 73% 56% 38%

③ESG/サステナビリティ関連の格付けの向上が期待できるから 11% 38% 36% 41% 32%

④説明責任を通して経営層の意識を変えることができるから 11% 8% 27% 31% 22%

⑤組織や事業の変革が期待できるから 44% 38% 73% 56% 53%

⑥従業員の労働生産性が高まることが期待できるから 56% 62% 73% 72% 66%

⑦従業員のエンゲージメントが高まると期待できるから 72% 77% 82% 88% 81%

⑧有能な人材の確保が期待できるから 44% 69% 55% 69% 61%

⑨株価へのポジティブな影響が期待できるから 0% 8% 9% 28% 15%

0% 0% 0% 0% 0%⑩その他

項目

33%

11%

33%

39%

61%

28%

28%

22%

44%

6%

6%

0%

54%

23%

54%

85%

69%

54%

46%

46%

62%

23%

23%

0%

73%

55%

91%

55%

82%

73%

27%

36%

82%

27%

45%

0%

66%

38%

84%

63%

91%

81%

38%

69%

88%

34%

44%

0%

57%

31%

68%

59%

78%

62%

35%

49%

72%

24%

31%

0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①コンプライアンスと倫理（苦情・懲戒処分の件数、倫理研修修了者

数）

②コスト（採用・雇用・離職コスト・社内格差比率など）

③ダイバーシティ（年齢・性別等労働力の多様性・経営層の多様性な

ど）

④リーダーシップ（リーダーへの信頼、リーダーシップの育成など）

⑤組織風土（エンゲージメント、コミットメント、定着率など）

⑥安全衛生・ウェルビーイング（業務中の事故件数、研修参加従業員

比率など）

⑦生産性（従業員当たりのEBIT(利払い・税引き前利益)、人的資本

ROIなど）

⑧採用・異動・離職（採用までの期間、異動での充足率、離職率な

ど）

⑨スキルと能力（人材育成コスト・時間、従業員のスキルとレベルな

ど）

⑩後継者計画（後継者のカバー率、後継の準備率など）

⑪利用可能な労働力（従業員数、非正規労働力数、常勤換算人

数など）

⑫その他

～100名

100～299名

300～999名

1,000名～

合計
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④ 人的資本経営に関連した研修等のテーマ 

人的資本経営に関連した研修等のテーマは、「➀コンプライアンスと倫理の理解・浸透」

が最も多く（約６割）、次いで「⑥スキルと能力の向上」（約６割）、「⑦リーダーシップ開

発」（約５割）が多い傾向となった（図表 2-3-8）。 

企業規模別では、大企業が相対的に取組割合は大きいが、「➀コンプライアンスと倫理の

理解・浸透」、「⑨後継者の確保」は中堅企業の方が多く、「⑧人材の確保」は中小企業が多

い傾向となった。 

 

図表 2-3-8 人的資本経営に関連した研修等のテーマ（企業規模別） 

 

～100名 100～299名 300～999名 1,000名～ 合計

①コンプライアンスと倫理（苦情・懲戒処分の件数、倫理研修修了者数） 33% 54% 73% 66% 57%

②コスト（採用・雇用・離職コスト・社内格差比率など） 11% 23% 55% 38% 31%

③ダイバーシティ（年齢・性別等労働力の多様性・経営層の多様性など） 33% 54% 91% 84% 68%

④リーダーシップ（リーダーへの信頼、リーダーシップの育成など） 39% 85% 55% 63% 59%

⑤組織風土（エンゲージメント、コミットメント、定着率など） 61% 69% 82% 91% 78%

⑥安全衛生・ウェルビーイング（業務中の事故件数、研修参加従業員比率など） 28% 54% 73% 81% 62%

⑦生産性（従業員当たりのEBIT(利払い・税引き前利益)、人的資本ROIなど） 28% 46% 27% 38% 35%

⑧採用・異動・離職（採用までの期間、異動での充足率、離職率など） 22% 46% 36% 69% 49%

⑨スキルと能力（人材育成コスト・時間、従業員のスキルとレベルなど） 44% 62% 82% 88% 72%

⑩後継者計画（後継者のカバー率、後継の準備率など） 6% 23% 27% 34% 24%

⑪利用可能な労働力（従業員数、非正規労働力数、常勤換算人数など） 6% 23% 45% 44% 31%

0% 0% 0% 0% 0%⑫その他

項目

35%

18%

32%

24%

24%

32%

21%

35%

9%

0%

68%

27%

41%

32%

32%

64%

55%

50%

9%

0%

94%

47%

47%

47%

47%

65%

71%

35%

29%

0%

76%

67%

61%

64%

48%

70%

67%

39%

18%

0%

64%

40%

45%

42%

37%

56%

50%

40%

15%

0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①コンプライアンスと倫理の理解・浸透

②ダイバーシティの理解・浸透

③組織風土・エンゲージメントの向上

④安全衛生・ウェルビーイングの向上

⑤生産性の向上

⑥スキルと能力の向上

⑦リーダーシップ開発

⑧人材の確保

⑨後継者の確保

⑩その他

～100名

100～299名

300～999名

1,000名～

合計
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【Ⅲ】森のプログラム（森での企業研修・オフサイトミーティング）」への関心 

⑤ 関心のある森のプログラム 

約７割の企業が、いずれかの「森の企業研修・オフサイトミーティング」に関連したプ

ログラムに関心を有していた。特に、「➀フラットな関係性構築」、「②コミュニケーション

活性化」が多い傾向（約４割）にあった（図表 2-3-9）。 

企業規模別では、全体的に中堅企業がいずれのテーマについても関心が高い傾向にあ

り、「③リーダーシップ開発」は中堅企業と中小企業で関心が高い傾向にあった。 

 

図表 2-3-9 関心のある森のプログラム（企業規模別） 

 

～100名 100～299名 300～999名 1,000名～ 合計

①コンプライアンスと倫理の理解・浸透 35% 68% 94% 76% 64%

②ダイバーシティの理解・浸透 18% 27% 47% 67% 40%

③組織風土・エンゲージメントの向上 32% 41% 47% 61% 45%

④安全衛生・ウェルビーイングの向上 24% 32% 47% 64% 42%

⑤生産性の向上 24% 32% 47% 48% 37%

⑥スキルと能力の向上 32% 64% 65% 70% 56%

⑦リーダーシップ開発 21% 55% 71% 67% 50%

35% 50% 35% 39% 40%

⑨後継者の確保 9% 9% 29% 18% 15%

0% 0% 0% 0% 0%

⑧人材の確保

項目

⑩その他

44%

35%

18%

26%

35%

26%

32%

0%

36%

36%

32%

27%

23%

23%

41%

0%

47%

47%

41%

47%

41%

41%

29%

0%

45%

39%

18%

36%

36%

30%

27%

0%

43%

39%

25%

33%

34%

29%

32%

0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

① 職場・業務から離れた非日常の自然環境で、自由で本質な対話を

通して、フラットな関係性の構築

② 自然の五感体験により、ありのままの自分を出し合うことで、コミュニ

ケーションの活性化

③ VUCAな性質の自然でストレッチゾーンに導くことで、自律性・リーダー

シップを醸成

④ 総合的・多面的な自然に対峙することで視点・思考が転換し、創

造性の涵養・意識変革を促進

⑤ 自然や体験をメタファーにした内省・対話を通した、共創性の涵養・

チームビルディング

⑥ 想起性・学習定着率の高い自然環境での共通体験による、行動

変容・組織変革の促進

⑦ 特に関心のあるプログラムはない

⑧その他

【
導

入
】

【
展

開
】

【
ふ

り
か

え
り

】
【
そ

の
他

】 ～100名

100～299名

300～999名

1,000名～

合計
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⑥ 森のプログラムの導入対象として関心がある階層等 

約７割の企業が、いずれかの階層等を対象に「森の企業研修・オフサイトミーティン

グ」の導入に関心を有しており、特に導入対象としては、「➀若手・中途採用者向け」「②中

堅層向け」が最も多い傾向（約３割）となった（図表 2-3-10）。 

企業規模別では、「②中堅層向け」は中堅企業・小規模企業、「③部署別・プロジェクト

チーム等向け」は中堅企業、中小企業が相対的に多く（100～299 名）で多い傾向となった。  

 

図表 2-3-10 森のプログラムの導入対象として関心がある階層等（企業規模別） 

～100名 100～299名 300～999名 1,000名～ 合計

① 職場・業務から離れた非日常の自然環境で、自由で本質な対話を通

して、フラットな関係性の構築
44% 36% 47% 45% 43%

② 自然の五感体験により、ありのままの自分を出し合うことで、コミュニケー

ションの活性化
35% 36% 47% 39% 39%

③ VUCAな性質の自然でストレッチゾーンに導くことで、自律性・リーダー

シップを醸成
18% 32% 41% 18% 25%

④ 総合的・多面的な自然に対峙することで視点・思考が転換し、創造性

の涵養・意識変革を促進
26% 27% 47% 36% 33%

⑤ 自然や体験をメタファーにした内省・対話を通した、共創性の涵養・チー

ムビルディング
35% 23% 41% 36% 34%

⑥ 想起性・学習定着率の高い自然環境での共通体験による、行動変

容・組織変革の促進
26% 23% 41% 30% 29%

⑦ 特に関心のあるプログラムはない 32% 41% 29% 27% 32%

⑧その他 0% 0% 0% 0% 0%

【導入】

【展開】

【ふりかえり】

項目

【その他】

26%

35%

18%

26%

26%

29%

0%

36%

32%

27%

23%

23%

32%

0%

35%

35%

29%

29%

12%

47%

0%

36%

27%

24%

27%

12%

24%

0%

33%

32%

24%

26%

19%

31%

0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

① 若手・中途採用者向け

② 中堅層向け

③ 部署別・プロジェクトチーム等向け

④ 経営層・幹部向け

⑤ どの階層等かは特定できないが、導入に関心はある

⑥ 現段階で導入に関心はない

⑦その他

～100名

100～299名

300～999名

1,000名～

～100名 100～299名 300～999名 1,000名～ 合計

① 若手・中途採用者向け 26% 36% 35% 36% 33%

35% 32% 35% 27% 32%

③ 部署別・プロジェクトチーム等向け 18% 27% 29% 24% 24%

④ 経営層・幹部向け 26% 23% 29% 27% 26%

⑤ どの階層等かは特定できないが、導入に関心はある 26% 23% 12% 12% 19%

⑥ 現段階で導入に関心はない 29% 32% 47% 24% 31%

0% 0% 0% 0% 0%

項目

② 中堅層向け

⑦その他
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⑪ 森のプログラムの導入検討時に重視する要素 

 

図表 2-3-11 森のプログラムの導入検討時に重視する要素（企業規模別） 

 

29%

38%

8%

25%

29%

25%

25%

50%

25%

54%

17%

21%

29%

33%

58%

33%

33%

8%

46%

0%

60%

40%

20%

27%

40%

40%

40%

47%

47%

33%

33%

13%

20%

13%

47%

47%

40%

33%

47%

0%

56%

56%

22%

44%

67%

33%

22%

67%

56%

67%

56%

44%

22%

22%

44%

78%

78%

33%

44%

11%

56%

32%

24%

56%

52%

16%

32%

40%

60%

32%

36%

24%

28%

4%

44%

64%

56%

16%

44%

0%

48%

38%

18%

38%

44%

26%

30%

48%

45%

44%

32%

23%

26%

18%

49%

52%

48%

19%

45%

1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

①自社の経営課題の解決に寄与するプログラムとなっていること

②自社の組織/事業/従業員等の状況に応じて、プログラムをアレンジして

もらえること

③一定数の企業の導入実績があること

④プログラムの効果に関するエビデンスがあること

⑤参加者の効果測定ツールがあること

⑥健康づくりに向けたプログラムを一体で実施できること

⑦SDGs・環境貢献に向けたプログラムを一体で実施できること

⑧地域貢献に向けたプログラムを一体で実施できること（行政・地域と連

携できる）

⑨自社の事業所等からのアクセス性が良いこと

⑩プログラム提供と一体となって宿泊・食事が手配できること

⑪荒天・雨天時でもプログラムが実施できること（屋内施設があること）

⑫オフサイトミーティングと組み合わせて実施する施設があること（会議室

等）

⑬テレワークと組み合わせて実施できる施設があること（コワーキングスペー

ス等）

⑭保養活動と組み合わせて実施できること（周辺に観光資源があるこ

と）

⑮企業研修プログラムの体験や施設の視察機会があること

⑯組織開発・人材開発に関する専門的な知見を有するスタッフがいること

⑰自社の組織開発・人材開発や経営課題解決への対応と連動して実

施できること

⑱受入組織に研修プログラムを委託できること

⑲屋外での活動に際して、安全管理が徹底されていること

⑳その他

《
内

容
面

》
《
施

設
面

》
《
体

制
面

・
そ

の
他

》

～100名

100～299名

300～999名

1,000名～

合計
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森のプログラムの導入検討時に重視する要素は、「⑮組織開発・人材開発に関する専門的な

知見を有するスタッフがいること」が最も重視され、次いで「②企業研修プログラムの体験

や施設の視察機会があること」、「➀自社の経営課題の解決に寄与するプログラムとなっている

こと」、「⑰自社の組織開発・人材開発や経営課題解決への対応と連動して実施できること」、

「⑧地域貢献に向けたプログラムを一体で実施できること（行政・地域と連携できる）」が重

視されていた（図表 2-3-11）。 

全体的に、大企業や中堅企業は、多くの要素を求める傾向が強いが、中小企業は「➀自社

の経営課題の解決に寄与するプログラムとなっていること」を、小規模企業は「⑮企業研修プ

ログラムの体験や施設の視察機会があること」を特に重視していた。 

 

⑫ 森のプログラムの導入検討時に課題と思われる要素 

森のプログラムの導入検討時に課題と思われる要素は、「③新規プログラムを検討する人員

的・時間的余裕がない」が最も多く（約４割）、次いで「⑪実際にプログラムを体験・視察し

ないと理解が得にくい」、「移動・宿泊に経費が要するため理解が得にくい」が多く見られた

（約３割）（図表 2-3-12）。 

企業規模別では、中小企業は「➄自社に類似する企業等での導入事例がないと理解が得に

くい」が特に多い傾向（約４割）にあった。 

 

 

 

 

 

 

～100名 100～299名 300～999名 1,000名～ 合計

①自社の経営課題の解決に寄与するプログラムとなっていること 29% 60% 56% 56% 48%

②自社の組織/事業/従業員等の状況に応じて、プログラムをアレンジしてもらえること 38% 40% 56% 32% 38%

③一定数の企業の導入実績があること 8% 20% 22% 24% 18%

④プログラムの効果に関するエビデンスがあること 25% 27% 44% 56% 38%

⑤参加者の効果測定ツールがあること 29% 40% 67% 52% 44%

⑥健康づくりに向けたプログラムを一体で実施できること 25% 40% 33% 16% 26%

⑦SDGs・環境貢献に向けたプログラムを一体で実施できること 25% 40% 22% 32% 30%

⑧地域貢献に向けたプログラムを一体で実施できること（行政・地域と連携できる） 50% 47% 67% 40% 48%

⑨自社の事業所等からのアクセス性が良いこと 25% 47% 56% 60% 45%

⑩プログラム提供と一体となって宿泊・食事が手配できること 54% 33% 67% 32% 44%

⑪荒天・雨天時でもプログラムが実施できること（屋内施設があること） 17% 33% 56% 36% 32%

⑫オフサイトミーティングと組み合わせて実施する施設があること（会議室等） 21% 13% 44% 24% 23%

⑬テレワークと組み合わせて実施できる施設があること（コワーキングスペース等） 29% 20% 22% 28% 26%

⑭保養活動と組み合わせて実施できること（周辺に観光資源があること） 33% 13% 22% 4% 18%

⑮企業研修プログラムの体験や施設の視察機会があること 58% 47% 44% 44% 49%

⑯組織開発・人材開発に関する専門的な知見を有するスタッフがいること 33% 47% 78% 64% 52%

⑰自社の組織開発・人材開発や経営課題解決への対応と連動して実施できること 33% 40% 78% 56% 48%

⑱受入組織に研修プログラムを委託できること 8% 33% 33% 16% 19%

⑲屋外での活動に際して、安全管理が徹底されていること 46% 47% 44% 44% 45%

⑳その他 0% 0% 11% 0% 1%

《内容面》

《施設面》

《体制面・

その他》

項目
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図表 2-3-12 森のプログラムの導入検討時に課題と思われる要素（企業規模別） 
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18%

29%

0%

15%

12%

12%

18%

9%

12%

35%

9%

3%

18%

14%

55%

5%

36%

9%

9%

32%

9%

14%

18%

14%

0%

12%

24%

53%

0%

18%

6%

24%

35%

35%

18%

29%

18%

6%

15%

6%

39%

3%

21%

6%

18%

36%

36%

30%

39%

9%

0%

13%

14%

42%

2%

22%

8%

15%

29%

22%

19%

32%

11%

2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

① 既に当該目的の研修を導入している

② 新規プログラムを導入する経営状況にない

③ 新規プログラムを検討する人員的・時間的余裕がない

④ 既存の外部専門家（コンサルタント・研修機関等）の理解が得に

くい

⑤ 自社に類似する企業等での導入事例がないと理解が得にくい

⑥ 組織開発・人材開発に対する経営層の関心が低い

⑦ 移動に時間が要するため理解が得にくい

⑧ 移動・宿泊に経費が要するため理解が得にくい

⑨ 自然の特徴を活かした研修の意義が分からない・理解が得にくい

⑩ プログラムの提供組織の説明を受けないと理解が得にくい

⑪ 実際にプログラムを体験・視察しないと理解が得にくい

⑫ 自然環境の中では安全管理や雨天対応が求められて理解が得に

くい

⑬ その他

～100名

100～299名

300～999名

1,000名～

合計

～100名 100～299名 300～999名 1,000名～ 合計

① 既に当該目的の研修を導入している 9% 18% 12% 15% 13%

② 新規プログラムを導入する経営状況にない 18% 14% 24% 6% 14%

③ 新規プログラムを検討する人員的・時間的余裕がない 29% 55% 53% 39% 42%

④ 既存の外部専門家（コンサルタント・研修機関等）の理解が得にくい 0% 5% 0% 3% 2%

⑤ 自社に類似する企業等での導入事例がないと理解が得にくい 15% 36% 18% 21% 22%

⑥ 組織開発・人材開発に対する経営層の関心が低い 12% 9% 6% 6% 8%

⑦ 移動に時間が要するため理解が得にくい 12% 9% 24% 18% 15%

⑧ 移動・宿泊に経費が要するため理解が得にくい 18% 32% 35% 36% 29%

⑨ 自然の特徴を活かした研修の意義が分からない・理解が得にくい 9% 9% 35% 36% 22%

⑩ プログラムの提供組織の説明を受けないと理解が得にくい 12% 14% 18% 30% 19%

⑪ 実際にプログラムを体験・視察しないと理解が得にくい 35% 18% 29% 39% 32%

⑫ 自然環境の中では安全管理や雨天対応が求められて理解が得にくい 9% 14% 18% 9% 11%

3% 0% 6% 0% 2%

項目

⑬ その他
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【Ⅳ】健康経営・自然資本経営からの関心 

⑬ 健康経営・自然資本経営の観点から関心がある取組 

約８割が健康経営・自然資本経営の観点から関心がある取組に関心があり、特に

「⑦SDGs・環境教育としての自然資本の保全・活用」、「⑥地域課題解決への貢献としての自

然資本の保全・活用」、次いで「➄地球環境保全としての自然資本の保全・活用」、「③福利厚

生の宿泊・プログラム利用補助」が多い傾向となった（図表 2-3-13）。 

企業規模別では、大企業・中堅企業は「自然資本経営」に関わる施策に関心が高く、中小

企業・小規模企業は「健康経営」に関わる施策への関心が相対的に高い傾向にあった。 

 

図表 2-3-13 健康経営・自然資本経営の観点から関心がある取組（企業規模別） 
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32%
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41%

23%
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24%
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41%

41%

29%

29%
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21%

27%

24%

21%
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55%

15%

0%

26%

27%

33%

22%

34%

35%

36%

23%

0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

①メンタルヘルス対策としての森林セラピープログラム等の導入

②生活習慣病予防としての森林ウォーキングプログラム等の導入

③福利厚生としての森林保養地での宿泊・プログラム利用補助

④事業活動としての森林・里山等の自然資本の保全・活用

⑤地球環境保全としての森林・里山等の自然資本の保全・活用

⑥地域課題解決への貢献としての森林・里山等の自然資本の保全・

活用

⑦従業員のSDGs・環境教育としての森林・里山等の自然資本の保

全・活用

⑧現段階で関心のある取組はない

⑨その他

【
健

康
経

営
】

【
自

然
資

本
経

営
】

【
そ

の
他

】

～100名

100～299名

300～999名

1,000名～

合計

～100名 100～299名 300～999名 1,000名～ 合計

①メンタルヘルス対策としての森林セラピープログラム等の導入 32% 27% 24% 21% 26%

②生活習慣病予防としての森林ウォーキングプログラム等の導入 26% 41% 12% 27% 27%

③福利厚生としての森林保養地での宿泊・プログラム利用補助 41% 41% 24% 24% 33%

④事業活動としての森林・里山等の自然資本の保全・活用 18% 36% 12% 21% 22%

⑤地球環境保全としての森林・里山等の自然資本の保全・活用 24% 32% 41% 42% 34%

⑥地域課題解決への貢献としての森林・里山等の自然資本の保全・活用 21% 36% 41% 45% 35%

⑦従業員のSDGs・環境教育としての森林・里山等の自然資本の保全・活用 18% 41% 29% 55% 36%

⑧現段階で関心のある取組はない 26% 23% 29% 15% 23%

⑨その他 0% 0% 0% 0% 0%

【自然資本経

営】

【その他】

項目

【健康経営】
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（４）調査結果➁（三大都市圏・地方圏別） 

本項では「三大都市圏・地方圏別」の結果を記す。 

 

【Ⅰ】企業概要 

① 本社等所在地（都道府県） 

三大都市圏に本社等が所在する企業等が全体の約 2/3 と多く（71 件）、地方圏は約 1/3

（35 件）であった（図表 2-4-1）。 

 

② 業種 

「製造業」の本社は三大都市圏のみとなっており、「建設業」「宿泊業・飲食サービス業」

は地方圏が多い傾向にあった（図表 2-4-2）。 

 

図表 2-4-2 本社等所在地（三大都市圏・地方圏別）     

  

 

③ 従業員数 

図表 2-4-3 の通り、三大都市圏では大企業・中堅企業が多いが、地方圏は中小企業、小

規模企業が多い傾向となった。 

 

 

0% 10% 20% 30% 40%

北海道

宮城県

秋田県

茨城県

栃木県

群馬県

千葉県

東京都

神奈川県

新潟県

石川県

山梨県

長野県

静岡県

愛知県

京都府

大阪府

兵庫県

岡山県

広島県

山口県

徳島県

高知県

福岡県

長崎県

熊本県

宮崎県

三大都市圏

地方圏

図表 2-4-2 業種（三大都市圏・地方圏別） 

0% 10% 20% 30%

①農業、林業

④建設業

⑤製造業

⑦情報通信業

⑧運輸業、郵便業

⑨卸売業、小売業

⑩金融業、保険業

⑪不動産業、物品賃貸業

⑫学術研究、専門・技術サービス業

⑬宿泊業、飲食サービス業

⑮教育、学習支援業

⑰複合サービス事業

⑱サービス業（他に分類されないもの）

⑲公務（他に分類されるものを除く）

その他

三大都市圏

地方圏
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図表 2-4-3 本社等所在地（三大都市圏・地方圏別） 

 

 

④ 自然資本の活用状況 

三大都市圏の企業等は、「③SDGs・CSV 等の観点から自然環境教育・自然環境保全活

動」を取り組む割合が相対的に高く、地方圏の企業等は、「①事業活動として農林水産業」、

「②事業活動として農林水産物の加工・流通」、「④地域貢献の観点から自然環境教育・自然

環境保全活動」を取り組む割合が相対的に高い傾向となった（図表 2-4-4）。 

 

図表 2-4-4 自然資本の活用状況（三大都市圏・地方圏別） 

 

11%

11%

0%

6%

21%

17%

21%

11%

14%

11%

0%

11%

20%

11%

14%

6%

0% 10% 20% 30%

①～9名

②10～29名

③30～49名

④50～99名

⑤100～299名

⑥300名～999名

⑦1,000名～4,999名

⑧5,000名～

三大都市圏

地方圏

7%

11%

44%

27%

7%

11%

37%

4%

14%

17%

37%

34%

11%

11%

40%

3%

9%

13%

42%

29%

8%

11%

38%

4%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

①事業活動として農林水産業を取り組んでいる

②事業活動として農林水産物の加工・流通を取り扱っている

③SDGs・CSV等の観点から自然環境教育・自然環境保全活動を取…

④地域貢献の観点から自然環境教育・自然環境保全活動を取り組…

⑤農山村地域や自然を活かした健康づくりを取り組んでいる（以下の…

⑥農山村地域や自然を活かした教育研修を取り組んでいる（以下の…

⑦自然資本を活用した取組はない

⑧その他

三大都市圏

地方圏

合計
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【Ⅱ】人的資本経営の状況 

⑤ 人的資本経営の取組状況 

三大都市圏の企業は「人的資本経営の情報を開示」している企業の割合が地方圏の約２

割多く、「人的資本経営の実践」をしている企業等も約１割多い傾向となった。地方圏の企

業は、「人的資本経営」を検討している企業等及び検討していない企業等が、三大都市圏と

比べていずれも約１割多い傾向となった（図表 2-4-5）。 

 

図表 2-4-5 人的資本経営の取組状況（三大都市圏・地方圏別） 

 

 

 

 

 

三大都市圏 地方圏 合計

①事業活動として農林水産業を取り組んでいる 7% 14% 9%

②事業活動として農林水産物の加工・流通を取り扱っている 11% 17% 13%

③SDGs・CSV等の観点から自然環境教育・自然環境保全活動を取り組んでいる 44% 37% 42%

④地域貢献の観点から自然環境教育・自然環境保全活動を取り組んでいる 27% 34% 29%

⑤農山村地域や自然を活かした健康づくりを取り組んでいる（以下の「その他」欄に具体的な取組を記載して下さい） 7% 11% 8%

⑥農山村地域や自然を活かした教育研修を取り組んでいる（以下の「その他」欄に具体的な取組を記載して下さい） 11% 11% 11%

⑦自然資本を活用した取組はない 37% 40% 38%

4% 3% 4%

項目

⑧その他

【凡例】 80%以上 60～79% 40～59％ 20～30％

41%

41%

3%

20%

27%

0%

17%

34%

0%

29%

37%

0%

33%

39%

2%

23%

30%

0%

0% 20% 40% 60%

①人的資本経営の情報を開示している

②人的資本経営の実践を導入している

③「ISO30414」の認証を取得している

④人的資本経営（情報の開示・実践の導入）を検討している

⑤人的資本経営（情報の開示・実践の導入）は検討していない → 

問８以降にご回答下さい

⑥その他

三大都市圏

地方圏

合計

三大都市圏 地方圏 合計

①人的資本経営の情報を開示している 41% 17% 33%

②人的資本経営の実践を導入している 41% 34% 39%

③「ISO30414」の認証を取得している 3% 0% 2%

④人的資本経営（情報の開示・実践の導入）を検討している 20% 29% 23%

⑤人的資本経営（情報の開示・実践の導入）は検討していない → 問８以降にご回答下さい 27% 37% 30%

0% 0% 0%

項目

⑥その他
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⑥ 人的資本経営の取組（検討）目的 

三大都市圏の企業等は地方圏の企業等と比べて、「②投資家への説明責任」が約２割、

「③ESG/サステナビリティ関連の格付けの向上」、「⑤組織や事業の変革」、「⑥従業員の労

働生産性の向上」が約１割多い傾向となった（図表 2-4-6）。 

他方で、地方圏の企業等は三大都市圏の企業等と比べて、「⑦従業員のエンゲージメント

の向上」が若干多い傾向となった。 

 

図表 2-4-6 人的資本経営の取組（検討）目的（三大都市圏・地方圏別） 

 

 

⑦ 人的資本経営で取り組む施策の領域 

三大都市圏の企業等は地方圏の企業等と比べて、「⑥安全衛生・ウェルビーイング」が約

２割、「③ダイバーシティ」、「⑧採用・異動・離職」が約１割多い傾向となった。他方で、

地方圏の企業等は三大都市圏の企業等と比べて、「⑦リーダーシップ開発」が約１割多い傾

向となった（図表 2-4-7）。 

62%

44%

37%

23%

56%

69%

79%

63%

17%

0%

64%

23%

23%

18%

45%

59%

86%

55%

9%

0%

62%

38%

32%

22%

53%

66%

81%

61%

15%

0%

0% 20% 40% 60% 80%

①企業ブランドの向上が期待できるから

②投資家への説明責任を果たす必要があるから

③ESG/サステナビリティ関連の格付けの向上が期待できるから

④説明責任を通して経営層の意識を変えることができるから

⑤組織や事業の変革が期待できるから

⑥従業員の労働生産性が高まることが期待できるから

⑦従業員のエンゲージメントが高まると期待できるから

⑧有能な人材の確保が期待できるから

⑨株価へのポジティブな影響が期待できるから

⑩その他

三大都市圏

地方圏

合計

三大都市圏 地方圏 合計

①企業ブランドの向上が期待できるから 62% 64% 62%

②投資家への説明責任を果たす必要があるから 44% 23% 38%

③ESG/サステナビリティ関連の格付けの向上が期待できるから 37% 23% 32%

④説明責任を通して経営層の意識を変えることができるから 23% 18% 22%

⑤組織や事業の変革が期待できるから 56% 45% 53%

⑥従業員の労働生産性が高まることが期待できるから 69% 59% 66%

⑦従業員のエンゲージメントが高まると期待できるから 79% 86% 81%

⑧有能な人材の確保が期待できるから 63% 55% 61%

⑨株価へのポジティブな影響が期待できるから 17% 9% 15%

0% 0% 0%

項目

⑩その他
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図表 2-4-7 人的資本経営で取り組む施策の領域（三大都市圏・地方圏別） 

 

 

 

⑧ 人的資本経営に関連した研修等のテーマ 

全体的には、三大都市圏の企業等より地方圏の企業等の方が取り組んでいるテーマが多

い傾向となった。地方圏の企業等は三大都市圏の企業等と比べて、「④安全衛生・ウェルビ

ーイングの向上」が約２割、「⑦リーダーシップ開発」、「③組織風土・エンゲージメントの

向上」が約１割多い傾向となった（図表 2-4-8）。  

58%

33%

71%

56%

79%

67%

33%

52%

71%

27%

33%

0%

55%

27%

59%

68%

77%

50%

41%

41%

73%

18%

27%

0%

55%

30%

66%

58%

76%

61%

34%

47%

70%

24%

30%

0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①コンプライアンスと倫理（苦情・懲戒処分の件数、倫理研修修了者

数）

②コスト（採用・雇用・離職コスト・社内格差比率など）

③ダイバーシティ（年齢・性別等労働力の多様性・経営層の多様性な

ど）

④リーダーシップ（リーダーへの信頼、リーダーシップの育成など）

⑤組織風土（エンゲージメント、コミットメント、定着率など）

⑥安全衛生・ウェルビーイング（業務中の事故件数、研修参加従業員

比率など）

⑦生産性（従業員当たりのEBIT(利払い・税引き前利益)、人的資本

ROIなど）

⑧採用・異動・離職（採用までの期間、異動での充足率、離職率な

ど）

⑨スキルと能力（人材育成コスト・時間、従業員のスキルとレベルな

ど）

⑩後継者計画（後継者のカバー率、後継の準備率など）

⑪利用可能な労働力（従業員数、非正規労働力数、常勤換算人

数など）

⑫その他

三大都市圏

地方圏

合計

三大都市圏 地方圏 合計

①コンプライアンスと倫理（苦情・懲戒処分の件数、倫理研修修了者数） 58% 55% 55%

②コスト（採用・雇用・離職コスト・社内格差比率など） 33% 27% 30%

③ダイバーシティ（年齢・性別等労働力の多様性・経営層の多様性など） 71% 59% 66%

④リーダーシップ（リーダーへの信頼、リーダーシップの育成など） 56% 68% 58%

⑤組織風土（エンゲージメント、コミットメント、定着率など） 79% 77% 76%

⑥安全衛生・ウェルビーイング（業務中の事故件数、研修参加従業員比率など） 67% 50% 61%

⑦生産性（従業員当たりのEBIT(利払い・税引き前利益)、人的資本ROIなど） 33% 41% 34%

⑧採用・異動・離職（採用までの期間、異動での充足率、離職率など） 52% 41% 47%

⑨スキルと能力（人材育成コスト・時間、従業員のスキルとレベルなど） 71% 73% 70%

⑩後継者計画（後継者のカバー率、後継の準備率など） 27% 18% 24%

⑪利用可能な労働力（従業員数、非正規労働力数、常勤換算人数など） 33% 27% 30%

0% 0% 0%

項目

⑫その他
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図表 2-4-8 人的資本経営に関連した研修等のテーマ（三大都市圏・地方圏別） 

 

 

 

【Ⅲ】森のプログラム（森での企業研修・オフサイトミーティング）」への関心 

⑨ 関心のある森のプログラム 

三大都市圏の企業等と比べて地方圏の企業等の方が、全体的に関心は高い傾向となった

（図表 2-4-9）。地方圏の企業等は三大都市圏の企業等と比べて、「③ VUCA な性質の自然で

ストレッチゾーンに導くことで、自律性・リーダーシップを醸成」、「⑥ 想起性・学習定着

率の高い自然環境での共通体験による、行動変容・組織変革の促進」が約１割多い傾向とな

った。 

 

65%

41%

42%

37%

35%

55%

46%

38%

15%

0%

63%

37%

51%

51%

40%

57%

57%

43%

14%

0%

64%

40%

45%

42%

37%

56%

50%

40%

15%

0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

①コンプライアンスと倫理の理解・浸透

②ダイバーシティの理解・浸透

③組織風土・エンゲージメントの向上

④安全衛生・ウェルビーイングの向上

⑤生産性の向上

⑥スキルと能力の向上

⑦リーダーシップ開発

⑧人材の確保

⑨後継者の確保

⑩その他

三大都市圏

地方圏

合計

三大都市圏 地方圏 合計

①コンプライアンスと倫理の理解・浸透 65% 63% 64%

②ダイバーシティの理解・浸透 41% 37% 40%

③組織風土・エンゲージメントの向上 42% 51% 45%

④安全衛生・ウェルビーイングの向上 37% 51% 42%

⑤生産性の向上 35% 40% 37%

⑥スキルと能力の向上 55% 57% 56%

⑦リーダーシップ開発 46% 57% 50%

38% 43% 40%

⑨後継者の確保 15% 14% 15%

0% 0% 0%

⑧人材の確保

⑩その他

項目
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図表 2-4-9 関心のある森のプログラム（三大都市圏・地方圏別） 

 

 

 

⑩ 森のプログラムの導入対象として関心がある階層等 

三大都市圏の企業等と比べて地方圏の企業等の方が、全体的に関心は高い傾向となっ

た。地方圏の企業等は三大都市圏の企業等と比べて、「②中堅層向け」が約１割多い傾向と

なった（図表 2-4-10）。 

 

⑪ 森のプログラムの導入検討時に重視する要素 

三大都市圏の企業等は地方圏の企業等と比べて、「④プログラムの効果に関するエビデン

スがあること」を約１割多く重視する傾向にあった（図表 2-4-11）。 

 

45%

38%

21%

32%

32%

27%

31%

0%

40%

40%

31%

34%

37%

34%

34%

0%

43%

39%

25%

33%

34%

29%

32%

0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

① 職場・業務から離れた非日常の自然環境で、自由で本質な対話を

通して、フラットな関係性の構築

② 自然の五感体験により、ありのままの自分を出し合うことで、コミュニ

ケーションの活性化

③ VUCAな性質の自然でストレッチゾーンに導くことで、自律性・リーダー

シップを醸成

④ 総合的・多面的な自然に対峙することで視点・思考が転換し、創

造性の涵養・意識変革を促進

⑤ 自然や体験をメタファーにした内省・対話を通した、共創性の涵養・

チームビルディング

⑥ 想起性・学習定着率の高い自然環境での共通体験による、行動

変容・組織変革の促進

⑦ 特に関心のあるプログラムはない

⑧その他

【
導

入
】

【
展

開
】

【
ふ

り
か

え
り

】
【
そ

の
他

】

三大都市圏

地方圏

合計

項目 三大都市圏 地方圏 合計

① 職場・業務から離れた非日常の自然環境で、自由で本質な対話を通して、フ

ラットな関係性の構築
45% 40% 43%

② 自然の五感体験により、ありのままの自分を出し合うことで、コミュニケーションの

活性化
38% 40% 39%

③ VUCAな性質の自然でストレッチゾーンに導くことで、自律性・リーダーシップを醸成 21% 31% 25%

④ 総合的・多面的な自然に対峙することで視点・思考が転換し、創造性の涵養・

意識変革を促進
32% 34% 33%

⑤ 自然や体験をメタファーにした内省・対話を通した、共創性の涵養・チームビルディ

ング
32% 37% 34%

⑥ 想起性・学習定着率の高い自然環境での共通体験による、行動変容・組織変

革の促進
27% 34% 29%

⑦ 特に関心のあるプログラムはない 31% 34% 32%

⑧その他 0% 0% 0%

【導入】

【展開】

【ふりかえり】

【その他】
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図表 2-4-10 森のプログラムの導入対象として関心がある階層等（三大都市圏・地方圏別） 

 

 

 

他方で、地方圏の企業等は三大都市圏の企業等と比べて「⑨自社の事業所等からのアク

セス性が良いこと」、「⑲屋外での活動に際して、安全管理が徹底されていること」、「⑭保養

活動と組み合わせて実施できること（周辺に観光資源があること）」が約２割多く、「⑮企業

研修プログラムの体験や施設の視察機会があること」、「⑪荒天・雨天時でもプログラムが実

施できること（屋内施設があること）」が約１割多い傾向となった。 

 

⑫ 森のプログラムの導入検討時に課題と思われる要素 

三大都市圏の企業等は地方圏の企業等と比べて、「③ 新規プログラムを検討する人員

的・時間的余裕がない」が約２割、「⑨ 自然の特徴を活かした研修の意義が分からない・理

解が得にくい」、「⑦ 移動に時間が要するため理解が得にくい」が約１割多い傾向にあった

（図表 2-4-12）。 

他方で、地方圏の企業等は三大都市圏の企業等と比べて「⑤ 自社に類似する企業等での

導入事例がないと理解が得にくい」が約１割多い傾向となった。 

 

32%

30%

24%

25%

18%

32%

0%

34%

37%

23%

29%

20%

29%

0%

33%

32%

24%

26%

19%

31%

0%

0% 10% 20% 30% 40%

① 若手・中途採用者向け

② 中堅層向け

③ 部署別・プロジェクトチーム等向け

④ 経営層・幹部向け

⑤ どの階層等かは特定できないが、導入に関心はある

⑥ 現段階で導入に関心はない → 問12以降にご回答下さい

⑦その他

三大都市圏

地方圏

合計

三大都市圏 地方圏 合計

① 若手・中途採用者向け 32% 34% 33%

30% 37% 32%

③ 部署別・プロジェクトチーム等向け 24% 23% 24%

④ 経営層・幹部向け 25% 29% 26%

⑤ どの階層等かは特定できないが、導入に関心はある 18% 20% 19%

⑥ 現段階で導入に関心はない → 問12以降にご回答下さい 32% 29% 31%

0% 0% 0%

② 中堅層向け

⑦その他

項目
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図表 2-4-11 森のプログラムの導入検討時に重視する要素（三大都市圏・地方圏別） 
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52%
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19%

45%

1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

①自社の経営課題の解決に寄与するプログラムとなっていること

②自社の組織/事業/従業員等の状況に応じて、プログラムをアレンジし

てもらえること

③一定数の企業の導入実績があること

④プログラムの効果に関するエビデンスがあること

⑤参加者の効果測定ツールがあること

⑥健康づくりに向けたプログラムを一体で実施できること

⑦SDGs・環境貢献に向けたプログラムを一体で実施できること

⑧地域貢献に向けたプログラムを一体で実施できること（行政・地域と

連携できる）

⑨自社の事業所等からのアクセス性が良いこと

⑩プログラム提供と一体となって宿泊・食事が手配できること

⑪荒天・雨天時でもプログラムが実施できること（屋内施設があるこ

と）

⑫オフサイトミーティングと組み合わせて実施する施設があること（会議

室等）

⑬テレワークと組み合わせて実施できる施設があること（コワーキングス

ペース等）

⑭保養活動と組み合わせて実施できること（周辺に観光資源があるこ

と）

⑮企業研修プログラムの体験や施設の視察機会があること

⑯組織開発・人材開発に関する専門的な知見を有するスタッフがいる

こと

⑰自社の組織開発・人材開発や経営課題解決への対応と連動して

実施できること

⑱受入組織に研修プログラムを委託できること

⑲屋外での活動に際して、安全管理が徹底されていること

⑳その他

《
内

容
面

》
《
施

設
面

》
《
体

制
面

・
そ

の
他

》

三大都市圏

地方圏

合計
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図表 2-4-12 森のプログラムの導入検討時に課題と思われる要素（三大都市圏・地方圏別） 

 

三大都市圏 地方圏 合計

①自社の経営課題の解決に寄与するプログラムとなっていること 48% 48% 48%

②自社の組織/事業/従業員等の状況に応じて、プログラムをアレンジしてもらえること 38% 40% 38%

③一定数の企業の導入実績があること 17% 20% 18%

④プログラムの効果に関するエビデンスがあること 42% 32% 38%

⑤参加者の効果測定ツールがあること 42% 48% 44%

⑥健康づくりに向けたプログラムを一体で実施できること 27% 24% 26%

⑦SDGs・環境貢献に向けたプログラムを一体で実施できること 29% 32% 30%

⑧地域貢献に向けたプログラムを一体で実施できること（行政・地域と連携できる） 46% 52% 48%

⑨自社の事業所等からのアクセス性が良いこと 38% 60% 45%

⑩プログラム提供と一体となって宿泊・食事が手配できること 42% 48% 44%

⑪荒天・雨天時でもプログラムが実施できること（屋内施設があること） 29% 36% 32%

⑫オフサイトミーティングと組み合わせて実施する施設があること（会議室等） 25% 20% 23%

⑬テレワークと組み合わせて実施できる施設があること（コワーキングスペース等） 25% 28% 26%

⑭保養活動と組み合わせて実施できること（周辺に観光資源があること） 13% 28% 18%

⑮企業研修プログラムの体験や施設の視察機会があること 46% 56% 49%

⑯組織開発・人材開発に関する専門的な知見を有するスタッフがいること 54% 48% 52%

⑰自社の組織開発・人材開発や経営課題解決への対応と連動して実施できること 46% 52% 48%

⑱受入組織に研修プログラムを委託できること 19% 20% 19%

⑲屋外での活動に際して、安全管理が徹底されていること 40% 56% 45%

⑳その他 2% 0% 1%

項目

《内容面》

《施設面》

《体制面・

その他》

14%

17%

45%

1%

17%

8%

14%

32%

25%

21%

31%

10%

3%

11%

9%

34%

3%

31%

9%

17%

23%

14%

14%

34%

14%

0%

13%

14%

42%

2%

22%

8%

15%

29%

22%

19%

32%

11%

2%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

① 既に当該目的の研修を導入している

② 新規プログラムを導入する経営状況にない

③ 新規プログラムを検討する人員的・時間的余裕がない

④ 既存の外部専門家（コンサルタント・研修機関等）の理解が得…

⑤ 自社に類似する企業等での導入事例がないと理解が得にくい

⑥ 組織開発・人材開発に対する経営層の関心が低い

⑦ 移動に時間が要するため理解が得にくい

⑧ 移動・宿泊に経費が要するため理解が得にくい

⑨ 自然の特徴を活かした研修の意義が分からない・理解が得にくい

⑩ プログラムの提供組織の説明を受けないと理解が得にくい

⑪ 実際にプログラムを体験・視察しないと理解が得にくい

⑫ 自然環境の中では安全管理や雨天対応が求められて理解が得…

⑬その他

三大都市圏

地方圏

合計
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【Ⅳ】健康経営・自然資本経営からの関心 

⑬ 健康経営・自然資本経営の観点から関心がある取組 

全体的に三大都市圏の企業等より地方圏の企業等の方が、関心は高い傾向にあった（図

表 2-4-13）。 

地方圏の企業等は三大都市圏の企業等比べて、「①メンタルヘルス対策としての森林セラ

ピープログラム等の導入」、「⑦従業員の SDGs・環境教育としての森林・里山等の自然資本

の保全・活用」は約２割、「②生活習慣病予防としての森林ウォーキングプログラム等の導

入」は約１割多い傾向となった。 

 

図表 2-4-13 健康経営・自然資本経営の観点から関心がある取組（三大都市圏・地方圏別） 

 

三大都市圏 地方圏 合計

① 既に当該目的の研修を導入している 14% 11% 13%

② 新規プログラムを導入する経営状況にない 17% 9% 14%

③ 新規プログラムを検討する人員的・時間的余裕がない 45% 34% 42%

④ 既存の外部専門家（コンサルタント・研修機関等）の理解が得にくい 1% 3% 2%

⑤ 自社に類似する企業等での導入事例がないと理解が得にくい 17% 31% 22%

⑥ 組織開発・人材開発に対する経営層の関心が低い 8% 9% 8%

⑦ 移動に時間が要するため理解が得にくい 14% 17% 15%

⑧ 移動・宿泊に経費が要するため理解が得にくい 32% 23% 29%

⑨ 自然の特徴を活かした研修の意義が分からない・理解が得にくい 25% 14% 22%

⑩ プログラムの提供組織の説明を受けないと理解が得にくい 21% 14% 19%

⑪ 実際にプログラムを体験・視察しないと理解が得にくい 31% 34% 32%

⑫ 自然環境の中では安全管理や雨天対応が求められて理解が得にくい 10% 14% 11%

3% 0% 2%

項目

⑬その他

21%

24%

31%

20%

32%

35%

31%

21%

0%

37%

34%

37%

26%

37%

34%

46%

26%

0%

26%

27%

33%

22%

34%

35%

36%

23%

0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

①メンタルヘルス対策としての森林セラピープログラム等の導入

②生活習慣病予防としての森林ウォーキングプログラム等の導入

③福利厚生としての森林保養地での宿泊・プログラム利用補助

④事業活動としての森林・里山等の自然資本の保全・活用

⑤地球環境保全としての森林・里山等の自然資本の保全・活用

⑥地域課題解決への貢献としての森林・里山等の自然資本の保全・

活用

⑦従業員のSDGs・環境教育としての森林・里山等の自然資本の保

全・活用

⑧現段階で関心のある取組はない

⑨その他

【
健

康
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営
】

【
自

然
資

本
経

営
】

【
そ

の
他

】

三大都市圏
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（５）森の企業研修・オフサイトミーティングの導入の方向性 

以下に、企業アンケート調査の全体的な傾向や企業規模別、三大都市圏・地方圏別の比較を総

括する。これらの傾向を踏まえることで、企業等のニーズに沿った、人的資本経営・健康経営・

自然資本経営に資する森のプログラムの提案の可能性があることが推察される。 

 

（自然資本を活用した取組の傾向） 

 自然資本を活用した取組は、SDGs・CSV や地域貢献等の観点から「自然環境教育・自然環境

保全活動」を取り組む企業が多く、また大企業ほど取組を行っている傾向にあり、三大都市圏の

企業等は、SDGs・CSV 等の観点から「自然環境教育・自然環境保全活動」、地方圏の企業等

は、事業活動として「農林水産業」「農林水産物の加工・流通」、地域貢献の観点から「自然環境

教育・自然環境保全活動」を取り組む割合が相対的に高いという特色が見られた。他方で、農山

村地域や自然を活かした「教育研修」は、現状では約１割の実施に止まる傾向となった。 

 

（人的資本経営の目的と研修等のテーマ） 

 人的資本経営を「エンゲージメント向上」、「労働生産性の向上」、「企業ブランドの向上」、「有

能な人材の確保」等を目的に取り組んでおり、人的資本経営に関連した研修等のテーマは、「コ

ンプライアンスと倫理の理解・浸透」、「スキルと能力の向上」「リーダーシップ開発」が多い傾

向となった。 

三大都市圏の企業等は、相対的に「投資家への説明責任」「ESG/サステナビリティ関連の格付

けの向上」といった投資家等を配慮した取組、「組織や事業の変革」、「従業員の労働生産性の向

上」といった変革を目的とする割合が多く、研修等のテーマも多くの領域で取り組まれていた。

地方圏の企業等は、「従業員のエンゲージメントの向上」を目的に掲げる企業が多く、研修等の

テーマも「リーダーシップ開発」、「組織風土・エンゲージメントの向上」が多く、従業員を対象

にする取組が重視されていた。 

 

 

 

三大都市圏 地方圏 合計

①メンタルヘルス対策としての森林セラピープログラム等の導入 21% 37% 26%

②生活習慣病予防としての森林ウォーキングプログラム等の導入 24% 34% 27%

③福利厚生としての森林保養地での宿泊・プログラム利用補助 31% 37% 33%

④事業活動としての森林・里山等の自然資本の保全・活用 20% 26% 22%

⑤地球環境保全としての森林・里山等の自然資本の保全・活用 32% 37% 34%

⑥地域課題解決への貢献としての森林・里山等の自然資本の保全・活用 35% 34% 35%

⑦従業員のSDGs・環境教育としての森林・里山等の自然資本の保全・活用 31% 46% 36%

⑧現段階で関心のある取組はない 21% 26% 23%

⑨その他 0% 0% 0%

【自然資本

経営】

【その他】

項目

【健康経営】
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（「森の企業研修・オフサイトミーティング」への関心） 

 「森の企業研修・オフサイトミーティング」に関連したプログラムには、約７割の企業が関心

を有しており、研修テーマとしては、特に「フラットな関係性構築」、「コミュニケーション活性

化」への関心が相対的に多く、また中堅企業がいずれのテーマに高い関心が見られた。さらに

「リーダーシップ開発」は中堅企業とともに中小企業で関心が高い傾向にあった。導入対象とし

ては、「➀若手・中途採用者向け」「中堅層向け」が最も多い傾向にあり、「中堅層向け」は中堅

企業・小規模企業、「部署別・プロジェクトチーム等向け」は中堅企業、中小企業が相対的に多

い傾向となった。 

 そして、上記の「人的資本経営」の取組目的や研修等の関心テーマが影響して、地方圏の企業

等は三大都市圏の企業等と比べて、全体的にいかなるテーマの研修についても関心は高く、特に

「自律性・リーダーシップを醸成」、「行動変容・組織変革の促進」といったテーマ、対象として

は「中堅層向け」が相対的に関心を有している傾向にあった。 

 

（「森のプログラム」導入検討時に重視する要素） 

 「森のプログラム」導入検討時に重視する要素としては、「組織開発・人材開発に関する専門

的な知見を有するスタッフがいること」、「自社の経営課題の解決に寄与するプログラムとなって

いること」、「自社の組織開発・人材開発や経営課題解決への対応と連動して実施できること」と

いったプログラムの質に関わる要素や、「企業研修プログラムの体験や施設の視察機会があるこ

と」、「地域貢献に向けたプログラムを一体で実施できること（行政・地域と連携できる）」とい

った機会・体制に関わる要素が重視されており、全体的に大企業・中堅企業は多くの要素を求め

る傾向が強く見られた。 

 また、三大都市圏の企業等は相対的に「プログラムの効果に関するエビデンス」を重視し、地

方圏の企業等は「自社の事業所等からのアクセス性が良いこと」、「保養活動と組み合わせて実施

できること（周辺に観光資源があること）」といった立地面、「企業研修プログラムの体験や施設

の視察機会があること」という機会面、「屋外での活動に際して、安全管理が徹底されているこ

と」、「荒天・雨天時でもプログラムが実施できること（屋内施設があること）」という体制面を

重視する傾向となった。 

 

（「森のプログラム」導入検討時の課題） 

 「森のプログラム」導入検討時に課題と思われる要素としては、「新規プログラムを検討する人

員的・時間的余裕がない」が最も多く、三大都市圏の企業等はその傾向が強く見られた。次い

で、「実際にプログラムを体験・視察しないと理解が得にくい」といった機会面、特に三大都市

圏の企業で「移動・宿泊に経費が要するため理解が得にくい」という経費面の要素が、中小企業

は「自社に類似する企業等での導入事例がないと理解が得にくい」といった情報面が課題として

捉えられていた。 
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（健康経営・自然資本経営の観点からの取組への関心） 

 健康経営・自然資本経営の観点からの取組は８割の企業が関心を有しており、全体的に三大都

市圏の企業等より地方圏の企業等の方が関心を有しており傾向にあった。 

 具体的には、SDGs・環境教育や地域課題解決・地球環境保全への貢献としての「自然資本の

保全・活用」、福利厚生としての「宿泊・プログラム利用補助」が多い傾向となった。特に、大

企業・中堅企業は「自然資本経営」に関わる施策に関心が高く、中小企業・小規模企業は「健康

経営」に関わる施策への関心が相対的に高い傾向にあった。また、地方圏の企業等は、健康経営

としての「メンタルヘルス対策としての森林セラピープログラム等の導入」、「生活習慣病予防と

しての森林ウォーキングプログラム等の導入」、自然資本経営としての「従業員の SDGs・環境教

育としての森林・里山等の自然資本の保全・活用」が相対的に多い傾向となった。 
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《参考資料》企業アンケート調査 調査票 

 

 

令和７年度森林コンテンツ育成・普及対策事業 

自律型・共創型の組織・人づくりへの「森のプログラム」の活用に関するアンケート調査 

林 野 庁 
 

 

【Ⅰ】企業概要 

問１ 御社の本社等の所在地（都道府県）を教えてください。 

 
 

問２ 御社の業種を教えてください。（いずれか１つに〇印を付けてください） 

① 農業、林業 

② 漁業 

③ 鉱業、採石業、砂利採取業 

④ 建設業 

⑤ 製造業 

⑥ 電気・ガス・熱供給・水道業 

⑦ 情報通信業 

⑧ 運輸業、郵便業 

⑨ 卸売業、小売業 

⑩ 金融業、保険業 

⑪ 不動産業、物品賃貸業 

⑫ 学術研究、専門・技術サービス業 

⑬ 宿泊業、飲食サービス業 

⑭ 生活関連サービス業、娯楽業 

⑮ 教育、学習支援業 

⑯ 医療、福祉 

⑰ 複合サービス事業 

⑱ サービス業（他に分類されないもの） 

⑲ 公務（他に分類されるものを除く） 

⑳ 上記で分類不能の産業（具体的に記載して下さい） 

 
 

問３ 御社の従業員数を教えてください。（いずれか１つに〇印を付けてください） 

① ～9名 

② 10～29名 

③ 30～49名 

④ 50～99名 

⑤ 100～299名 

⑥ 300名～999名 

⑦ 1,000名～4,999名 

⑧ 5,000名～ 

問４ 御社による自然資本の活用状況について教えてください。（当てはまるもの全てに〇印を付けて下さい） 



48 

 

 

【Ⅱ】人的資本経営の状況 

問５ 御社の人的資本経営の取組状況について、当てはまるものを教えてください。（当てはまるもの全てに

〇印を付けて下さい） 

① 人的資本経営の情報を開示している 

② 人的資本経営の実践を導入している 

③ 「ISO30414」の認証を取得している 

④ 人的資本経営（情報の開示・実践の導入）を検討している 

⑤ 人的資本経営（情報の開示・実践の導入）は検討していない → 問８以降にご回答下さい 

⑥ その他（具体的に記載して下さい） 

 
 

問６ 現在、人的資本経営に取り組んでいる（検討している）目的について、教えてください。（当てはまる

もの全てに〇印を付けて下さい） 

① 企業ブランドの向上が期待できるから 

② 投資家への説明責任を果たす必要があるから 

③ ESG/サステナビリティ関連の格付けの向上が期待できるから 

④ 説明責任を通して経営層の意識を変えることができるから 

⑤ 組織や事業の変革が期待できるから 

⑥ 従業員の労働生産性が高まることが期待できるから 

⑦ 従業員のエンゲージメントが高まると期待できるから 

⑧ 有能な人材の確保が期待できるから 

⑨ 株価へのポジティブな影響が期待できるから 

⑩ その他（具体的に記載して下さい） 

 
 

問６ 現在、人的資本経営に取り組んでいる（検討している）目的について、教えてください。（当てはまる

もの全てに〇印を付けて下さい） 

① 企業ブランドの向上が期待できるから 

② 投資家への説明責任を果たす必要があるから 

③ ESG/サステナビリティ関連の格付けの向上が期待できるから 

④ 説明責任を通して経営層の意識を変えることができるから 

⑤ 組織や事業の変革が期待できるから 

⑥ 従業員の労働生産性が高まることが期待できるから 

⑦ 従業員のエンゲージメントが高まると期待できるから 

⑧ 有能な人材の確保が期待できるから 

⑨ 株価へのポジティブな影響が期待できるから 

⑩ その他（具体的に記載して下さい） 

 
 

問７ 御社の人的資本経営として、取り組んでいる施策の領域を教えてください。（当てはまるもの全てに〇

印を付けて下さい） 

※「ISO30414」の11領域で項目を設定しています。 

① コンプライアンスと倫理（苦情・懲戒処分の件数、倫理研修修了者数） 

② コスト（採用・雇用・離職コスト・社内格差比率など） 

③ ダイバーシティ（年齢・性別等労働力の多様性・経営層の多様性など） 

④ リーダーシップ（リーダーへの信頼、リーダーシップの育成など） 

⑤ 組織風土（エンゲージメント、コミットメント、定着率など） 

⑥ 安全衛⽣・ウェルビーイング（業務中の事故件数、研修参加従業員比率など） 

⑦ 生産性（従業員当たりのEBIT(利払い・税引き前利益)、人的資本ROIなど） 

⑧ 採用・異動・離職（採用までの期間、異動での充足率、離職率など） 

⑨ スキルと能力（人材育成コスト・時間、従業員のスキルとレベルなど） 

⑩ 後継者計画（後継者のカバー率、後継の準備率など） 

⑪ 利⽤可能な労働力（従業員数、非正規労働力数、常勤換算人数など） 

⑫ その他（具体的に記載して下さい） 

 
 

問８ 人的資本経営に関連した研修等において、扱っているテーマをお教え下さい。（当てはまるもの全てに

〇印を付けて下さい） 

※「ISO30414」の11領域を考慮して設定しています。 

① コンプライアンスと倫理の理解・浸透 

② ダイバーシティの理解・浸透 

③ 組織風土・エンゲージメントの向上 

④ 安全衛生・ウェルビーイングの向上 

⑤ 生産性の向上 

 

 

⑥ スキルと能力の向上 

⑦ リーダーシップ開発 

⑧ 人材の確保 

⑨ 後継者の確保 

⑩ その他（具体的に記載して下さい） 
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問６ 現在、人的資本経営に取り組んでいる（検討している）目的について、教えてください。（当てはまる

もの全てに〇印を付けて下さい） 

① 企業ブランドの向上が期待できるから 

② 投資家への説明責任を果たす必要があるから 

③ ESG/サステナビリティ関連の格付けの向上が期待できるから 

④ 説明責任を通して経営層の意識を変えることができるから 

⑤ 組織や事業の変革が期待できるから 

⑥ 従業員の労働生産性が高まることが期待できるから 

⑦ 従業員のエンゲージメントが高まると期待できるから 

⑧ 有能な人材の確保が期待できるから 

⑨ 株価へのポジティブな影響が期待できるから 

⑩ その他（具体的に記載して下さい） 

 
 

問７ 御社の人的資本経営として、取り組んでいる施策の領域を教えてください。（当てはまるもの全てに〇

印を付けて下さい） 

※「ISO30414」の11領域で項目を設定しています。 

① コンプライアンスと倫理（苦情・懲戒処分の件数、倫理研修修了者数） 

② コスト（採用・雇用・離職コスト・社内格差比率など） 

③ ダイバーシティ（年齢・性別等労働力の多様性・経営層の多様性など） 

④ リーダーシップ（リーダーへの信頼、リーダーシップの育成など） 

⑤ 組織風土（エンゲージメント、コミットメント、定着率など） 

⑥ 安全衛⽣・ウェルビーイング（業務中の事故件数、研修参加従業員比率など） 

⑦ 生産性（従業員当たりのEBIT(利払い・税引き前利益)、人的資本ROIなど） 

⑧ 採用・異動・離職（採用までの期間、異動での充足率、離職率など） 

⑨ スキルと能力（人材育成コスト・時間、従業員のスキルとレベルなど） 

⑩ 後継者計画（後継者のカバー率、後継の準備率など） 

⑪ 利⽤可能な労働力（従業員数、非正規労働力数、常勤換算人数など） 

⑫ その他（具体的に記載して下さい） 

 
 

問８ 人的資本経営に関連した研修等において、扱っているテーマをお教え下さい。（当てはまるもの全てに

〇印を付けて下さい） 

※「ISO30414」の11領域を考慮して設定しています。 

① コンプライアンスと倫理の理解・浸透 

② ダイバーシティの理解・浸透 

③ 組織風土・エンゲージメントの向上 

④ 安全衛生・ウェルビーイングの向上 

⑤ 生産性の向上 

 

 

⑥ スキルと能力の向上 

⑦ リーダーシップ開発 

⑧ 人材の確保 

⑨ 後継者の確保 

⑩ その他（具体的に記載して下さい） 

 

 

 

 

〇 動画「人的資本経営に役立つ 企業×森のプログラム」 

：エネルギー会社の部長・支店長合宿の事例を題材にした映像。 

：企業幹部や社員、現地講師のメッセージに加え、武蔵野大学 

ウェルビーイング学部長の前野 隆司教授・国際医療福祉大

学 医学部の落合 博子教授のメッセージも掲載 

［掲載アドレス］https://youtu.be/pGS49i_ZFww 

 

 

 

【Ⅲ】森のプログラム（森での企業研修・オフサイトミーティング）」への関心 

以下の動画も参考としてご覧いただき、ご回答ください。 

 

 

 

 

 

問９ 森のプログラム（森での企業研修・オフサイトミーティング）は、自然環境等の特徴を活かして、組

織・事業の変革を見据えて主に６つの効果を生み出すプログラムで構成されていました。（「別添１」

もご覧ください） 

そこで、御社の人的資本経営等の促進の観点から、関心のあるプログラムについて、お教えください。

（当てはまるもの全てに〇印を付けて下さい） 

【導入】 

① 職場・業務から離れた非日常の自然環境で、自由で本質な対話を通して、フラットな関係性の構築 

② 自然の五感体験により、ありのままの自分を出し合うことで、コミュニケーションの活性化 

【展開】 

③ VUCAな性質の自然でストレッチゾーンに導くことで、自律性・リーダーシップを醸成 

④ 総合的・多面的な自然に対峙することで視点・思考が転換し、創造性の涵養・意識変革を促進 

【ふりかえり】 

⑤ 自然や体験をメタファーにした内省・対話を通した、共創性の涵養・チームビルディング 

⑥ 想起性・学習定着率の高い自然環境での共通体験による、行動変容・組織変革の促進 

【その他】 

⑦ 特に関心のあるプログラムはない 

⑧ その他（具体的に記載して下さい） 
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問 11 森のプログラム（森での企業研修・オフサイトミーティング）のプログラムの導入を検討するにあた

り、重視する要素についてお教えください。（当てはまるもの全てに〇印を付けて下さい） 

① 自社の経営課題の解決に寄与するプログラムとなっていること 

② 自社の組織/事業/従業員等の状況に応じて、プログラムをアレンジしてもらえること 

③ 一定数の企業の導入実績があること 

④ プログラムの効果に関するエビデンスがあること 

⑤ 参加者の効果測定ツールがあること 

⑥ 健康づくりに向けたプログラムを一体で実施できること 

⑦ SDGs・環境貢献に向けたプログラムを一体で実施できること 

⑧ 地域貢献に向けたプログラムを一体で実施できること（行政・地域と連携できる） 

⑨ 自社の事業所等からのアクセス性が良いこと 

⑩ プログラム提供と一体となって宿泊・食事が手配できること 

⑪ 荒天・雨天時でもプログラムが実施できること（屋内施設があること） 

⑫ オフサイトミーティングと組み合わせて実施する施設があること（会議室等） 

⑬ テレワークと組み合わせて実施できる施設があること（コワーキングスペース等） 

⑭ 保養活動と組み合わせて実施できること（周辺に観光資源があること） 

⑮ 企業研修プログラムの体験や施設の視察機会があること 

⑯ 組織開発・人材開発に関する専門的な知見を有するスタッフがいること 

⑰ 自社の組織開発・人材開発や経営課題解決への対応と連動して実施できること 

⑱ 受入組織に研修プログラムを委託できること 

⑲ 屋外での活動に際して、安全管理が徹底されていること 

⑳ その他（具体的に記載して下さい） 

 

【内容面】 

 

 

 

 

 

 

【施設面】 

 

 

 

 

 

 

【体制面】 

 

 

 

 

【その他】 
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問 12 「森の企業研修」等のプログラム導入を検討するにあたり、課題となると思われる要素について、お

教えください。（当てはまるもの全てに〇印を付けて下さい） 

① 既に当該目的の研修を導入している 

② 新規プログラムを導入する経営状況にない 

③ 新規プログラムを検討する人員的・時間的余裕がない 

④ 既存の外部専門家（コンサルタント・研修機関等）の理解が得にくい 

⑤ 自社に類似する企業等での導入事例がないと理解が得にくい 

⑥ 組織開発・人材開発に対する経営層の関心が低い 

⑦ 移動に時間が要するため理解が得にくい 

⑧ 移動・宿泊に経費が要するため理解が得にくい 

⑨ 自然の特徴を活かした研修の意義が分からない・理解が得にくい 

⑩ プログラムの提供組織の説明を受けないと理解が得にくい 

⑪ 実際にプログラムを体験・視察しないと理解が得にくい 

⑫ 自然環境の中では安全管理や雨天対応が求められて理解が得にくい 

⑬ その他（具体的に記載して下さい） 

 
 

【Ⅳ】健康経営・自然資本経営からの関心 

問 13 健康経営に加えて SDGs 等の多様な社会課題解決に貢献する自然資本経営の観点から、御社で関心が

ある取組についてお教えください。（当てはまるもの全てに〇印を付けて下さい） 

【健康経営】 

① メンタルヘルス対策としての森林セラピープログラム等の導入 

② 生活習慣病予防としての森林ウォーキングプログラム等の導入 

③ 福利厚生としての森林保養地での宿泊・プログラム利用補助 

【自然資本経営】 

④ 事業活動としての森林・里山等の自然資本の保全・活用 

⑤ 地球環境保全としての森林・里山等の自然資本の保全・活用 

⑥ 地域課題解決への貢献としての森林・里山等の自然資本の保全・活用 

⑦ 従業員の SDGs・環境教育としての森林・里山等の自然資本の保全・活用 

【その他】 

⑧ 現段階で関心のある取組はない 

⑨ その他（具体的に記載して下さい） 

 
 

《回答者情報（任意）》 

企業名  所属・役職  

氏 名  E-mail（※）  
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第３章 優良事例の収集・分析 

本章では、森林サービス産業推進地域のうち企業の研修等の受入実績を有する地域を対象に実

施した調査の結果を整理する。 

まず、全 58 地域（令和 7 年７月時点）の中から 15 地域を抽出してオンラインヒアリングを行

い、取組内容や受入体制、課題等を把握した。さらに、特徴的な取組を有する 5 地域を詳細調査

対象として選定し、現地において、提供されている森のプログラムの視察および、事業創出の経

緯、体制整備、企業連携等に関するヒアリングを行い、企業受入の実践に資する情報を収集した。 

これらの結果を基に、今後企業の受入を推進しようとする地域の参考となるよう、調査対象地

域の特色、事業創出初期段階のプロセス、現在のプログラム提供体制、企業ニーズへの対応の工夫

等を整理・分析し、普及冊子を作成した。 

 

１．オンラインヒアリング調査 

（１）15 地域の選定・概要 

選定にあたり、林野庁の公開資料である「森林サービス産業推進地域紹介シート」の記載情報

及び令和 7 年 7 月に林野庁が実施した「企業研修受入状況調査」の結果を基に、企業の受入実績

を有する地域を抽出した。さらに、地理的な分布、公民連携の状況、提供プログラムの内容等の観

点から偏りが生じないよう配慮し、15 地域を選定した。 

 

上記の基準により、以下の 15 地域をオンラインヒアリングの対象として選定した。 

 

図表 3-1 15 地域の概要 

 

地方区分 組織体制 メインのプログラム内容

① 北海道・東北 公民連携 健康、コミュニケーション

② 関東 公民連携 健康、コミュニケーション、環境教育

③ 関東 民間主体 林業体験、SDGｓ

④ 関東 民間主体 コミュニケーション、人材開発・組織開発

⑤ 甲信越 民間主体 林業体験、コミュニケーション

⑥ 甲信越 公民連携 健康、ワ―ケーション

⑦ 甲信越 公民連携 健康、チームビルディング

⑧ 東海・北陸 民間主体 リーダーシップ、チームビルディング

⑨ 近畿 公民連携 森林整備作業、CSR

⑩ 近畿 公民連携 健康

⑪ 近畿 民間主体 健康、SDGｓ、人材育成等

⑫ 近畿 公民連携 健康

⑬ 中国・四国 民間主体 林業体験、チームビルディング

⑭ 中国・四国 公民連携 健康

⑮ 九州 公民連携 健康

和歌山県田辺市

兵庫県宍粟市

岡山県西粟倉村

広島県安芸太田町

大分県大分市

山梨県都留市

長野県小海町

長野県小海町

岐阜県白川村

滋賀県高島市

京都府南丹市

推進地域

山形県上山市

埼玉県北本市

東京都檜原村

群馬県長野原町
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(２) ヒアリング項目 

ヒアリングにおける、各地域の実施主体への主な質問項目は以下のとおりである。 

 

 【オンラインヒアリング質問項目】 

Ⅰ現在の企業向けプログラムの取組概要 

①コンセプト 

②連携企業数、企業受入状況 

③提供プログラム内容、プログラムの目的 

④実施効果 

⑤地域資源条件（地域資源、森の規模、土地使用権利の所在について等） 

 

Ⅱコーディネーター（受入窓口であり、地域と企業のつなぎ役）の情報 

①組織体制、官民連携状況 

②所属 

③役割、業務内容 

 （特に、企業連携における営業、企業ニーズとの調整、プログラム運営について等） 

④事務局体制（役割分担） 

⑤地域での連携体制（若者、女性、移住者、関係人口等多様な主体を含む） 

 

Ⅲ 現在抱えている課題 
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（３）ヒアリング概要 

※コーディネーターの情報については「３章 4. 優良事例のまとめ」にて記載する。 

【①山形県上山市】 

企業向けプログラムの概要 

上山市では、クアオルト先進地として森林環境を活用し、心身のリカバリーと行動変容を促す

企業向けプログラムを提供している。健康経営の実践を支援し、コミュニケーション促進やメン

タルヘルス対策、運動習慣の形成などを目的とする。 

 

主な提供プログラム内容 

クアオルト健康ウオーキング、森林浴、焚き火、森ヨガ、温泉やサウナ、メンタルヘルス講

座、環境保全研修等。企業の課題に応じて内容を組み合わせ柔軟に対応。 

 

企業が求めるポイント 

コミュニケーション促進や新入社員のメンタルヘルス対策など、健康経営の具体的実践につな

がるプログラムへのニーズが高い。 

 

事前の調整とフィードバックの収集方法・実施効果 

市の担当者と現地コーディネーターが WEB ミーティングや企業訪問を行い、情報交換した上

でプログラムを設計・実施している。クアオルト健康ウオーキングで脈拍を測ることで自身の運

動不足に気づいたり、焚き火を囲むことで普段関わりの少ない社員同士でも自然とコミュニケー

ションが深まったりするなどの効果が出ている。 

 

地域資源 

蔵王高原坊平の森林・高原環境、クアオルト健康ウオーキング認定コース、森林浴コース、サ

ウナ・温泉施設「高源ゆ」、ペンション、地元住民の関わりなど 

 

現在の課題 

交通費を含む費用負担を踏まえた企業との価格調整への対応、コーディネーターへの業務集中

の解消と後任育成。 
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【②埼玉県 北本市】 

企業向けプログラムの概要 

北本市では、都心からのアクセスの良さとフラットで歩きやすい森林セラピーロードを活か

し、誰もが参加しやすい森林セラピー型プログラムを提供している。心身のリフレッシュや仲間

づくりに加え、環境保全活動を通じた環境意識醸成を目的とする。 

 

主な提供プログラム内容 

森林セラピーを軸に、デイキャンプ（テント設営、トマトカレー作り等）、レクリエーション

（モルック等）、荒川流域の自然保護や里山の環境保全についての座学、整備作業体験などを組

み合わせて実施。 

 

企業が求めるポイント 

コミュニケーションとリフレッシュ（特に新人研修）、社員のエンゲージメント向上、環境ビ

ジョンの「自分ごと化」（特に中堅や環境部署の研修）へのニーズが高い。 

 

事前の調整とフィードバックの収集方法・実施効果 

メールやオンライン打合せにより企業の目的を共有し、必要に応じてプログラム担当者を交え

て内容を調整している。実施後は企業アンケート等を共有し改善に活用しており、参加者の関係

性や環境意識について前向きな変化が確認されている。 

 

地域資源 

北本自然観察公園（県立公園）、キャンプ場、市内の雑木林や里山環境、バリアフリー性の高

い森林セラピーロード、地元の食材など 

 

現在の課題 

補助金（森林環境譲与税）に依存しない持続的な運営体制の構築、セラピーガイドの育成、環

境価値や地域インパクト（地域の経済的・社会的効果）の可視化が課題となっている。 
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【③東京都 檜原村】 

企業向けプログラムの概要 

檜原村では、林業の現場に根差した実践的な森での学びと体験を通じて、企業活動やビジネス

への理解と応用につながるプログラムを提供している。リアルな林業現場での学びと体験を組み

合わせ、組織内の交流促進や理念浸透に資すると同時に、体験自体が森づくりに貢献し、街と森

を循環でつなぐことを目的とする。 

 

主な提供プログラム内容 

国際的な森林認証林を歩きながら森や林業についての講話、植林や間伐などの林業体験、 

スギ・ヒノキを活用したアロマオイル蒸留体験、木工ワークショップなど。 

 

企業が求めるポイント 

 森や林業の「リアルな現場」を知ること、ビジネスや事業理解に直結する学び、企業理念 

やサステナビリティ目標の浸透、社員間の交流促進、地域との交流へのニーズが高い。 

 

事前の調整とフィードバックの収集方法・実施効果 

オンラインの事前打合せにより企業の目的を把握した上で内容を設計し、実施後は企業アンケ

ートの共有等を通じて改善に活用している。リアルな現場からの学びと体験を通して国産材を使

う意義や自然環境への理解が深まり、参加者の意識変容や組織内の交流促進が確認されている。 

 

地域資源 

村の面積の 93%を占める森林、林業の現場でもある自社で所有管理する国際的な森林認証

林、自社林から伐り出した木材の加工・製品化を行う自社工房、プロの林業家との交流など 

 

現在の課題 

森やアウトドアでの研修市場や企業ニーズの把握と営業活動の強化、雨天時の対応や大 

型バス駐車場等の受入体制整備、植栽体験場所の確保が課題となっている。 
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 【④群馬県 長野原町】 

企業向けプログラムの概要 

長野原町では、細かなタイムテーブルをあえて用意せず、焚き火を中心とした能動的な滞在体

験を通じて、内省の深化や創造性・協働性の向上を促す企業向けプログラムを提供している。個

人と組織のビジョンを掘り下げる学びの場の創出を目的とする。 

 

主な提供プログラム内容 

焚き火や共同調理を中心とした滞在、内省の時間、 林業・薪製造・養蜂・建築等の事業見

学、「森と一緒に事業をする」事業モデルについての講話など 

 

企業が求めるポイント 

創造性（Creativity）の回復、協働力(Cocreation)の再構築、個人と組織の根本的な価値観の掘

り下げ(Cultivation)、地域や事業モデルへの理解促進へのニーズが高い。 

 

事前の調整とフィードバックの収集方法・実施効果 

目的のヒアリングを簡単に行うが、基本的には滞在体験を通じて参加者の能動的な内省や対話

を促している。高いリピート率から、提供価値への評価と組織変容への手応えが示されている。 

 

地域資源 

浅間山北麓の自然環境、自社で所有・管理する 240ha の広葉樹の森、地域資源を価値化する事

業モデルなど 

 

現在の課題 

繁忙期の受入制約、冬季利用の促進、二次交通の整備、周辺地域との連携が課題となってい

る。 
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 【⑤山梨県 都留市】 

企業向けプログラムの概要 

都留市では、林業を軸とした森づくりワークを通じて、参加者と森林の双方を「元気にする」

企業向けプログラムを提供している。実際の作業体験を通じたチームビルディングや環境理解の

深化を目的とする。 

 

 

主な提供プログラム内容 

森林整備体験、間伐・伐倒体験、原木市場見学、課題解決型ワークショップ等を組み合わせて

実施。 

 

企業が求めるポイント 

リアルな林業現場の体験、リフレッシュやリトリートの機会、チームビルディングや交流促

進、環境への関心や新たな知見の獲得へのニーズが高い。 

 

事前の調整とフィードバックの収集方法・実施効果 

メールや面談を通して事前に企業の目的を把握し、内容を設計。実施後はアンケート等により

評価を把握している。協働作業を通じた関係性の向上や、森林・林業への理解の深化が確認され

ている。 

 

地域資源 

森林環境譲与税を活用し整備を行った民有林、原木市場、林業現場、地元の食材など 

 

現在の課題 

継続利用の仕組みづくり、宿泊施設の不足、継続的な森林整備活動フィールドの確保、営業体

制の強化が課題となっている。 
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 【⑥長野県 小海町】 

企業向けプログラムの概要 

憩うまちこうみ事業では、都市部企業向けに働く人が自分自身や他者、地域への「気付き」を

得ることを大切にした独自のプログラム「Re・Design セラピー」を提供。Re・Design セラピ

ープログラムを通じて町との関係性を深め、町づくりを共に行う関係人口を増やすという目的も

掲げている。 

 

主な提供プログラム内容 

セラピーウォーク、ヨガ、焚き火、ヘルシーな食事を軸に、地域交流やワークショップ等を企

業に合わせて組み合わせて実施。 

 

企業が求めるポイント 

リフレッシュと社員間のコミュニケーション、メンタルヘルスケア（若手社員）、オフサイト

ミーティングによるアイデアソン（経営層）、新たな視点（相手・顧客の立場に立つ視点）の獲

得などへのニーズが高い。 

 

事前の調整とフィードバックの収集方法・実施効果 

事前打合せで目的を共有し、実施後はアンケート結果をセラピストと共有して改善に反映。セ

ラピーの満足度は高く、また、取組をきっかけに企業の地域事業への参画に発展しているケース

もある。 

 

地域資源 

松原湖やその周辺の森、町民のセラピスト、地元食材など 

 

現在の課題 

収益性の確保と担い手育成、宿泊施設の老朽化、町と民間の役割分担の整理、健康経営だけで

ない企業のニーズに対応した新しいプログラムの構築。 
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【⑦長野県 信濃町】 

企業向けプログラムの概要 

信濃町では、「森が人を癒す力」を活用して、企業の健康経営やエンゲージメント向上に寄与

することを目的に、森林セラピーを基盤としたオーダーメイド型の企業研修プログラムを提供し

ている。滞在を通して、自己・他者への「気づき」や日常をより良く生きていくためのヒントを

持ち帰っていただくことを目指している。 

 

主な提供プログラム内容 

森林セラピーを軸に、アートセラピー、アロマ講座、ものづくり体験（新入社員・若手向

け）、焚き火、ナイトハイクなどを組み合わせたプログラムを企業ごとに設計。企業向けプログ

ラムでは、必ず半日以上は森林セラピーを取り入れている。 

 

企業が求めるポイント 

若手の早期離職を防ぐ「辞めない会社づくり」、コミュニケーション（特に同期同士の絆）の

強化、エンゲージメントの向上、非日常の森での視点転換や自己理解の促進へのニーズが高い。 

 

事前の調整とフィードバックの収集方法・実施効果 

事前の対話を重ねて企業課題を把握し、プログラムを柔軟にカスタマイズしている。事後アン

ケートの依頼はしないが、企業独自のアンケート結果を共有してもらい改善に反映することもあ

る。継続利用企業では自己への気づきやリフレッシュ効果を実感したという声が聞かれている。

また、長年同じトレーナーが関わることで「親戚のおじさん・おばさん」のような斜めの関係が

でき、社内では言えないことを吐露できるような安心の場となっている。 

 

地域資源 

3 つの森林セラピーロード、野尻湖、野外教育施設、黒姫童話館、野尻湖ナウマンゾウ博物

館、癒しの宿（ペンション）、森林メディカルトレーナー、特産品など

 

現在の課題 

宿泊施設の減少による受入キャパシティ不足、物価上昇下での料金設定、森林セラピーの認知

度向上など、事業基盤の強化が課題となっている。 
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【⑧岐阜県 白川村】 

企業向けプログラムの概要 

世界遺産白川郷の文化と豊かな森林を基盤に、健康増進と組織力向上を主な目的とした体験型

プログラムを提供している。次世代育成の目的を中心としながら、施設の強み（温泉や睡眠の質

を重視した客室、食事など）を活かした健康・メンタルヘルス関連のプログラムにも力を入れて

いる。 

 

主な提供プログラム内容 

世界遺産の文化体験と森林プログラムを組み合わせ、企業の目的に応じて内容を調整。主な活

動は、トレッキング、屋外グループワーク、雪上オリエンテーリング、野良仕事体験（カヤ刈

り）、外来植物の除去などの社会貢献活動、クアオルト健康ウオーキング等。宿泊・食事を含め

たパッケージとして提供している。 

 

企業が求めるポイント 

研修成果が業績や組織運営に結びつくことへの関心が高く、コミュニケーション力向上、リー

ダーシップ発揮、合意形成力の強化へのニーズが中心である。 

 

事前の調整とフィードバックの収集方法・実施効果 

初回利用企業には必要に応じて直接訪問し目的を共有した上でプログラムを設計する。実施後

アンケートはとっておらず、企業担当者との会話からフィードバックを得ている。職場とは異な

る環境・人間関係の中で学ぶことで、「リーダーシップなどの理解度が深まった」という感想が

寄せられており、過去に参加した社員が企画側に回ってリピート利用につながる例も生まれてい

る。

 

地域資源 

世界遺産の集落景観、トヨタ自動車が所有する 170ha の森林、農山村の生活文化、国立公園、

自然学校の施設や食事など 

 

現在の課題 

企業への認知度向上、費用対効果を示しにくいテーマ（メンタルヘルスやサステナビリティ

等）の企業内での展開や合意形成、白川村および岐阜県全体の森林空間利用推進体制の整備・強

化が求められている。 
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【⑨滋賀県 高島市】 

企業向けプログラムの概要 

高島市は「琵琶湖の水源地」としての森の価値を活かし、企業の CSR/CSV 活動や福利厚生、

新入社員研修の場として、森林整備を中核とした体験型プログラムを提供している。企業の森活

動や企業版ふるさと納税制度の活用にも取組んでいる。 

 

主な提供プログラム内容 

植栽や遊歩道修繕などの森林整備作業を主軸とした CSR/CSV 活動としての森づくり、企業社

員と地元小中学生が協働する「どんぐりプロジェクト」による森林教育、クアオルト健康ウオー

キング、市の施策や取組の紹介、意見交換などを組み合わせて提供している。 

 

企業が求めるポイント 

CSR/CSV や温暖化対策への貢献、サステナビリティ推進の具体化、従業員のメンタルヘルス

向上へのニーズが中心であり、企業版ふるさと納税制度の活用にも関心が寄せられている。 

 

事前の調整とフィードバックの収集方法・実施効果 

市が最初の窓口となり企業の要望を聞きながら、受入施設（宿泊施設、観光施設、NPO 法人

等）との調整、実施後には関係者での振り返りを行っている。 

具体的な研修内容は企業側が主体となって企画することも多い。CSR/CSV 活動がきっかけで

地元小中学生による企業訪問や職場体験に発展するなど、企業と地域の子どもたちの継続的な交

流に寄与している。 

 

地域資源 

水源域の森林環境、市の森林公園、地元食材、地元の事業者など 

 

現在の課題 

企業と受入施設をつなぐコーディネーターの確保、森林整備活動の指導者の育成といった持続

的な体制の強化や、受入施設の老朽化、マダニやヤマビルへの対策といった受入環境の改善が課

題となっている。 
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【⑩京都府 南丹市】 

企業向けプログラムの概要 

南丹市は、養生（命を正しく養う）という考え方に基づき、森林資源と東洋医学を融合させた

独自のプログラムを提供している。スマートフォンアプリ「YOMOGI⁺（ヨモギプラス）」を用い

て参加者の体調を 3 タイプに診断し、各タイプに合ったアプローチを提供することで、社員の自

己理解や健康への意識向上に寄与することを主な目的としている。 

 

 

主な提供プログラム内容 

アプリの体調診断結果に応じた個別アプローチを提供。森でのヨガ、鍼灸・お灸、もぐさ作り

体験のほか、モルック（チームビルディング）、焚き火などの共同作業も用意されている。プロ

グラムの最初と最後には、必ず「ことはじめ」と「ことむすび」（明治国際医療大学教授による

体験意義の説明、振り返りの時間）を設け、実施効果を実感できるような設計となっている。 

 

企業が求めるポイント 

健康経営の具体的な実践方法と、その先にある生産性向上やチームビルディング効果への期待

が高い。人事部門は費用対効果を示すエビデンスを重視している。 

 

事前の調整とフィードバックの収集方法・実施効果 

健康経営の進め方に関する相談を起点に企業課題を把握する。企業側に事前にアプリで体調を

計測してもらいプログラムを組んでおくパターンと、現地に到着してから計測してその場でグル

ープ分けや調整を行うパターンがある。実施後のアンケートとあわせて、プログラム前後の体調

変化やアプリの数値データを確認することで効果を可視化している。血流改善やアプリの点数向

上などの客観的変化が確認され、参加者の健康意識と行動変容の促進につながっている。 

 

地域資源 

森林環境、鍼灸師、地元のジビエや京野菜、NPO 法人が管理する森林、明治国際医療大学な

ど 

 

現在の課題 

属人的運営からの脱却と運営システム構築、費用対効果の明示と、企業に対する営業力強化が

課題となっている。 
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【⑪兵庫県 宍粟市】 

企業向けプログラムの概要 

宍粟市は面積の約 9 割を森林が占める環境を活かし、「オンもオフも、宍粟の森で」をコンセ

プトに森林セラピーを軸としたプログラムを提供している。主に若手社員の研修やリフレッシュ

の場として利用されている。

 

主な提供プログラム内容 

森林セラピーを中心に、企業団体向けには 2 時間のショートコースを主に提供している。3 時

間の基本コースではセラピー前後のストレスチェックにより、腹式呼吸法・筋弛緩法・自律訓練

法の効果を測定する。オプションとしてセラピー弁当、観光資源（酒蔵通り）の案内、BBQ、棒

焼きパン作り、室内研修、木工体験などを組み合わせることができる。 

 

企業が求めるポイント 

対象が新入社員や 2～3 年目の若手社員であることが多いため、「自然環境でのリフレッシュ」

や「同期との体験の共有」が主な目的となっている。事業所での座学研修と組み合わせて、自然

学習や体験の場としての利用が求められている。 

 

事前の調整とフィードバックの収集方法・実施効果 

観光協会や市が、企業担当者の要望に応じてプログラム構成を調整し、QR アンケートや後日

メールで感想を収集している。森が身近でない方々に、森に触れ、セラピーを体験して頂くこと

を主軸に置いており、実際に体験へのポジティブなフィードバックも得ている。 

 

地域資源 

3 つの森林セラピーロード、トレッキング・カヌー等各種アウトドア体験、発酵食文化、酒蔵

文化など 

 

現在の課題 

森林セラピーおよび地域の認知度向上、二次交通の弱さへの対応、フィードバック回収体制の

改善、悪天候時の代替プログラム対応、ガイドの高齢化と質的向上のための資格更新制度等の仕

組みづくりが課題となっている。 
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【⑫和歌山県 白浜市】 

企業向けプログラムの概要 

世界遺産である 熊野古道 の歴史（過去・現在・未来のストーリー）と自己理解のテーマを重

ねたプログラム、SDGs 未来都市の理念と接続したプログラム等、企業ニーズに合わせた多様な

テーマを提供している。 

 

主な提供プログラム内容 

企業の課題解決に資するオーダーメイド型で、健康、人材育成（自己パーパス探求等）、

SDGs、林業 DX 推進（ドローン活用）、脱炭素、などのテーマを組み合わせて実施する。具体的

には、森林トレッキング、森林ヨガ、アロマ体験、ワーケーションなど、地元事業者と協力して

様々なコンテンツを提供している。 

 

企業が求めるポイント 

費用対効果を重視し、企業固有の課題解決に直結する設計が求められている。近年は「健康」

テーマに加え、人材確保・人材育成やクリエイティビティの向上への関心が高く、チームビルデ

ィングは主目的というより付随的要素として位置づけられる傾向がある。 

 

事前の調整とフィードバックの収集方法・実施効果 

個別ヒアリングを基にプログラムを設計している。事後のアンケート取得は十分ではなく、担

当者との会話でフィードバックを得ることもある。プロモーションを行わずとも口コミやリピー

ト利用が中心となっており、提供価値が継続利用として表れている。 

 

地域資源 

熊野古道の歴史文化、海と山の自然環境、SDGs 未来都市としての取組基盤など 

 

現在の課題 

口コミ・リピーター依存からの脱却、ワーケーション需要の減少への対応、地域コーディネー

ターの育成、効果測定の定量化およびフォローアップ調査（実施後 1 か月等）の仕組み化が課題

となっている。 

 

  



68 

【⑬岡山県 西粟倉村】 

企業向けプログラムの概要 

西粟倉村は、合併をせず林業を軸に自立の道を歩んできたチャレンジ精神や、木材のサプライ

チェーン、SDGs といった「西粟倉村ならではの文脈」に沿ったプログラムを構築している。企

業が森林に興味を持ったきっかけや研修の目的を丁寧にヒアリングし、それに合わせてオーダー

メイドでコンテンツを提供している。 

 

主な提供プログラム内容 

下草刈り、チェーンソーでの伐倒見学・体験、製材所見学、焚き火を通した、林業・サプライ

チェーン学習。林業現場でのロゲイ二ングを通した、チームビルディングと林業現場の疑似体

験。チェーンソーを使用したチャレンジ精神を養う林業体験などを実施。その他、地域課題や

AI・生物多様性を学習テーマに据える場合もある。 

 

企業が求めるポイント 

トップが掲げる環境理念と現場の理解・関心のギャップ解消、自社事業やサプライチェーンへ

の理解向上、新規事業立ち上げのための新たな刺激や視点の獲得、社員間のフラットなコミュニ

ケーション促進等がニーズとして挙げられている。 

 

事前の調整とフィードバックの収集方法・実施効果 

企業の声に合わせてコンテンツを設計し、研修前後にはアンケートを実施。「林業についての

知識」や「自社の SDGs の取組を説明できるか」といった項目を 5 段階で自己評価してもらい、

その点数の変化や感想を企業に共有し、効果の可視化を図っている。林業や SDGs 理解の向上、

社内コミュニケーション活性化が確認されており、参加社員からもポジティブなフィードバック

を得ている。 

 

地域資源 

林業の現場、製材・木材利用の現場、移住者との交流、ジビエ料理など 

 

現在の課題 

安定的な利用関係の構築、新規ターゲット層（森や林業に関わりのない分野や都市部企業）の

拡大、交通アクセスのハードルや宿泊キャパシティ不足、効果測定の難しさ、悪天候時の代替対

応が課題となっている。 
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【⑭広島県 安芸太田町】 

企業向けプログラムの概要 

安芸太田町ではメンタルヘルスと健康経営を中心テーマに、5 つの森林セラピーコースを活か

して企業の目的に応じたプログラムを提供している。 

 

主な提供プログラム内容 

森林セラピーと BBQ を基本プログラムとし、その他に森林セラピーヨガ、薪割、焚き火、庭

園やダム等の観光資源案内等から企業の要望に応じて内容を調整する。森林セラピーの前後には

問診や血圧測定などのセルフチェックを行い、効果を数値で実感できるようにしている。 

 

企業が求めるポイント 

メンタルヘルスケアへのニーズを中心に、社員間のコミュニケーション促進や日常から離れた

リフレッシュ機会の確保が求められている。 

 

事前の調整とフィードバックの収集方法・実施効果 

企業担当者への事前ヒアリングにより目的や要望を把握し、実施後は参加者アンケートに加え

て、率直な感想を担当者にヒアリングして改善に反映している。プログラムは、参加者のリフレ

ッシュ効果の実感や、社員同士の交流機会創出に寄与している。 

 

地域資源 

5 つの森林セラピーロード、キャンプ場、庭園などの文化資源、温井ダム、特産品（森林セラ

ピーのおやつとして提供）など 

 

現在の課題 

ガイドの現場対応力の強化（実働で活躍できるガイドの育成）、事務局職員への業務集中が主

な課題となっている。 
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【⑮大分県 大分市】 

企業向けプログラムの概要 

大分市では 10 か所のバリエーション豊かな森林セラピーロードを活用し、本格的なトレッキ

ングから緩やかな森歩きまで、参加者の体力や好みに合わせた森林セラピープログラムを提供し

ている。 

 

主な提供プログラム内容 

2～3 時間の森林セラピーを中心に、30～40 名規模での福利厚生での活用（社員・家族参加

可）として実施している。 

 

企業が求めるポイント 

社員間のコミュニケーション促進とリフレッシュ機会の確保。 

 

事前の調整とフィードバックの収集方法・実施効果 

市の森林セラピー担当班が企業窓口であり、当日の案内はガイドの会が行っている。実施後は

企業側が行うアンケート結果の情報提供を受け、改善に反映している。 

 

地域資源 

多様な森林セラピーロード、特産品 

 

現在の課題 

利用者層の偏り、多様なセラピーコースに対応できるガイドの確保など現場対応力の強化が主

な課題となっている。 
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２．現地視察調査 

(１）5 地域の選定・概要 

 現地調査の対象地域は、オンラインヒアリングを実施した 15 地域の結果を踏まえ、プログラ

ムの特性、企業受入の実績、組織体制、地域資源の活用状況等を総合的に勘案して 5 地域を選定

した。選定にあたっては、地域バランスおよび取組内容の多様性が確保されるよう配慮すると共

に、先進性や展開可能性の高い事例を優先した。 

 

上記の基準により、以下の 5 地域を現地調査の対象として選定した。 

① 山形県 上山市 

企業課題を踏まえた体系的なプログラム構成と高い企業受入実績を有する東北地方の先進事例

である。 

② 群馬県 長野原町 

 組織開発・人材開発に寄与するプログラムを展開し、企業リピート率が高い実績を有する。 

③ 京都府 南丹市 

養生・伝統文化・地域資源を組み合わせた独自の健康経営向けプログラムを展開している。 

④ 岡山県 西粟倉村 

企業課題と森林空間の活用を結び付け、民間主体の林業・山林管理を基盤に森林空間の価値創

出に取り組んでいる。 

⑤ 広島県 安芸太田町 

 産業医ネットワークの活用や大学連携によるエビデンス取得などの先進的取組を有する。 

 

(２) 調査項目 

5 地域における取組の詳細、事業創出の経緯、企業連携における要点について情報を収集する

ため、下記の調査項目を設定した。 

【現地調査内容】 

 ① 連携企業の課題とニーズを踏まえた提供プログラムの内容 

 ② 活用されている地域資源（森林、森林以外）の視察 

 ③  実施体制および官民連携状況 

 ④  事業創出のきっかけと、初期（構想/準備段階）に取り組んだこと 

 ⑤ プログラム受入れの流れ 

 ⑥  企業連携のきっかけと、継続利用のポイント 

 ⑦ 森林や施設の管理・整備・権利関係の整理 
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（３）調査概要 

5 地域への視察で得られた情報を、「地域の特徴」、「事業が始まった経緯」、「初期段階に取り

組んだこと」、「企業連携のきっかけ」、「企業ニーズと提供プログラム設計」、「プログラム受入れ

の流れ」、「実施体制・公民連携・継続利用のポイント」の 6 つの項目で整理する。 

 

 

【山形県上山市】 

実施主体：蔵王坊平観光協議会 / 上山市（市政戦略課） 

 

①地域の特徴 

蔵王高原坊平は、標高約 1,000m 超の冷涼な環境にあり、天然林を多く有する。国定公園特別

地域内に整備されたクアオルト健康ウオーキングコース（3 コース）や森林浴コース、温泉、宿

泊施設等が徒歩圏内に近接し、健康増進・回復を主軸とした滞在型プログラムの展開が可能であ

る。従来は観光とスポーツ合宿（夏季）を中心としてきたが、通年型の地域利用を目指して事業

展開が進められている。 

 

② 事業が始まった経緯 

季節依存型の観光・合宿需要の平準化と、地域資源を活かした新たな収益機会の創出が目的の

一つである。市が推進している「心と身体がうるおうまちづくり」をテーマとしたクアオルトの

考え方を蔵王高原坊平に導入する際に、森林空間の活用を企業向け研修・健康経営支援へ拡張し

た。地域住民や事業者の強み（自然ガイド・暮らしの工夫・雪山の知見等）を活かしつつ、外部

の支援や補助事業を活かしながら体制整備を重ね、現在のプログラム提供を行っている。 

 

③ 初期段階に取り組んだこと 

長野県信濃町や長野県小海町等の先進地視察を通じて、自地域の価値の再認識と、関係者間で

の方向性の共有を行った。ハード面では、既存遊歩道を活かした森林浴コースの整備、ガイド等

人材の確保、受入事業者（宿泊等）の参画促進を段階的に実施した。ソフト面では、地域資源や

地元住民の魅力を活かした体験コンテンツ、医療機関等と連携したヘルスプログラムを具体化し

ていった。 

 

④ 企業連携のきっかけ 

モニターツアーや企業交流会への参加、利用企業からの紹介、クアオルト関連の協定、健康経

営優良企業等へのアンケートを起点とした訪問・情報交換による関係の形成が主なきっかけとな

っている。官民が同行して企業訪問を行うことで、売込みではなく情報交換を軸とした関係構築

が可能となり、企業の抱える課題と提供可能なプログラムとのマッチングに繋がっている。 
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⑤ 企業ニーズと提供プログラム設計 

主なニーズはメンタルヘルス対策、コミュニケーション活性化（横の繋がり、縦の繋がり、地

域との繋がり）、運動習慣の形成、チームビルディング等である。これらを踏まえ、クアオルト

健康ウオーキング、森林浴、森ヨガ、焚き火、温泉・サウナ利用、体育館プログラム等を組み合

わせたカスタマイズ型構成とし、半日～宿泊型まで柔軟に設計している。高原環境で非日常の時

間を過ごすことによるリカバリー効果と、ヘルスプログラムを通じた自己への気づきや日常生活

への行動変容を促す点を重視している。 

 

⑥ プログラム受入れの流れ 

事前に Web 会議や訪問により企業ニーズを丁寧にヒアリングし、プログラム内容、見積対

応、ガイドや宿泊先の手配等を調整する。実施当日はガイド主導で各プログラムを運営し、コー

ディネーターは参加状況に応じて進行を最適化するため、企業担当者へ負担がかからない。 

 

⑦ 実施体制・公民連携・継続利用のポイント 

運営は観光協議会が主体となり、行政は森林利用の許認可取得や制度面の支援、対外的信頼性

の担保を担う。コーディネーターが企業対応から当日運営まで一貫して統括し、地域事業者・ガ

イドへの依頼も調整している。企業担当者の視点に立った丁寧なヒアリングによる、ニーズや研

修目的を的確に捉えたプログラム設計と対応が、リピート利用につながっていると考えられる。

また、参加者と地元住民との交流時間を重視することで、参加者の再訪に繋がり、関係人口の創

出にも寄与している。 
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【群馬県長野原町】 

実施主体：有限会社きたもっく 

 

① 地域の特徴 

長野原町は、酪農・高原野菜の産地であり、かつては薪炭の一大産地として栄えた歴史を持

つ。草津・軽井沢に近接し、開拓地として移住者を受け入れてきた柔軟な地域性を有する一方

で、別荘・コテージ文化のピークを過ぎ、現在は外部との継続的な関係づくりや木材の活用が地

域課題として挙げられている。 

 

② 事業が始まった経緯 

有限会社きたもっくは、広葉樹の森を基盤に「森の循環、山の循環」を重視した資源活用に取

り組んでいる。薪製造などの地域資源を自社で価値化する事業を展開してきた中で、「火を囲

み、協働し、対話する」ことの価値を再認識。現代社会において、「余白のある時間」から生ま

れる気づきや関係性を体感できる場づくりを目指し、企業向け合宿施設 TAKIVIVA（タキビバ）

の取組が始まった。 

 

③ 初期段階に取り組んだこと 

「目的を持った集団が活力を再生するための場づくり」という TAKIVIVA のビジョンを掲

げ、ファシリテーション中心の研修形式ではなく、焚火や共同作業を通じた能動的滞在を重視す

る場を目指した施設と滞在空間を設計した。共通ビジョンのもと、スタッフ間でも参加者の主体

性を尊重し、ホスピタリティを大切にした関わり方の意識を統一してサービス提供を開始した。 

 

④ 企業連携のきっかけ 

初期段階では、人事・組織系コミュニティの利用促進にフォーカスし、体験の機会を設けるこ

とにより、口コミ等での利用拡大につなげた。積極的な営業は行わないが、意図的にきっかけを

つくることで、現在も事業視察や紹介等を契機に利用が拡大している。 

 

⑤ 企業ニーズと提供プログラム設計 

企業が直面する主なニーズは３点に整理される。１点目は、個人・組織の創造性

（Creativity）を発揮すること。２点目は、リモートワークの定着等により希薄化した関係性を

再構築し、ビジョンを共有して協働する力（Cocreation）を高めること。３点目に、不透明な時

代において組織や個人の「見えない根」を育てるための内省と対話、すなわち個人と組織の志が

通ずる水脈を見いだすための深い思考と探究の機会（Cultivation）である。 

これらのニーズに対し、TAKIVIVA では、雄大な自然のもとで五感を開く時間や、焚き火と共

同調理を軸に参加者が協働することで関係性の深化を促す時間を提供している。また、本音で語

り合う対話の時間と、一人で静かに向き合う内省の時間の双方を重視し、半個室型の宿泊環境に
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より対話と内省が循環する仕組み（ReGo＝離合）を用意している。これにより、創造性の回

復、協働力の再構築、そして個人と組織の根を育てる気づきを支援している。 

 

⑥ プログラム受入れの流れ 

事前に利用目的をヒアリングし、詳細なスケジュールは作成せずに滞在の基本方針のみを設

定。現地では焚火・共同調理を中心に自由度の高い滞在を提供し、企業側から要望があった場合

にのみ、薪割りや火起こしなどのアクティビティを提案する。実施当日は参加者の主体性を尊重

しながら運営を行う。実施後にアンケート等は実施せず、現場スタッフが参加者とフラットな関

係を築く中で得た様子や生の声をフィードバックとし、それを次回へとつなげている。 

 

⑦ 実施体制・公民連携・継続利用のポイント 

(有)きたもっくが森林の所有・管理から体験提供までを一体的に担う体制により、資源循環の

実態を体感できる点が特徴である。行政とは包括連携協定等を通じて緩やかに連携しつつ、民間

主体で事業を展開している。事業見学等を通じて、企業が(有）きたもっくの「100 年単位で森

と一緒に事業をする（美しい広葉樹の森の価値化）」という理念や価値観に触れることも一つの

要素として、参加者の満足度向上やリピート率維持に寄与している。加えて、企業における人

材・組織開発で求められる「内省の時間」や「能動性の発揮」といった要素を深く提供している

ことも、継続利用を支える重要な要因と考えられる。  
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【京都府南丹市】 

実施主体：明治国際医療大学 伊藤和憲教授／NPO 法人美山里山舎 

／南丹市（商工観光課） 

 

① 地域の特徴 

市域は東京 23 区とほぼ同規模で、約 88％を森林が占め、林業が主要産業の一つである。一

方、従来の施業は効率性を重視した皆伐と再造林を中心に行われてきたが、森林の多面的機能を

持続的に発揮する観点から、施業手法の見直しの声が挙がっている。また、木材価格の低迷や担

い手不足なども、森林経営の持続性に関わる課題となっている。 

 

② 事業が始まった経緯 

皆伐中心の林業が主流で持続的な山林活用が十分に進んでいなかった中、地方創生交付金を契

機に「森林資源フル活用」を掲げた取組が始まった。高密度路網の整備による高付加価値材の生

産を基盤として森林活用を広げるとともに、森林空間利用のストーリー化を模索。その過程で明

治国際医療大学の伊藤和憲教授と連携し、東洋医学の知見を取り入れ、「養生」を核とした健康

経営支援プログラムの取組が始まった。 

 

③ 初期段階に取り組んだこと 

事業初期段階では、高密度路網と伝統建築の技術を活かしたフィールド整備を進め、まず地元

住民が活用できる場づくりに取り組んだ。地域に根ざした利用を起点とすることで、暮らしの知

恵や文化が自然に引き出され、それらを担い手本人を中心とした体験コンテンツとして発展させ

た。ガイドや鍼灸師など地域人材が主体となり、季節性や文化的意味づけを重視した体験設計を

確立し、地域内外の参加者に提供できる形へと展開していった。 

 

④ 企業連携のきっかけ 

京都府が南丹市のウェルネスプログラムを評価し、南丹広域振興局（亀岡市・南丹市・京丹波

町）と連携した府のウェルネス構想が立ち上がった。これを機に京都府や DMO による企業向け

PR が行われたことが、企業連携の一つのきっかけとなっている。加えて、企業社員の体験や口

コミ、営業活動による連携も見られる。 

 

⑤ 企業ニーズと提供プログラム設計 

企業ニーズとしては、健康経営の具体的な実践支援や、従業員が心身をリフレッシュしつつ関

係性を深める場の提供が主に挙げられる。これに応える形で、体調タイプ判定アプリ

「YOMOGI⁺」の結果に基づき、個々の状態に応じたプログラムを提供している。プログラム内

容は、森林ヨガ、鍼灸、焚火など多岐にわたり、体験の意義や効果を事前に説明する「ことはじ

め」と振り返りの「ことむすび」を重視して実施している。これにより、参加者は自らの体調や

状態への理解を深めながら、社員同士の共通体験によるコミュニケーション促進も期待される。  
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また、南丹市で美山里山舎が実践する伝統建築や持続可能な林業、暮らしに関する講話が、参

加者の視点や考え方の転換、意識向上にも寄与している。 

 

⑥ プログラム受入れの流れ 

企業規模や参加人数、希望内容をヒアリングし、必要に応じて事前に YOMOGI⁺アプリで体調

チェックを行い、その結果を踏まえてプログラム設計に反映する。伊藤教授、美山里山舎および

南丹市が連携し、季節や人数、参加者の体調や希望に応じたプログラムを企画・準備・運営す

る。実施後には再度アプリで体調を確認して数値の変化を測定すると共に、アンケートによる評

価や改善点を把握して次回のプログラム設計に反映している。 

 

⑦ 実施体制・公民連携・継続利用のポイント 

自治体が窓口機能を担い、フィールド運営とコンテンツ提供を民間が担う公民連携体制であ

る。継続利用のポイントとして、「ことはじめ」では体験するプログラムの意味を学び、養生へ

の納得感を高める時間を設け、「ことむすび」では体調変化を実感し、日常でのセルフケアへと

結び直す時間を確保している。これにより、参加者は体験の効果をしっかりと認識でき、アプリ

の数値等による実績提示と合わせて、企業の継続利用につながっていると考えられる。南丹市の

ウェルネスプログラムは、プラネタリーヘルス（人が地域の自然を利用することで、健康・地域

文化・環境のいずれも健全にするという考え方）を基盤に、より多くの人が健康のために森へ向

かう文化の醸成を目指すものである。ビジネスの視点を組み合わせた運営と参加者データの継続

的蓄積を進める先進的な取組であり、個人や団体との新たな連携にもつながっている。  
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【岡山県西粟倉村】 

実施主体：株式会社百森 

 

① 地域の特徴 

村面積のうち森林が約 93％、そのうち人工林が約 80％を占め、高い人工林率が特徴である。

1960～70 年代に造成されたスギ・ヒノキ林が広がり、現在は間伐や再造林などの森林施業が進

められている。平成の大合併期以降は自治体として「自立」を掲げ、林業を軸に地域内経済循環

や新規事業創出を進めてきた。移住者や地域おこし協力隊も多く活動している地域である。 

 

② 事業が始まった経緯 

西粟倉村は 2008 年以降、「百年の森林づくり構想」を掲げ、林業を軸に村内での製品化や雇用

創出、人口増加を目指してきた。2017 年には“村の事業を進める外部専門組織”として株式会社百

森を設立し、施業、所有者交渉、補助金業務などの山林管理を担っている。一方で、山林管理は

基盤事業であるものの収益性には限界があることから、山林空間の活用を構想していた。新たな

収益や関係人口の創出を通じて山林事業の価値を高め、木材生産だけにとどまらない地域の森づ

くりと経済活動の両立を図ることを目的として、地域おこし協力隊の採用を契機に、企業研修や

イベントなどの取組として具体化していった。 

 

③ 初期段階に取り組んだこと 

地域おこし協力隊を事業担当者として採用し、補助金等を活用しながら新規プログラムの創出

を開始した。ハード整備については、自社で管理する施業地をそのまま活用することを前提に、

アクセスの動線やトイレの位置といった受入環境を整理していった。 

 

④ 企業連携のきっかけ 

従来から木材取引のあった企業への社員研修としての利用展開や、村内で企業研修を運営する

事業者からの研修受託がきっかけとして挙げられる。また、フォーラムやイベントへの登壇、名

刺交換後のフォローアップといった営業活動や、自社で展開するチェーンソー学習ツアーの紹介

等を通して、情報発信を行っている。 

 

⑤ 企業ニーズと提供プログラム設計 

企業ニーズとして SDGs やサプライチェーンへの理解促進、自社事業への理解深化、コミュニ

ケーション能力の向上、チャレンジ精神の醸成等が挙げられる。森林の価値を理念的に語るので

はなく、下草刈りや植樹、チェーンソー体験、製材所見学などを通じて、木を伐り、出荷し、製

品化するまでの流れを体感し、一次産業の現実やサプライチェーンの実情を「現場で学べる」点

を強みとしている。 
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加えて、焚き火での対話や林業地でのチームアクティビティ等も組み込み、企業が達成したい

目標や社員に期待する変化に寄り添って内容を設計している。林業や SDGs を軸としつつ、西粟

倉ならではの地域資源やストーリー性を活かしたコンテンツを提供している。 

 

⑥ プログラム受入れの流れ 

企業がどのような背景や課題意識から森林研修に関心を持ったのかを丁寧にヒアリング し、

その内容に基づいてコンテンツを設計する。あわせて事前アンケートを実施し、林業 への理解

度や自社の SDGs 取組を説明できる自信度などを 5 段階で把握する。実施当日は コーディネー

ターが現場に同行し、全体進行を統括する。必要に応じて自社スタッフや移 住者等が参加し、

山林管理や生物多様性の考え方などを実践者の立場から共有する。実施 後は再度アンケートを

行い、理解度の変化や新たな学びを把握する。数値結果や自由記 述、プログラム中の質疑応答

の内容は企業へ共有する。担当部署とは継続的に連絡を取 り、改善要望を次回設計に反映して

いる。 

 

⑦ 実施体制・公民連携・継続利用のポイント 

村は構想を提示し、㈱百森が主体で事業を展開している。コーディネーターは、企業がどのよ

うな背景や課題意識から森林研修を検討したのかを丁寧にヒアリングし、何を達成したいのか、

何が得られるのかを言語化した上で、目的に沿ったコンテンツを設計している。林業のフィール

ドを基盤としながらも、参加者の特性や課題に応じて内容を柔軟に調整し、企業の課題認識に的

確に応える構成とすることが、満足度の向上につながっていると考えられる。 
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【広島県安芸太田町】 

実施主体：安芸太田町ヘルスツーリズム推進協議会 

事務局：一社）地域商社あきおおた  

 

① 地域の特徴 

安芸太田町は森林が約 88％を占め、国有林、県有林、民有林が混在する中山間地域である。

町内には複数の森林セラピーコースが整備され、森林セラピーロードの一部は、かつて木炭原料

の伐採地であった場所を再生した森林である。里山やキャンプ場、渓谷、庭園等の自然環境・観

光資源を組み合わせたプログラム展開が可能となっている。 

 

② 事業が始まった経緯 

従来、町の森林は林業または観光資源（三段峡等）としての利用が中心であったが、森林空間

を活用した新たな地域活性化策としてヘルスツーリズムの導入が検討された。健康と観光を結び

つけ、都市部住民の「健康づくり＆幸せづくり」と地域振興に寄与することを目的として推進体

制を構築。森林セラピーの科学的効果の検証や産業医との連携を通じて企業向けプログラムが展

開されるようになった。 

 

③ 初期段階に取り組んだこと 

事業開始にあたり、安芸太田町ヘルスツーリズム推進協議会設立準備委員会を組織し、基本構

想および将来ビジョンを策定した。町の産業観光や健康福祉部門、有識者等が参画し、森林を健

康資源として活用する方針を明確化した。また、森林セラピーロードの整備、人材育成（里山ガ

イド養成）、科学的エビデンスの取得など、体制整備を段階的に進めた。 

 

④ 企業連携のきっかけ 

産業医ネットワークや健康経営優良企業、全国健康保険協会、健康保険組合連合会など、健康

経営に繋がりそうな対象へのアプローチを通じ、メンタルヘルス対策の具体的施策として森林セ

ラピーの導入提案を行っている。 

 

⑤ 企業ニーズと提供プログラム設計 

企業の主なニーズはメンタルヘルス対策、社員同士のコミュニケーション促進、リフレッシュ

機会の提供、地域への理解促進である。これらを踏まえ、森林セラピーを軸に BBQ や薪割、地

域観光資源の見学、ヨガ等を組み合わせたプログラムをカスタマイズしている。事前のヒアリン

グにより企業の目的や対象者に応じた内容調整を行い、実際のプログラムでは森林セラピー前後

にヘルスチェックを行うなど、体験を通じて参加者が自身の心身の状態変化を実感できることを

大切にしている。 
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⑥ プログラム受入れの流れ 

事前にコーディネーターが企業担当者へのヒアリングを行い、プログラム構成、コース選定、

ガイドのマッチング、備品準備等の調整を行う。実施当日はガイドが中心となり森林セラピーや

関連プログラムを運営し、コーディネーターは参加者の様子を見守りながら全体を進行する。 

実施後は参加者アンケートおよび企業担当者への聞き取りによりフィードバックを収集し、ガイ

ドへの共有を行うなど、次回のプログラム改善につなげている。 

 

⑦ 実施体制・公民連携・継続利用のポイント 

事業は地域商社が運営主体となり、安芸太田町が「安芸太田町ヘルスツーリズム推進協議会」

と連携して方針策定や予算補助、森林整備などを支援する体制で実施されている。産業医との連

携等による科学的効果の提示、個々の企業ニーズに寄り添った丁寧なプログラム提案、継続的な

フォローアップが企業のリピート利用につながっていると考えられる。 
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３．普及冊子の作成 

（１）作成の目的   

本冊子は、森林空間を活用した既存サービスのブラッシュアップや、新たな事業創出に取り組

む地域を主な対象とし、企業の受入れ推進に向けた実務的な参考資料として作成した。具体的に

は、森林空間利用の基本的な考え方や企業連携の意義を整理するとともに、先行地域の取組プロ

セスやプログラム設計の工夫を可視化することで、各地域が自らの資源や強みを生かしたサービ

スを構築する際の指針を示すことを目的としている。 

 

 

(２) 内容概要 

本冊子の導入では、森業および森林空間利用の基本的な考え方を整理し、森林空間利用のメリ

ットについて地域担当者の声を紹介することで読み手の関心喚起を図った。あわせて、企業ニー

ズ調査の結果を踏まえ、企業連携の意義と導入メリットを示すとともに、本年度作成した普及動

画や企業活用事例集の QR コード情報を掲載した。 

冊子の中心となる優良事例紹介では、現地調査を実施した５地域について「地域の特徴」「実

施主体」「提供プログラム」といった事業の実態に加え、「森林空間利用の取組が始まった経緯」

「初期段階の動き」「企業連携のきっかけ」を整理した。さらに、現在のプログラム提供の流れ

および企業ニーズに応じた設計を示し、実際に企業が利用しているプログラムの内容を通じて、

企業連携の要点を整理した。 

冊子のまとめでは、優良事例の分析から導かれた「森のプログラムづくりの要点」と「企業と

つながるためのポイント」を提示した。他地域の模倣ではなく、各地域の資源や強みを生かした

サービス創出を促し、企業連携の更なる推進に資する内容を目指した。裏表紙には、相談窓口等

の情報を掲載している。 
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図表 3-2 普及冊子内容 
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４．優良事例のまとめ  

（１）コーディネーターの情報 

地域において森林空間の活用や企業連携を推進するためには、企業のニーズを的確に把握し、

地域資源や森のプログラムの提供者と結び付けるコーディネーターの存在が不可欠である。本項

では、オンラインヒアリングおよび現地調査により得られた 15 地域のコーディネーターに関す

る情報を横断的に整理・分析する。あわせて、各地域の状況に応じた体制構築の参考となるよ

う、若者・女性・移住者・関係人口を含む多様な主体の関与のあり方についても得られた情報を

示す。 

 

まず、地域におけるコーディネート体制は、運営主体と行政関与の度合いに基づき、次の 4 つ

に分類できる。①行政が窓口・調整・運営を担う「行政主体」、②民間と行政が役割分担して運

営する「公民連携」、③民間が中核を担い行政が補完的に関与する「民間主体（行政は補完的関

与）」、④民間が一体的に運営し行政は実施を全面的に民間に委ねている「民間主体（行政は限定

的連携）」。いずれの体制においても、コーディネーターは少人数であり、企業との連絡窓口やプ

ログラム調整、当日運営までを担当。実際のプログラム提供は地域人材のネットワークや自社人

材によって支えられている点が共通していた。 

  

 

 

図表 3-3 コーディネーターの体制 

 

 

 

 

 

大分類 詳細分類 体制の定義 該当地域

行政主体 行政主体
市町村が窓口・調整・運営を

主に担う
高島市、大分市

公民連携
民間組織＋行政

（公民連携）

民間組織と行政が役割分担し

協働で運営
上山市、南丹市

民間主体

（行政は補完的関与）

民間が中核運営。

外部窓口、財政管理、ハード整備

等で行政は補完的に関与

都留市、北本市、

小海町、信濃町、

宍粟市、安芸太田町

民間主体

（行政は限定的連携）

民間が窓口・企画調整・運営・

営業を一体的に担い、行政は事業

実施を全面的に民間に委ねている

檜原村、長野原町、

白川村、田辺市、西粟倉村

民間主体
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図表 3-4 コーディネーターの情報 

 

 

下記に、４つに分類した各体制についての特徴を整理する。 

 

① 行政主体 

市町村の担当部署が自ら窓口となり、企業との調整や事業推進を直接担う体制である。市の予

算や制度を活用し、行政の直接関与による高い信頼性を背景に、企業版ふるさと納税や CSV 活

動と結びつけやすい点が強みと言える。一方で、専門コーディネーターの不在により、柔軟なプ

ログラム開発や顧客ニーズの細やかな把握が難しく、市全体としての営業・コーディネート機能

が育ちにくいという課題がある。 

 

② 公民連携 

行政が初期窓口や制度的なバックアップを担い、民間組織がプログラム構築や現場運営を協働

で行う体制である。行政の信頼性が企業へのアプローチにおけるハードルを下げ、民間は質の高

い独自プログラムの提供を推進できるという相乗効果が期待される。一方で、行政職員と民間コ

ーディネーターの連携は、担当者同士が構築してきた信頼関係や人的ネットワークに依存する傾

向がある。そのため、人事異動等による連携の質や機能の低下、後任への引き継ぎや体制の再構

築が難航するリスクを抱えている。 

 

③ 民間主体（行政は補完的関与） 

民間組織が顧客対応から現場運営までを主体的に担い、行政は外部窓口や補助金の拠出、基盤

整備など後方支援を行う体制である。民間主導による柔軟なプログラムのカスタマイズと、行政

による資金・インフラ支援を両立できる点が強みである。一方で、補助金が主要な財源となる構

造の下では、自立的な収益化の確保を課題としている地域が多く、営業やコンテンツ開発に十分

なリソースを割けない状況が見られる。 

 

 

 

コーディネーター情報 共通傾向

人数 1名（3地域）、2名（6地域）、3名（4地域）、4名（2地域）

役割 窓口＋プログラム調整＋当日運営の統合型

兼務
ほぼ全地域でコーディネーター業務と他業務を兼務（小海町のみ、

地域おこし協力隊が事務局業務を専任）

プログラム実施体制
地域人材ネットワーク、自社人材、（一部地域では、コーディネーター

もプログラム提供の一部を担当）



90 

④ 民間主体（行政との連携は限定的） 

民間企業が自らの事業として窓口、企画、運営、営業を一体的に担い、行政の関与が限定的な

体制である。自社の事業現場をそのまま研修コンテンツとして提供でき、行政の枠組みに制約さ

れず、柔軟かつ高度なニーズに対応できる点が強みである。一方で、公的な広報支援や制度的後

ろ盾が乏しいため、市場調査や新規開拓は自社の人員・資金に依存せざるを得ない。その結果、

自社事業との関連性が低い企業への訴求が難しく、地域全体を巻き込んだ展開に発展しにくい傾

向がある。 

 

 

また、以上の４つの体制に共通して、現場の運営を支えているのは多様な地域人材のネットワ

ークである。 

移住者割合は、5 割以上が４地域、3 割前後が 3 地域、割合が低いまたは無しが８地域であ

り、民間主体や地域資源活用事業が促進されている地域で移住者が多く、行政主体や都市近郊の

地域では移住者の関与が少ない傾向にある。また、コーディネーターおよびプログラム提供人材

の女性割合は概ね半数程度で、男女がほぼ同程度の比率で関与していた。地域人材の年齢層に関

しては、50 代以上が中心となる地域が 5 地域、40～50 代中心が 4 地域と、中高年層が基盤を担

う一方、30～40 代が主力の地域が 2 地域、20 代の参入が見られる地域が 3 地域ある。 

こうした地域人材との連携を実質的に機能させているのがコーディネーターである。企業ニー

ズを丁寧に把握し、地域資源と結びつけて具体的なプログラムへと構築する力、関係者を束ね体

験の質を担保する調整力と現場運営におけるホスピタリティが、森林空間利用を質の高いサービ

スとして成立させている。本調査からも、コーディネーターは多様な地域関係者の特性や強みを

把握し、適切に役割を配置している実態が確認された。 

一方で、コーディネーターへの負担集中や属人的運営は多くの地域に共通する課題である。コ

ーディネーターは単なる仲介者ではなく、企業と地域を結ぶ中核的存在であり、その役割と必要

な能力を整理し、持続的に機能する体制として位置づけていくことが求められる。加えて、企

画・営業・調整・運営といった多様な機能を少人数に依存するのではなく、複数人または複数主

体が役割を分担し、相互に補完し合う体制の構築が重要である。 
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（２）優良事例から明らかとなった森のプログラムづくりの考え方 

森林空間を活用した企業向けの森のプログラム提供において出発点となるのは、企業ニーズを

把握することである。本調査の結果、今回の調査対象における利用企業のニーズは、①人と組織

の繋がりの形成（コミュニケーション・チームビルディング）、②心身の回復と健康の維持（リ

フレッシュ・メンタルヘルス）、③人材育成・組織力の向上、④企業理念・環境意識の浸透の４

つに整理された。 

これらのニーズに対し各地域では、少人数制やファシリテーションによる対話の促進、伐倒体

験等を通じた協働・挑戦の経験、森林セラピーや滞在型プログラムによる心身の回復、林業や地

域活動の現場体験を通じた環境理解の促進など、体験を通じた学びと気づきを重視した設計が共

通して見られた。森林という環境は役職や立場を越えた関係性を生みやすく、参加者の主体性や

内省を引き出す「場の力」として機能している。 

また、企業連携が進んでいる地域に共通していたのは、完成されたプログラムを提供するので

はなく、企業の課題と地域資源の双方を行き来しながら、内容を共に構築していく姿勢である。

その実践を支えている要素として、第一に丁寧なヒアリングを通じた企業担当者への理解と伴

走、第二に地域の自然・人材・文化・営みを再整理し組み合わせることによる独自プログラムの

創出、第三に企業の目的に応じた柔軟な滞在プランのカスタマイズが共通していた。 

さらに、継続的な利用につながっている地域では、体験内容だけでなく「場の設計」が重視さ

れていた。参加者が主体的に関わる時間、地域との自然な交流を生む時間、内省の時間等を組み

込むことにより、体験の質が高められていた。また、プログラムの目的、期待される効果、得ら

れる変化を事前に言語化して提示することが、企業側の理解促進や社内説明、継続利用に寄与し

ている。 

森林空間を活用した企業向けサービスは、森林や地域資源そのものに加え、企業理解、地域資

源の再編集、場の設計、そして対話を基盤とした関係構築の積み重ねによって成立している。企

業が求める「どのような時間を過ごしたいか」と、地域が提供できる「どのような時間を創出で

きるか」をすり合わせていくプロセスこそが、企業連携を支えている。 
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第４章 セミナー及びフォーラムの開催  

１．セミナーの開催  

（１）開催目的  

首都圏以外の都市部を拠点とする企業にも森のプログラムの活用の意義や事例を広く情報発

信することを目的に、関西地域にてセミナーを開催した。併せて、森のプログラムを体験した

ことのない企業を対象に、実際にどのようなコンテンツがあるのか、体験を通してより具体的

なイメージをつかんでもらうことを目的に、日帰り体験会も開催した。 

 

（２）開催概要  

  開催概要は以下の通り。 

               図表 4-1 開催概要 

タイトル Well-being や人的資本経営に役立つ！ 

森のプログラム活用セミナー＆日帰り体験会 

日時 セミナー：令和 7 年 11 月 27 日（木）13：30～16：30 

体験会 ：令和 7 年 11 月 28 日（金） 8：00～18：00 

場所 セミナー：fabbit GG 大阪本町イベントスペース 

（大阪府大阪市西区西本町 1-4-1 オリックス本町ビル 4 階） 

体験会 ：兵庫県立国見の森公園（兵庫県宍粟市） 

参加費 セミナー：無料 

体験会 ：1,500 円（セラピー弁当代） 

定員 セミナー：100 名程度（リアル・オンライン併せて） 

体験会 ：20 名程度 

プログラム ＜セミナー＞ 

・企業による森のプログラム活用の意義 

岸 功規 （林野庁 森林整備部森林利用課 山村振興・緑化推進室長） 

・事例紹介 

①地域 

西川 晋也 氏（宍粟市 市長公室次長兼秘書政策課課長） 

②企業 

西川 正章 氏（株式会社八光殿 代表取締役社長） 

・トークセッション「企業ニーズに応える森のプログラムのこれから」 

 西川 晋也氏、西川 正章氏、岸 功規 

 モデレーター 浅原 武志氏 
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（株式会社さとゆめ 取締役 長野支社長、宍粟市営業部長） 

・関西近郊の森林サービス産業推進地域紹介（5 地域） 

（滋賀県高島市、滋賀県栗東市、京都府南丹市、岡山県西粟倉村、岐阜県） 

・ミニ交流会（リアル会場限定） 

 

＜日帰り体験会＞ 

・新大阪駅集合（マイクロバスで移動） 

・兵庫県立国見の森公園  

オリエンテーション、宍粟市の取組紹介、ストレスチェック 

・昼食（セラピー弁当） 

・森林セラピー体験（班に分かれて体験） 

・もみじ山（最上山公園）、酒蔵通りご案内 

・新大阪駅解散 

 

図表 4-2 「Well-being や人的資本経営に役立つ！森のプログラム活用セミナー＆日帰り体験

会」バナー、チラシ 
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（３）開催内容と開催にあたっての工夫  

セミナーは初めての関西地域での開催であることから、関西各所からアクセスの良い大阪府大

阪市の「fabbit GG 大阪本町イベントスペース」を選定した。また、オンライン配信すること

で、より多くの地域でも聞いていただけるよう、全国に対し広く広報した。なお、配布資料は限

定のウェブサイト上にアップロードし、参加者が事前にダウンロードできるようにした。 

事例紹介は、関西地域にある森林サービス産業推進地域の事例として、関西都市圏からのアク

セスの良さや企業の受入実績などを考慮し、兵庫県宍粟市を取り上げた。地域側は、宍粟市で企

業研修等の窓口や仕組みを構築してこられた市長公室次長兼秘書政策課課長 西川 晋也氏より

お話いただき、企業研修で利用している事例は、株式会社八光殿の代表取締役社長 西川 正章

氏より、宍粟市で研修を行うに至った背景など含めお話いただいた。その後のトークセッション

では、「企業ニーズに応える森のプログラムのこれから」と題し、事例紹介をいただいた西川 晋

也氏、西川 正章氏に加え、林野庁森林整備部森林利用課山村振興・緑化推進室長 岸 功規、モ

デレーターは、株式会社さとゆめ取締役、長野支社長、宍粟市営業部長でもある浅原 武志氏に

より活発な議論がなされた。各事例発表の内容をより深堀し、経営者としての導入の判断に至っ

た理由などについてもお話があった。また研修での関わりから、企業が地域の応援団になる、よ

り濃密な関係人口になっていくというお話もあった。最後に、森のプログラムを企業や地域に活

用してもらうために必要なことは、五感を取り戻していくために森のプログラムが有効だという

こと、企業としては社員を預ける安心感がほしいため、営業力も大きなポイントだという話題も

あがった。気軽に関われるようなプログラムを提供するとともに、心のリフレッシュができるこ

とが大事な点だとのまとめがあった。 

セミナーの最後には、関西近郊の森林サービス産業推進地域として、滋賀県栗東市、滋賀県高

島市、京都府南丹市、岡山県西粟倉村、岐阜県から、各地域で行われているプログラムの紹介を

行った。その後リアル会場限定でミニ交流会を行い、参加者と各地域の担当者が話す機会を設け

た。 

 日帰り体験会は、セミナーの翌日に実施した。森のプログラムを実際に体験し、より具体的な

イメージをつかんでもらうため、セミナーでも事例として取り上げた兵庫県宍粟市で開催した。

新大阪駅からマイクロバスを貸切り、会場となる兵庫県立国見の森公園へ往復の送迎も含む行程

としたことで、参加しやすい条件を整えた。また、参加者の安全確保の観点から、参加者の国内

旅行傷害保険への加入だけでなく、受け入れていただいた（公財）しそう森林王国観光協会の協

力を得て、事前に服装や持ち物についての資料「安全に森林に入るための準備」を送付した。 

兵庫県立国見の森公園では、企業研修の際提供している、森林セラピーのプログラムを 1 班６

～７名に分かれて体験した。事前にストレスチェックを行い、ガイドより説明を受けることで、

より自分の状態に気づく機会となった。セラピー弁当を食べた後、3 時間ほどかけてコースを歩

き、各ポイントで五感を開くプログラムなどを行った。終了後は、各人でセルフチェックを行

い、プログラムの効果を体感してもらえるよう工夫した。その後、宍粟市の観光名所である、も

みじ山（最上山公園）や酒蔵通りにも立ち寄り、地域の魅力を知ってもらう機会を設けた。 
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（４）開催結果（参加者、アンケート）  

ア 参加者 

セミナー 会    場：26 名 

（内訳）企業：15 名 

    団体：7 名 

    自治体：3 名 

    個人：1 名 

オンライン ：64 名 

（内訳）企業：25 名 

    団体：21 名 

    自治体：11 名 

    個人：6 名 

    大学：1 名 

日帰り体験会 参 加 者 ：16 名 

（内訳）企業：7 名 

    団体：4 名 

    自治体：3 名 

    個人：2 名 

 

  上記のうち、セミナー、日帰り体験会両日参加した参加者は 14 名であり、セミナーと体験

会をセットで参加する参加者が大半であった。 

 

イ アンケート 

＜セミナーアンケート項目＞ 

 アンケートはオンライン参加者も回答できるよう、オンライン上のフォームも用意した。会場

参加者にはアンケート用紙で回答できるよう配布し、オンラインフォームのＱＲコードも添付し 

た。 

 

Q０．大阪会場、オンラインのどちらでご参加されましたか？（オンラインフォームのみ） 

□ 大阪会場 

□ オンライン 

Q１．あなたの属性についてお教えください。  

□ 森のプログラムをすでに活用している、検討している企業 

□ 森のプログラムを提供している事業者・団体 

□ 自治体 

□ 個人 

□ その他 
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Q２．本日のセミナーはいかがでしたか？  

□ 満足 

□ やや満足 

□ どちらでもない 

□ やや物足りない 

□ 物足りない 

Q３．どのプログラムに関心がありましたか？（複数回答可）  

□ 企業による森のプログラム活用意義（林野庁） 

□ 事例紹介（宍粟市） 

□ 事例紹介（八光殿） 

□ トークセッション 

□ 関西近郊の森林サービス産業推進地域紹介 

□ ミニ交流会（リアル会場のみ） 

Q４．本日のセミナーについて、ご感想等ございましたら、ご自由にご記入ください。 

Q５―１．森のプログラム活用に向けて、どのような情報が知りたいですか？（複数回答可） 

□ 森のプログラムの効果 

□ 森のプログラムを導入している企業等の活用事例 

□ 森のプログラムを提供している地域の提供事例 

□ 森のプログラムの具体的な内容（実施費用、受入可能人数、メニュー構成例等） 

□ その他 

Q５―２．関心のあるテーマ等、その他ご意見・ご要望がございましたらご自由にご記入 

ください。 

Q６．差し支えなければ、お名前・ご所属をご記入ください。 

 

＜セミナーアンケート結果＞ 

会場、オンライン併せた全参加者 88 名のうち、アンケート回答者は 51 名（回収率：54％）

であった。 

①  回答者の参加方法 

 会場参加者は 47％、オンライン参加者は 53％であった。 

           図表 4-3 セミナーアンケート回答者の参加方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大阪会場

47%オンライン

53%

n=51
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② 回答者の属性 

 「森のプログラムをすでに活用している、検討している企業」、「森のプログラムを提供してい

る事業者・団体」が 23％ずつを占めており、「自治体」「個人」「その他」となった。 

図表 4-4 セミナー回答者の属性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ セミナーの満足度 

 「満足」が 71％、「やや満足」が 23％となり、合わせて 94％と高い満足度を得られた。 

               図表 4-5 セミナーの満足度 

             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ プログラムの関心度（複数回答） 

 「関西近郊の森林サービス産業推進地域紹介」が最も高く 25％、次いで「事例紹介（宍粟

市）、（株式会社八光殿）」への関心が高かった。初の関西地域での開催のためか、地域の情報に

関心のある参加者が多かったことが伺えた。 

 

 

森のプログラムを

すでに活用してい

る、検討している

企業 23%

森のプログラ

ムを提供して

いる事業者・

団体 23%
自治体

16%

個人

16%

その他

22%

n=51

満足

71%

やや満足

23%

どちらでもない

4%

やや物足りない

2%

n=51
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図表 4-6 セミナープログラムの関心度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ セミナーの感想 

 森林資源の様々な活用方法の可能性や他の自治体の事例を知ることができて参考になった、と

の声が多かった。具体的なお話から、コーディネーターの存在の重要性や、企業の経営陣への理

解促進が大事だということを感じだという感想もあった。 

 

⑥ 森のプログラム活用に向けて得たい情報（複数回答） 

 「森のプログラムの具体的な内容（実施費用、受け入れ可能人数、メニュー構成例等）が

27％、「森のプログラムを導入している企業等の活用事例」が 26％となっており、より具体的な

情報を求めている傾向がみえた。 

          図表 4-7 森のプログラム活用に向けて得たい情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企業による森のプ

ログラム活用意義

（林野庁）14%

事例紹介（宍粟

市）23%

事例紹介（八光殿）20%

トークセッション

15%

関西近郊の森

林サービス産

業推進地域紹

介 25%

ミニ交流会（リアル会場

のみ）3%

森のプログラム

の効果 21%

森のプログラムを導入

している企業等の活用

事例 26%

森のプログラムを提

供している地域の提

供事例 22%

森のプログラムの

具体的な内容（実

施費用、受入可能

人数、メニュー構

成例等）27%

その他

4%
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⑦ 関心のあるテーマ 

 企業の森林づくりや、社内研修の詳細なプログラムや成功事例などを求める声が多かった。ま

た、都市と山村をつなぐコーディネーターの活動や、森林セラピーと企業研修を掛け合わせた事

例などについても知りたいという回答もあった。 

 

＜日帰り体験会アンケート項目＞ 

 アンケートはオンライン参加者も回答できるよう、オンライン上のフォームも用意した。参加

者にはアンケート用紙で回答できるよう配布し、オンラインフォームのＱＲコードも添付した。 

 

Q１．あなたの属性についてお教えください。  

□ 森のプログラムをすでに活用している、検討している企業 

□ 森のプログラムを提供している事業者・団体 

□ 自治体 

□ 個人 

□ その他 

Q２．本日の体験会はいかがでしたか？  

□ 満足 

□ やや満足 

□ どちらでもない 

□ やや物足りない 

□ 物足りない 

Q２―１．（やや物足りない、物足りないと回答した方にお聞きします）改善点してほしい点が

あれば自由にお書きください 

Q３．森のプログラムを体験して感じた効果があれば選択してください（複数回答可） 

□ 他の参加者と話しやすくなった 

□ 他の参加者との仲間意識が高まった 

□ 気分転換できた 

□ 緊張やストレスが解消され、リラックスできた 

Q３―１．その他、森のプログラムを体験して感じた効果があればご自由にお書きください 

Q４．体験をしてみて、今後森のプログラムを活用してみたいと思いますか？  

□ はい 

□ いいえ 

□ 既に活用している／森のプログラムを提供している 

Q５．本日の体験会について、ご感想等ございましたら、ご自由にご記入ください。 

Q６．関心のあるテーマ等、その他ご意見・ご要望がございましたらご自由にご記入下さい 

Q７．差し支えなければ、お名前・ご所属をご記入ください。 

 

＜日帰り体験会アンケート結果＞ 

参加者 16 名のうち、アンケート回答者 15 名（回収率 93.7％）であった。 
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① 回答者の属性 

 「森のプログラムをすでに活用している、検討している企業」、「自治体」、「個人」が 20％ずつ

であった。 

図表 4-8 体験会 アンケート回答者の属性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 体験会の満足度 

 「満足」が 93％、「やや満足」が 7％となり、合わせて 100％の非常に高い満足度を得られ

た。 

図表 4-9 体験会の満足度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 森のプログラムを体験して感じた効果（複数回答） 

 「気分転換できた」31％、「緊張やストレスが解消され、リラックスできた」28％となってお

り、リフレッシュやリラックスを感じた参加者が多かった。「他の参加者と話しやすくなった」、

「他の参加者との仲間意識が高まった」といったコミュニケーションの面での効果は若干低いも

のの、効果として感じたという回答であった。 

その他の効果についての自由記述では、心と身体がリラックスした、五感が研ぎ澄まされた、

森の楽しみを学ぶことができた、といった回答もあった。 

森のプログラムを

すでに活用してい

る、検討している

企業

20%

森のプログラム

を提供している

事業者・団体

13%
自治体

20%

個人

20%

その他

27%

満足

93%

やや満足

7%
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図表 4-10 森のプログラムを体験して感じた効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 体験会の感想 

 体験すると良さがわかった、知らない世界を体験できた、ガイドの素晴らしさ、といった回答

があった。また、今回は時間の関係上できなかった、体験後のストレスチェックも知りたかった

という声が多かった。 

 

⑤ 関心のあるテーマ 

 森林セラピー後のフィジカルな変化、マウンテンバイクのような森林空間で遊びながら森林整

備もできるようなプログラム、山の資源を使うビジネスモデルの価値向上、といった内容に関心

があるという回答があった。 

 

⑥ 今後の森のプログラム活用の意向 

 「既に森のプログラムを活用している/提供している」が 20％、それ以外は「はい」80％とな

っており、今後の森のプログラムの活用に対して前向きな意向が見られた。 

 

           図 4-11 今後の森のプログラム活用の意向 
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20%
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（５）まとめ 

 これまでフォーラムは東京のみで開催していたが、今回初めての試みとしてセミナーを関西地

域で開催したことで、関西地域の企業や地域にも参加しやすい場を設けることができた。また、

併せてオンライン配信したことで、全国各地からも参加いただくことが可能となった。セミナー

は兵庫県宍粟市の事例として、受け入れ側の地域と利用している企業、双方からの発表をいただ

いたことで、森のプログラムを企業の研修等に活用するための、より具体的な内容を掘り下げる

ことができた。また、宍粟市だけでなく、関西地域の森林サービス産業推進地域にも会場での発

表を呼びかけた。短い時間ではあったが、地域の取り組みを発表いただき、その後のミニ交流会

では、それぞれの地域のテーブルを囲んで参加者と交流を深めてもらうことができた。 

 セミナーで聞いた内容を、実際に現地で体験いただいた方がより理解が深まると考え、翌日に

日帰り体験会を宍粟市で開催した。両日参加される参加者も多く、セミナーとセットにした現地

視察のニーズの高さが伺えた。体験会では、６～７名の班ごとに分かれて森林セラピーを体験し

たことで、参加者同士の交流も活発にされている様子が見られた。少し肌寒い中であったが、ち

ょうど紅葉もすばらしい時期であった。ガイドのみなさんの案内のもと、コース内で五感を開放

する森のプログラムの体験により、その効果を自ら実感できる場とすることができた。 

 次回開催に向けた改善点としては、セミナー及び体験会の広報について、林野庁からのプレス

リリースや SNS、事務局のウェブページやメールマガジンのほか、関西地域での事前告知につい

て、事務局の大阪の関連機関等関係各所に依頼したが、関西地域の森林サービス産業推進地域へ

も告知協力を依頼するなど、さらなる工夫が必要である。体験会は参加しやすいように日帰りと

したが、少々時間が足りない部分もあったため、1 泊 2 日も含め、プログラム内容・行程を検討

する余地がある。 

 

図表 4-12 セミナーの様子 

  

林野庁                事例発表（宍粟市） 
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     事例発表（株式会社 八光殿）                   トークセッション 

   

 関西近郊の森林サービス産業推進地域紹介                  ミニ交流会 

 

図表 4-13 日帰り体験会の様子

  

兵庫県立国見の森公園でご挨拶         体験前のストレスチェック 
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森林セラピー体験会の様子 

 

 

２．フォーラムの開催  

（１）開催目的  

森林空間を活用した研修を検討する企業等や、森のプログラムを提供する山村地域に有益な

情報を発信すること、そして企業と山村地域がつながる機会を提供することを目的に開催し

た。 

 

（２）開催概要  

  開催概要は以下の通り。 

               図表 4-14 開催概要 

タイトル 令和 7 年度 山村と企業をつなぐフォーラム 

～企業の人的資本経営に効く森のプログラム活用法～ 

日時 令和８年 2 月 25 日（水）13：00～17：30 

場所 木材会館 7 階大ホール（東京都江東区新木場 1-18-8） 

（同日 zoom ウェビナー配信） 

参加費 無料 

定員 会場：100 名、オンライン：200 名 

プログラム 

 

 

 

 

 

【第１部】 

〇開会・主催者挨拶 

 岸 功規（林野庁森林整備部森林利用課山村振興・緑化推進室長） 

〇基調講演１ 

「SDGs・VUCA の時代における自然を活かしたウェルビーイングな組織づ

くり・人づくり」 
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プログラム 前野 隆司氏（武蔵野大学ウェルビーイング学部長、慶應義塾大学名誉教

授） 

〇基調講演２  

「森の企業研修・オフサイトミーティングで拓く、自律型・共創型の組織づ

くり・人づくり」 

森 和成氏（株式会社ライジング・フィールド 代表取締役社長） 

〇企業事例調査報告 

～組織・事業変革に向けた森のプログラムとその特徴～ 

木俣 知大（株式会社さとゆめ シニアコンサルタント） 

〇企業の活用事例１（協働活動を通したチームビルディング・リーダーシッ

プ開発（中堅層）） 

中谷 象平氏（安全自動車株式会社 取締役副社長） 

〇企業の活用事例２（森林での深い内省・対話を通したチームビルディン

グ・ビジョン創出（経営層）） 

山之口 雄二氏（シナネンホールディングス株式会社経営企画部 担当部長

兼ミライフ株式会社 執行役員 特命担当部長） 

〇トークセッション 

「森のプログラムが企業を変える！組織と人づくりのこれから」 

前野氏、森氏、中谷氏、山之口氏、岸 

モデレーター：浅原 武志（株式会社さとゆめ 取締役、長野支社長） 

〇森林サービス産業推進地域プレゼンテーション 

山形県上山市、東京都檜原村、山梨県小菅村、長野県木曽町、滋賀県高島

市、京都府南丹市、岡山県西粟倉村 

 

【第２部】 

〇企業と森林サービス産業推進地域の交流（会場限定） 

 

図表 4-15 「山村と企業をつなぐフォーラム」バナー、チラシ 
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（３）開催内容と開催にあたっての工夫  

フォーラムは、昨年と同様に全国からアクセスの良い東京の「木材会館」で開催した。プログ

ラムは 2 部構成とし、第 1 部に基調講演、企業事例調査報告、企業の活用事例の紹介を行った

後、より内容を深めることを目的に、登壇者によるトークセッションも行った。第 2 部では、会

場で実際に参加された企業等と森林サービス産業推進地域が交流できる場を設けた。また、第１

部については、セミナーと同様に、当日の様子をリアルタイムでオンライン配信し、全国各地か

ら視聴できるように環境を整えた。配布資料は限定のウェブサイト上にアップロードし、参加者

が事前にダウンロードできるようにした。 

第 1 部では、開会の挨拶と趣旨説明を行った後、基調講演を２つ行った。基調講演１では、

「SDGs・VUCA の時代における自然を活かしたウェルビーイングな組織づくり・人づくり」と

題し、ウェルビーイングや幸福学研究の第一人者として、多方面で活躍されている、武蔵野大学

ウェルビーイング学部長、慶應義塾大学名誉教授 前野 隆司氏に講演いただいた。ウェルビーイ

ングとは何か、なぜ森が企業や働く人にとって良いのか、わかりやすくお話いただいた。基調講

演２では、「森の企業研修・オフサイトミーティングで拓く、自律型・共創型の組織づくり・人

づくり」と題し、実際に多くの企業の組織開発やチームビルディングを目的とした研修を受け入

れている、株式会社ライジング・フィールド 代表取締役社長 森 和成氏に講演いただいた。た

だの体験で終わらせないために必要なことなどについて、オリジナルの理論や様々な情報をふま

えてお話いただいた。 

次に、株式会社さとゆめから、今年度本事業で実施した企業へのニーズ調査結果として「組

織・事業変革に向けた森のプログラムとその特徴」について、発表した。森の企業研修・オフサ

イトミーティングを導入する企業の目的や期待する効果について、ヒアリングとアンケート調査

から明かになったことを紹介した。続いて、企業の活用事例の紹介を２つ行った。活用事例１と

して、安全自動車株式会社から、中堅層を対象とした協働活動を通したチームビルディング・リ

ーダーシップ開発への森のプログラムの導入についてお話いただいた。社員個人や組織に対しど

のような成長を求めて研修を設計していったか、実際の参加した従業員の声も交えて紹介いただ

いた。活用事例２では、シナネンホールディングス株式会社から、経営層を対象とした森林での

深い内省・対話を通したチームビルディング・ビジョン創出についてお話しいただいた。組織変

革の中、原点として森に立ち返り、各種研修を行ってきたことが紹介された。その後、「森のプ

ログラムが企業を変える！組織と人づくりのこれから」をテーマに、登壇者によるトークセッシ

ョンを行った。発表の話を深く掘り下げるとともに、企業はなぜ森に行くのか、それぞれのお立

場からお話いただいた。森の多様な生態系は、企業組織のあり方と重なる部分が多く、企業の

様々な悩みを受け入れてくれる場になっていることや、本来の自分を取り戻せる場所として森が

最適であることが話題にあがった。また、体験を繰り返すことで自分自身に定着することが重要

だという観点から、「森に行こう」というメッセージで締めくくられた。最後に、森林サービス

産業推進地域のプレゼンテーションとして、7 地域から、地域の提供している森のプログラムや

特色について発表した。発表資料は参加者が聞きやすいよう、同じフォーマットで作成してもら

った。 
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第 2 部は会場のみとし、参加者と森林サービス産業推進地域の交流の場とした。各地域のブー

スを用意し、配布した次第には位置図を掲載した。それぞれの地域がパンフレットやチラシなど

地域の取組をわかりやすく紹介し、どのブースも大変にぎわっていた。また、会場での参加者に

は、ネームホルダーに所属団体の属性ごとに色分けされた名札を入れてもらい、話しかけやすい

状況を整えた。  

図表 4-16 名札の色分けと地域のブース配置 

 

 また、森林サービス産業推進地域を対象に、紹介シートのプラッシュアップやフォーラム当日

のプレゼンテーションの作成、次年度以降の事業の参考になるような情報を紹介することを目的

に、オンライン事前研修を開催した（令和 8 年 1 月 27 日、参加地域：12）。企業ニーズ調査

（ヒアリング）の結果や、普及冊子作成のためのヒアリングから明らかになった企業ニーズへの

アプローチのポイント、森林サービス産業の創出・推進に活用可能な補助事業等の紹介を行っ

た。オンライン事前研修には、フォーラムへの出展はできなかった地域からも参加があった。 

 

（４）開催結果（参加者、アンケート）  

ア 参加者 

フォーラム 会   場：69 名 

（内訳）企業：29 名 

    団体：27 名 

    自治体：13 名 

オンライン：294 名 

（内訳）企業：119 名 
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    団体：82 名 

    自治体：50 名 

    個人：32 名 

    大学：11 名 

  

申込時には、会場参加は 114 名と 100 名を超す申し込みがあったが、当日は雨だったことも

あり、実際に来場いただけた人数は約 6 割となった。 

 

イ アンケート 

＜アンケート項目＞ 

 アンケートはオンライン参加者も回答できるよう、オンライン上のフォームも用意した。会場

参加者にはアンケート用紙で回答できるよう配布し、オンラインフォームのＱＲコードも添付し 

た。 

Q０．会場（木材会館）、オンラインのどちらでご参加されましたか？（オンラインフォームの

み） 

□ 会場（木材会館） 

□ オンライン 

Q１．あなたの属性についてお教えください。  

□ 森のプログラムをすでに活用している、検討している企業 

□ 森のプログラムを提供している事業者・団体 

□ 自治体 

□ 個人 

□ その他 

Q２．本日のフォーラムはいかがでしたか？  

□ 満足 

□ やや満足 

□ どちらでもない 

□ やや物足りない 

□ 物足りない 

Q３．どのプログラムに関心がありましたか？（複数回答可）  

□ 基調講演１（前野氏） 

□ 基調講演２（森氏） 

□ 企業事例調査報告 

□ 企業の活用事例（安全自動車株式会社） 

□ 企業の活用事例（シナネンホールディングス株式会社） 

□ トークセッション 

□ 森林サービス産業推進地域プレゼンテーション 

□ 企業と森林サービス産業推進地域の交流（リアル会場のみ） 

Q４．本日のフォーラムについて、ご感想等ございましたら、ご自由にご記入ください。 
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Q５．関心のあるテーマ等、その他ご意見・ご要望がございましたらご自由にご記入下さい 

Q６．差し支えなければ、お名前・ご所属をご記入ください。 

 

 

＜アンケート結果＞ 

会場、オンライン併せた全参加者 363 名のうち、アンケート回答者は 85 名（回収率：23.4％

／紙：11 件、オンライン：74 件）であった。 

 

① 回答者の参加方法 

 会場参加者は 78％、オンライン参加者は 22％であった。会場参加者でもオンラインで回答し

た参加者が多いことが分かった。 

図表 4-17 フォーラム アンケート回答者の参加方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 回答者の属性 

 「森のプログラムをすでに活用している、検討している企業」23％、「森のプログラムを提供

している事業者・団体」25％を占めており、「個人」「自治体」「その他」となった。 

図表 4-18 フォーラム回答者の属性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会場

78%

オンライン

22%

n=85

森のプログラムを

すでに活用してい

る、検討している

企業 23%

森のプログラムを

提供している事業

者・団体 25%自治体

13%

個人

20%

その他

19%

n=85
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③ セミナーの満足度 

 「満足」が 57％、「やや満足」が 41％となり、合わせて 98％と高い満足度を得られた。 

 

                図表 4-19 フォーラムの満足度 

 

             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ プログラムの関心度（複数回答） 

 「基調講演１，２」、「トークセッション」が 17％と高くなったが、他のプログラムについて

も一定の関心があることがわかった。 

 

図表 4-20 フォーラムプログラムの関心度 

 

 

 

基調講演１（前野氏）

17%

基調講演２（森氏）

17%

企業事例調査報告

11%
企業の活用事例（安全自動車株式

会社）12%

企業の活用事例（シナネ

ンホールディングス株式

会社）13%

トークセッション

17%

森林サービス産業推

進地域プレゼンテー

ション 10%

企業と森林サービス産業推進地域の交流

（リアル会場のみ）3%

満足

57%
やや満足

41%

どちらでも

ない 1%

やや物足りない 1%

n=85
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⑤ フォーラムの感想 

 ウェルビーイングの観点から企業の具体的な取組、森林で行う研修の分析など、様々な生の情

報を得られて有意義だった、という声や、森林を利用した企業研修が座学とは別の効果があるこ

とがわかった、など講演を通し、新たなヒントが得られた、という内容が多かった。一方、山村

側の事例についても、もっと聞きたかったという声があった。 

 

⑥ 関心のあるテーマ 

 サービスを提供する（地域・事業者）実践者向けに、森に行くことの効果について深化させた

内容を求める声や、生物多様性、ネイチャーポジティブと森林活用のつながりや価値化、都心で

の森のプログラム、受け入れ側の山村地域の取組などについて知りたいという回答があった。 

 

（５）まとめ 

 フォーラムでは、会場、オンラインともに定員を上回る申込があり、森のプログラムの活用に

対し、企業や自治体、団体の関心が高いことがわかった。参加者のアンケートでは、内容がさら

に充実してきている、企業の関心領域や実際の様々な事例について知ることができてよかった、

という声があり、このような機会の継続的な開催が求められていることが明らかとなった。ま

た、企業の参加が多い一方、プログラムを提供する団体や自治体の参加もあり、企業のニーズや

どのようなプログラムが求められているのか、模索している地域を後押しする機会ともなってい

る。ブース出展した森林サービス産業推進地域からは、個別では営業が難しくとも、このような

場で様々な企業と話すことができ、有効な場となっているとの声も聞かれた。 

 今回は基調講演、企業の調査報告、事例紹介、トークセッションを通して、企業が森で研修を

する意味やその価値について改めて伝えることができた。様々なプログラムや事業の根幹にかか

わる部分であり、深く議論することで、企業、山村側双方にとって今後の展開の参考になる内容

となった。 

 広報については、林野庁や事務局のもつ媒体での発信や関係機関への協力依頼などを行った。

次回開催に向けた改善点としては、会場により多くの参加者に足を運んでいただけるよう、会場

に来ることで得られる地域や企業と交流などのメリットについて、チラシ作成やメールマガジン

など各種広報の際により記載が目立つよう、積極的に情報発信する必要がある。また、オンライ

ン参加者のアンケートについては、配信終了後自動的にアンケート回答画面に切り替わる設定と

していたが、回収率が低かったため、回収方法を工夫する必要がある。さらに、今回は森のプロ

グラム提供側も含めて企業の事例が多かったため、森林サービス産業推進地域など山村地域側の

事例を求める声や、プログラムのボリュームが多いという声も一部から寄せられた。今後は両者

のバランスを考え、時間配分等も考慮しプログラム内容を検討することがあげられる。 
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図表 4-21 フォーラムの様子 

  

基調講演１（前野氏）           基調講演２（森氏） 

  

    企業事例１（安全自動車株式会社）   企業事例２（シナネンホールディングス株式会

社） 

   

トークセッション            森林サービス産業推進地域紹介                   



117 

   

交流会 
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第５章 森林空間利用の普及に向けた支援策の方向性 

以上の通り、第２章で整理した企業等による先進事例や企業ニーズの分析、第３章で整理した

推進地域における先進事例の事例分析を通した課題と解決策を踏まえて、森林空間利用の普及に

向けた支援策を提案する。 

➀ 先進事例集の拡充および詳細分析・整理 

本調査の第２章第１節では、人的資本経営の観点からの「森の企業研修・オフサイトミーティ

ング」の価値を整理するため、階層別等で先進事例の分析・整理を行った。その結果、「コミュ

ニケーション活性化・チームビルディング」を中心に、主に若手・中途採用者向けでは「エンゲ

ージメント向上」が、主に中堅層向けには「能力向上・リーダーシップ開発」、主に部署別・チ

ーム別や経営層・幹部向けには「組織・事業の変革・構築」が目的とされていることが明らかに

なった。 

各企業は、研修目的に合わせて、森林浴、集団での野外・冒険活動、森林づくり、ものづく

り、焚き火、視察学習、地域交流等の多様なプログラムを採用していることが明らかになってお

り、今後は地域でのプログラム開発の参考となるように、目的・期待される効果に応じたそれぞ

れのプログラムの違い等の詳細の事例分析・整理等を行うことが重要と考えられる。 

また、「森のプログラム」導入検討時に課題と思われる要素として「移動・宿泊に経費が要す

るため理解が得にくい」が挙げられていた。先進事例の中には、早期離職を抑制できることで新

たな採用・研修コスト等を縮減でき、追加的な旅費・宿泊費等も回収できている事例や、体験活

動を通して情動記憶に残って研修定着率が高まることで、追加的な研修コストを抑制できている

事例なども見られる。そこで、企業等での導入検討を容易にするための方策として、課題と思わ

れる要素の視点から事例の詳細分析・整理を行うことも重要と考えられる。 

さらに、中小企業は「自社に類似する企業等での導入事例がないと理解が得にくい」といった

情報面の課題を挙げる企業が多かったことから、企業の事例集の拡充が期待される。 

 

② 都市とともに地方での情報発信 

今年度東京で開催した「山村と企業をつなぐフォーラム」は、現地とオンラインを合わせて 

400 名を越える申込があり、高いニーズが見られたことから、引き続き首都圏での開催が望まれる。 

他方で、第２章第３節の企業アンケート調査においては、地方圏の企業は、三大都市圏の企業

と比べると人的資本経営の取組は低調となっている傾向にあったが、人的資本経営に資する「森

の企業研修・オフサイトミーティング」へのニーズは三大都市圏より地方圏の企業等の方が高い

傾向にあった。さらに、地方圏の企業等は、「森のプログラム」の導入時には「自社の事業所等

からのアクセス性が良いこと」が最も重視される傾向にあった。 

こうしたことから、より効果的な企業等への訴求に向けては、地元道県等との連携が重要にな

ると推察され、企業等のニーズの掘り起こしに向けて地方圏での情報発信等も併せて実施するこ

とで、企業等における森林空間利用の利用促進が期待される。 
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③ 「森のプログラム」の体験・視察機会の創出 

第２章第１節の企業ヒアリング調査では、多くの企業等が導入の決め手として「幹部等が森の

プログラムに参加して共感を得たこと」を挙げており、また第２章第３節の企業アンケート調査

においても、「森のプログラム」の導入検討時には「企業研修プログラムの体験や施設の視察機

会があること」を重視していた。 

本調査の第２章第１節の先進事例の中では、行政や業界団体等が連携した情報発信や現地体

験・視察を設定することで、企業等の幹部も参加しやすくなり、体験・視察を通して導入に至っ

たケースも見られる。 

こうしたことから、今後は「山村と企業をつなぐフォーラム」の開催に加えて、関係省庁や業

界団体等と連携することで訴求力を高めながら情報発信を行い、「森林サービス産業推進地域」

等と連携・協働して、「森のプログラム」の体験・視察機会の創出することが重要と言える。な

お、「森のプログラム」を経験したことがない企業担当者等が、関わりのない山村地域で開催さ

れる体験・視察機会に参加することは、一定のハードルがあることも想定される。こうしたこと

から、都市部の緑地等におけるプチ体験を行い、プログラムのイメージを掴むとともに、「森林

サービス産業推進地域」等の関係者と関係性を構築することで、山村地域に足を運びやすいよう

な機会を設定することも有効と考えられる。 

④ 企業の森林づくりと連動した取組の推進 

近年、企業の森林づくり活動の実施箇所数は増加しており、令和 5 年度には全国に 1,963 箇所

の「企業の森林」が設定されている。 

第２章第３節の企業アンケート調査でも、企業等は人的資本経営に寄与する「森のプログラ

ム」とともに、自然資本経営に関わる取組への関心も高い傾向にある。 

さらに、第２章第１節の企業ヒアリング調査においても、「企業の森林づくり」の活動と一体

で「森のプログラム」を実施することで、企業内で促進力を高めている事例も散見された。 

こうしたことから、林野庁では、森林の多面的な機能に価値を見出し、地域の賑わいや所得向

上と雇用を創出する「森業」を推進していることから、「企業の森林づくり」の活動と組み合わ

せて「森のプログラム」を実施する先進事例の分析・整理等を行うことも有効である。また、企

業にとっては自然資本経営と人的資本経営の相乗効果を高めるとともに、地域にとっても多角的 

に賑わいと雇用を創出するような地域での推進体制の構築に向けた支援も有効である。 

➄地域での取組段階に応じた推進体制の構築に向けたサポート体制の構築 

山村地域において、森林空間の活用や企業連携の取組を着手する際には、これまでも地域の実

情に応じて４つのステップに応じた取組が求められることが整理されてきた（図表 5-1）。 

図表 5-1 森林空間利用の創出に向けて必要な４つのステップ 

 構想段階 準備段階 事業化段階 自走段階 

基盤整備 

戦略・ビジ

ョン 

・先進事例の収集 

・地域資源の把握・掘

起し、戦略・ビジョン

の作成 

・施設・歩道等の改修や森林

空間の整備等による地域資

源の磨き上げ 

・地域プロモーション戦略の

検討（ブランディング） 

・公民連携による更なる地域資

源の磨き上げ 

・地域プロモーションの試行 

・公民連携による持続的な

地域資源の磨き上げ 

・地域プロモーションの拡充 

・近隣地域との広域連携 
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推進体制

の整備 

・行政内関係部署との

調整 

・中核的人材の開拓 

・協議会等の設置 

・中核的人材の育成 

・行政・中核的組織・拠点施

設等との役割分担の整理 

・受入体制・システムの検討

（企業協定等を含む） 

・中核的組織・拠点施設等を

中心とした受入体制の構築

（企業協定等を含む） 

・誘客促進等に向けた地域内

外の事業者との連携・協働 

・中核的組織・拠点施設等

を中心とした事業運営 

・地域内外の事業者との連

携・協働の更なる拡充 

・提供サービスの質の確保・

向上に向けた仕組みづくり 

サービス

提供者 

・関係者の洗い出し ・体験プログラムの作成 

・ガイド等の確保・育成 

・モニターツアーを通した体験

プログラムの改善、ガイドのス

キルアップ 

・宿泊・飲食・体験等を組み合

わせた事業モデルの構築 

・口コミ等の評価を通じた体

験プログラム・ガイドスキル

の更なる改善・向上 

・多様な事業者等と連携した

事業モデルの拡充 

マーケティ

ング 

・市場調査 

・ターゲット層の整理 

・コンテンツを踏まえたターゲ

ット層の明確化 

・販路・広報手法等の検討 

・営業・広報活動の実施 

・モニターツアーによる販路 

・広報手法等の検証・構築 

・販路・広報手法等の改良・

確立 

エビデンス ・先行研究の把握 ・ターゲット層のニーズに応じ

たエビデンスの検討 

・モニターツアーにおけるエビデ

ンス取得手法の検証 

・エビデンス取得・集積と多

角的なデータ分析・活用 

出典：令和元年度「森林サービス産業」検討委員会 報告書 

構想段階・準備段階においては、地域の森林所有者、施設管理者、業種を越えた多様な民間事

業者等の幅広く地域関係者の理解と参画を得ながら推進体制を構築し、国や都道府県等の補助金

も活用した地域資源の磨き上げやプログラム開発、ガイド育成、企業協定等の仕組みづくりを行

うなどで条件を整備していくことが求められる。 

また、具体的に企業等を受け入れる事業化段階・自走化段階においては、企業等との連絡窓

口、企業等のニーズを的確に把握した上でのプログラム調整、地域資源や森のプログラムの提供

者を結び付けての当日運営を担う推進体制の構築が求められる。 

さらに、地域での取組段階に応じて、官民がそれぞれの強みを活かして連携・協働して、イ

ンフラの整備を行いつつ推進体制・システム等を構築して、自立的・持続的に「森のプログラ

ム」が提供できる状況を整えていくことが重要である。そこで、新たに森林空間の活用に取り組

もうとする地域や、人的資本経営等に対応した企業等向けのプログラムの開発・提供を取り組も

うと考えている地域に対して、先進地域で培われてきたノウハウ等を活かして取組段階に応じた

指導・助言や、必要な支援を行えるような「サポート体制」の構築も重要である。 

⑥ 多様な分野の専門性を理解・仲介できるコーディネーターの育成・配置 

第２章第３節の企業アンケート調査では、企業等は「森のプログラム」導入検討時に重視す

る要素としては、「組織開発・人材開発に関する専門的な知見を有するスタッフがいること」、

「自社の経営課題の解決に寄与するプログラムとなっていること」、「自社の組織開発・人材開発

や経営課題解決への対応と連動して実施できること」といった、組織開発・人材開発に関わる専

門的な知見やスキルを基盤としたプログラムが求められている。 

このため、企業等に対して人的資本経営等に資する「森のプログラム」を提供する際には、

組織開発・人材開発等の専門的な知見、生活習慣病予防やメンタルヘススケア等の予防・健康づ

くり等の専門的な知見等が求められる。また、地域の森林の特徴を活かしたプログラムを開発・

提供したり、持続的な森林管理に寄与する活動としたりしていくためには、森林生態系や森林整

備・保全等に関する知見も有していることが望ましい。さらに、山村地域の活性化にも寄与する

取組にするためには、地域の森林・林業政策に加えて、地方創生・まちづくり政策、観光・交流
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政策、健康政策、教育政策の実情を把握して、それらの課題解決に繋げたり、相乗効果を高めら

れたりするような政策立案も行えることが望ましい。 

しかしながら、これらの多様な分野の専門的な知見やスキルを、地域コーディネーターが全

てを習得することは容易ではない。他方で、地域コーディネーターがそれぞれの分野の専門性を

理解し、企業等のニーズに合わせて、専門性を有する者と連携・協働できる関係性を構築してお

くことは重要である。 

そこで、多様な分野の専門性を理解し、仲介できるコーディネーターの育成・配置に向けた

研修等の支援策や、コーディネーター同士が学び合えるようなネットワークづくりを行うことも

有効である。 

 

⑦ 地域における森林空間の活用を持続可能な取組とするための「イノベーションエコシステ

ム」の構築 

地域における森林空間の活用に向けた取組は、これまでの地域の森林・林業分野の取組に加

えて、観光・交流分野の取組、地方創生・まちづくり分野の取組、健康分野の取組、教育・子育

て分野の取組等が組み合わせながら、プログラムが成熟・多様化していることが多い。 

しかしながら、取り巻く社会の環境は常に変化しており、その変化を的確に捉えて、コンテ

ンツを上質化・拡充していくことが求められる。さらに、企業等のニーズも多様化していること

から、企業等のニーズに合わせて、分野を越えて組み合わせてカスタマイズしながら、プログラ

ムを創出・提供していくことが求められる。 

こうした中で、地域におけるプログラムの提供者はマンパワーやノウハウ・ネットワーク等の

問題もあり、十分に時代の変化に合わせた取組が行えていないケースが少なくない。 

そこで、産官学のセクターや分野を越えて、スタートアップや投資家などを含めて多様な主体

が相互に連携・協働し、上質で多様な「森のプログラム」を持続的に創出し続けるための仕組み

として「イノベーションエコシステム」を構築していくことが有効である（図表 5-2）。 

具体的には、全国レベルでは、①新たな社会のニーズに合わせて山村地域で活用できる多様な

先進事例のノウハウを集積して情報発信することで、全国的に異分野を含めた意欲のある新たな

プレイヤーを掘り起こし、②呼び込んだプレイヤーを山村地域に繋いでいくための緩やかな場の

形成（プラットフォーム）を図り、それを踏まえて地域レベルでは、③域内外の意欲あるプレイ

ヤーと地域事業者・地域資源をマッチングして、プロジェクトチームを組成して実証プロジェク

トを立ち上げし、④それを実証・ビジネスモデル構築・資金調達等により事業化の展開を図るこ

とが重要であると考えられる。 

そして、この「イノベーションエコシステム」を持続的かつ発展的に機能させていくために

は、地域レベルと全国レベルのコーディネーター両者が緊密に連携しながら、「イノベーション

エコシステム」の推進体制を構築することが重要であると考えられる。 

 

 

 



122 

図表 5-2 地域における森林空間の活用を持続可能な取組とするための 

「イノベーションエコシステム」の構築 
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